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はじめに 

 
地質リスク学会は、適切な地質調査により地質リスクを低減し、公共事業のトータルコストの縮減を

目指すことを目的として活動を行っている。その一端として、地質リスクマネジメントの具体的運用を

確立するために、2012 年 7 月から下記の 5つの専門委員会を設立して更なる活動を展開している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地質リスク学会の委員会体系図 

 

 

このうち、体系化委員会では以下の項目について検討し、これらの体系化を目指して活動した。 

 

・組織的取組みの現状と課題 

・地質リスクマネジメントの概念 

・地質リスク要因 

・地質リスクマネジメントの仕組み 

・地質リスクマネジメントの仕組みの例 

 

本報告書は、上記の活動結果を取りまとめたものである。 
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1. 組織的取組みの現状と課題 

1.1 事業種別に見た取組み状況と課題 

1.1.1 国内の社会基盤整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 地質技術者とのアドバイザ契約の例 

秋田県では、平成 20年頃より地質・地盤に関わる技術アドバイザ業務を発注している。この業

務は総合評価落札方式によって発注され、業務の担当者は管理技術者のみからなる。管理技術者

は技術アドバイザとして県職員の相談に対して電話、ファクス、現地調査などによって技術的助

言を与えることとされている。 

技術相談に基づきとられた行為の結果について、技術アドバイザの責任は問われないが、電話

等による技術相談に必要な直接人件費は実支援時間を業務日数に換算して標準単価で積算されて

おり、出面で精算する。すなわち、技術者の時間を細切れにして買っているだけであって、実際

に技術者が検討に費やす時間や、技術的積み上げ、経験等の付加価値を正当に評価しているとは

言えない。 

このアドバイザ業務は、不特定の事業の地質に関わる発注者のアドバイザを正式な委託契約に

よって確保して活用するという意味では先駆的ではあるが、自治体担当者の疑問点に答えるだけの

その場限りの相談相手である。つまり、自治体の土木事業全体に関わる、あるいはある事業の計画

段階から維持管理段階に向けての総合的な地質リスクマネジメントに地質技術者の付加価値を活

用しようとするものではない。 

また本業務は、発注者が建設する構造物のコストや品質に影響する重要な業務になり得ると考

えられるが、それらを左右する地質技術者が、業務評定点や業務表彰の有無、プロポーザル業務受

注実績の有無などを評価基準とする簡単な総合評価落札方式によって決定される。その結果、発注

者は大きな地質技術者選定リスクを保有していることになっている。 

 

地質・地盤の不確実性等に対する、内外の発注者等の対応状況について情報収集した。その結

果、海外における地質・地盤に関わるリスクマネジメントには遅れているものの、国内において

も地質・地盤の条件が不確実であるとの認識が醸成されつつあることが分かった。 

しかし、地質の技術を有効に活用して積極的にリスクをマネジメントするという点で国内の発

注者の取組みは不十分であり、特に事業の初期段階から事業の進捗に応じてマネジメントを継続

して行くという視点はない。また、積極的に不確実性を小さくして地質リスクを小さくし、事業

費を削減するという視点が不足している。 
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図 1.1.1 秋田県発注の技術アドバイザ業務の概要書 1) 
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図 1.1.2 秋田県発注の技術アドバイザ業務 特記仕様書 2) 
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(2)地質技術者の参画を義務づける例 

山岳道路が多い高知県では、のり面調査に対する責任のあいまいさや工事中ののり面について

第三者の立場で専門的な調査を行うことの必要性を踏まえ、施工中の崩壊や変状発生に起因する

被害と手戻りの防止を目的として「長大切土のり面の調査・設計・施工管理マニュアル（平成 24

年 5 月第 3回改訂）」を定めて公開・運用している。 

このマニュアルでは、「一般に長大切土のり面は、のり面全体の地質が均質で堅硬であることは

少ない。また、高知県は年間降水量が多く台風や前線による豪雨など厳しい気象条件下にある。

このような素因・誘因により施工中に崩壊や変状が発生した場合は、被害と手戻りが大きく、事

前に十分な地形、地質などの調査を実施し、長期的なのり面の安定性と施工時の安全を考慮した

適切な設計が必要である。」とし、「施工時にはのり面監視を含めた安全管理、のり面・斜面の変

状の早期発見・対策を実施し、安全に施工を進めていく必要がある。」としている。 

このような考え方から、同マニュアルでは「長大切土のり面の調査・設計・施工管理は地質技

術者が実施しなければならない」と明記している。すなわち、切土のり面工事のスムーズな進捗

と維持管理のために、地質技術者の関わりが必要であることを強調している。具体的には、例え

ば施工時の地質技術者の関わり方として図 1.1.3 に示すフローを想定し、施工中の地質に関する

管理については地質技術者が実施しなければならないとしている。 

山岳地の地質が不均質（不確実）であることを認識し、常に問題発生を事前に察知するよう専

門技術者を配置するというリスクマネジメントを実施している例と言えるが、調査・設計段階か

らリスク要因を抽出して継続的にマネジメントしてゆくことが必要である。 

 

図 1.1.3 施工時調査の流れ図 3) 
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図 1.1.4 高知県による長大切土のり面の調査・設計・施工管理マニュアル目次 4) 
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図 1.1.5 高知県による長大切土のり面の調査・設計・施工管理マニュアル 抜粋 4) 
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(3)設計・施工一括発注方式におけるリスク分担 

設計・施工一括発注方式においては、受注者（設計を担当する JV構成会社を含む工事業者）に

示される施工条件が設計・施工分離発注方式に比べてより不確実である。したがって受注者が負う

リスクは設計・施工分離発注方式よりも大きい。そこで、設計・施工一括発注方式の契約時には、

発注者・受注者のリスク分担（設計・施工条件）を明示することとされている。 

しかし、実際に発注された事例の中には、リスクの受注者負担の原則に対して「予見し得ない

地質」のために発注者がコスト増を負担した例があり、発注者も適切に顕在化リスクを負担すべき

という議論がなされている。発注者もリスクを負担すべきとする根拠は、次のようなものである

（「発注者責任に関する懇談会 品質確保専門部会（第６回）議事概要」）。 

 甲乙で契約に従ってリスク分担する方が、合理的に物事を決められる。 

 設計・施工一括発注方式では、施工者が関与する範囲が少し設計側に遡るだけであり、設

計・施工分離発注方式とリスク分担の考え方にそれほど違いがある訳ではない。 

 必要な条件を示さないで乙にリスクを負担させれば、リスクを見込んだ価格となりコスト

は高くなる。しかし、日本では今の予定価格の積算にそのような要素は入りづらい。 

 

ただし、支持層等地質に関わるリスクについては受注者負担とするのが一般的である。しかし

ながらこの場合においても、受注者に過度にリスク分担を求めると応札額の高止まりとなる（「PFI

事業におけるリスクマネジメントの在り方に関する調査（H21.3）」）こと、また発注者が明示した

設計条件の範囲内については甲の責任とすべきという議論もある。すなわち、合理的な水準の事

前調査を発注者が行い、それでもリスクが発現した場合のリスク分担ルールを明確化することで

民間事業者の応札コストの高止まりを防ぐことが有効と考えられる。このような考えから、設計・

施工一括発注方式のリスク分担の見直しが必要との議論がなされている（図 1.1.6）。この場合、

発注者にとって、リスクの発現可能性とそれに伴う設計変更額（すなわち地質リスク）と、追加

調査コストのバランスを適正にすること（すなわち地質リスクマネジメント）が重要である。 

入札時のリスク分担表では地盤に関わるリスクは受注者負担としていたが、落札後に技術提案

箇所の地質条件が大きく異なっていたということから、発注者が変更増額を負担したといったト

ラブルも発生している（図 1.1.7）。発注者は自らが負担する可能性のあるリスクの範囲を事前に

見積もることが重要となる。 
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図 1.1.6(1) 設計・施工一括発注方式におけるリスク分担に関わる議論 5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.6(2) 設計・施工一括発注方式におけるリスク分担に関わる議論 5) 
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図 1.1.7 設計・施工一括発注方式におけるトラブルの例 6) 

  図 1.1.6(3) 設計・施工一括発注方式におけるリスク分担に関わる議論 5) 
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(4)工事監理連絡会等の例 

工事監理連絡会、いわゆる三者協議を施工段階において開催し、設計思想の伝達や情報共有を

図る取組みがなされている。しかし、図 1.1.8に示すように設計受託者に対して支払われる経費

は限られており、その中で会議資料作成まで負担させられるなど、積極的に参加して情報共有を

図るというインセンティブにはなりにくい。また、発注者と工事業者の間で先行的に協議がなさ

れ、設計技術者や地質技術者は形式的な参加を要請される場合もある。さらに、このような会議

に調査会社が出席を要請される機会は少なく、重要な説明事項が漏れてしまう可能性がある。 

事業の初期段階から継続的に削減してきた地質リスクを工事段階にも正しく引き継ぐことが重

要であり、その機会として工事監理連絡会は重要である。 

 



 
 

1-11 

 

図 1.1.8(1)  愛知県による工事監理連絡会の実施要領 7) 
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(5)地質図に関わる JIS 規格における断層等の位置確実性表示 

地質図を作成する際の規格として、JIS A 0204、JIS A 0205、JIS A 0206 がある。JIS A 0204

は印刷物としての地質図を作る際に基準となる規格、JIS A 0205 はデジタル版の地質図を作る際

に基準とする規格で、JIS A 0206 はそれらを引用規格として、土木・建築の調査、設計、施工な

どで利用する工学地質図に適用する際の規格である。 

これらが 2012 年から 2013 年にかけて改正された。社会インフラ整備に関わる場面での地質図

利活用について見ると、改正点の中で注目される事項として、「断層や地層境界などの存在確実度」

と「位置正確度」の考え方が導入されたことが挙げられる。このような改正の背景としては、自

然災害対策や様々な構造物設計に際して、精度の高い地質情報が求められている社会情勢を考慮

したものと考えられる。また、工学地質図における断層等の位置正確度については、概査段階で

用いる 1/50,000 程度の小縮尺の地質図においては「位置ほぼ正確」という信頼区間がやや広い定

義を用いてもよいが、設計・施工段階においては位置精度の要求水準から「位置ほぼ正確」とい

う表示はしないこととしている。 

具体的な表現方法について規格を参照して表 1.1.1に示す。 

このように、方向性としては、地質情報に不確実性が含まれているということが広く啓発され

つつあり、望ましい方向と考えられる。今後は、個別の事業において作成される地質図面類にお

いても、このような不確実性を表現することを検討する必要がある。 

図 1.1.8(2)  愛知県による工事監理連絡会の実施要領 7) 
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表 1.1.1  JIS A 0204 における断層の表現記号 8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

形状 色

地層・岩体境界線の4倍の太さの極太
実線。

黒

地層･岩体境界線の4倍の太さの極太点
線(点線幅：点線間隔＝1：3)。

黒

地層･岩体境界線の4倍の太さの極太実
線。断層確認露頭地点を断層線の太さ
の2～3倍の直径をもつ小円で示すこと
かできる

黒

地層･岩体境界線の4倍の太さの極太点
線　(点線幅：点線間隔＝1：3)。

黒

地層･岩体境界線の4倍の太さの極太破
線（線幅：隙間：実線=1：3：4.5）。
断層線上の隙間に，線幅の30倍間隔で
（隙間三つおきに）疑問符を置く。

黒

地層･岩体境界線の4倍の太さの極太点
線　(点線幅：点線間隔＝1：3)。断層
線上の点を九つおきに(線幅の30倍間
隔で)一つ省き，できた隙間に疑問符
を置く。

黒

位置正確
地層･岩体境界線の4倍の太さの極太実
線。断層確認露頭地点を断層線の太さ
の2～3倍の直径をもつ小円で示す。

黒

位置ほぼ
正確

地層･岩体境界線の4倍の太さの極太破
線　(線幅：隙間：実線＝1：3：12)。

黒

位置推定
地層･岩体境界線の4倍の太さの極太破
線　(線幅：隙間：実線＝1：3：
4.5)。

黒

位置伏在
地層･岩体境界線の4倍の太さの極太点
線　(点線幅：点線間隔＝1：3)。

黒

位置正確
地層･岩体境界線の4倍の太さの極太実
線。断層線上に線幅の30倍間隔で線幅
３倍の隙間を設けて疑問符を置く。

黒

位置ほぼ
正確

地層･岩体境界線の4倍の太さの極太破
線（線幅：隙間：実線＝1：3：12）。
断層線上の隙間に，線幅の30倍間隔で
（隙間一つおきに）疑問符を置く。

黒

位置推定

地層･岩体境界線の4倍の太さの極太破
線（練絹：隙間：実線＝1：3：
4.5）。断層線上の隙間に，線幅の30
倍間隔で（隙間三つおきに）疑問符を
置く。

黒

位置伏在

地層･岩体境界線の4倍の太さの極太点
線(点線幅：点線間隔＝1：3)。断層線
上の点を九つおきに(線幅の30倍間隔
で)一つ省き，できた隙間に疑問符を
置く。

黒

描画仕様

特定特定

存在確実
度の特定

位置正確
度の特定

存在確実度 位置確実度 記号

（断層）

（伏在断層）

不特定 不特定

特定 不特定

確認断層

確認断層、伏在

推定断層

推定断層、伏在

存在確実

存在不確実
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1.1.2 海外の社会基盤整備における地質リスクマネジメント 

欧米では、各国が地盤に関わる、いわゆるリスクマネジメントのガイドラインを制定し、基準化

している。それらは地質リスクマネジメントの手法や手続きを示しているに過ぎず、リスク要因や対

応方法を具体的に示すものではないが、プロジェクトのスタート段階で潜在的な地質リスク要因を確

認し、常に更新することとしている点は、ほぼ共通している。 

具体的には、以下のような取組みがなされている。 

(ア) 英国高速道路局の「DESIGN MANUAL FOR ROADS AND BRIDGES」では、地質認証（GEOTECHNICAL 

CERTIFICATION）という仕組みにより、段階をおって地質リスクをマネジメントすることと

している。 

(イ) 英国環境・交通・地方省は建設工事の生産性を向上させるために、地盤工学的リスクのマ

ネジメントの必要性を認め、大学の研究者、コンサルタント、発注者を含めた研究グループ

による技術的検討を支援し、その結果は2001年に解説書として出版された。 

(ウ) オランダのStaverenは、地盤状況の不確実性とそのリスクマネジメントに関する書籍を

2006年に出版し、地質・地盤状況把握における不確実性を無秩序性、不完全性、不明瞭性に

区分することを提案している。 

(エ) 海外における主として山岳トンネル建設における地質リスクの評価及び計量化について

は、確率論的な手法であるマルコフ連鎖モンテカルロシミュレーション(MCMC)、定性的な手

法としてトンネル延長に対するボーリング調査数量の総延長比、フォールトツリー法などで

検討されている。 

(オ) 米国土木学会は、契約に示された「推定される地盤状況」と異なる場合のリスクの分担を

明確にするためのジオテクニカル・ベースライン・レポート（GBR）作成のガイドラインを

発行し、無用な紛争を避けるための方法の解説を提供している。なお、その完全翻訳版が地

質リスク学会/全地連：「地質リスクマネジメント入門」(2010)に掲載されている。 

(カ) ニュージーランドでは運輸省管轄の公的組織であるニュージーランド道路庁(TRANSIT NEW 

ZEALAND)が最新のリスクマネジメントの考え方を取り入れて2004年に”Risk Management 

Process Manual”を作成し、実際の国道管理に適用している。 

(キ) スイスのレッチェベルク バシス トンネル(Loetschberg Basis Tunnel)では、定量的な解

析ではないが、地質調査結果に基づき，どの程度がまだ不確実なのかを楽観的予測と悲観的

予測の２通りの地質解釈図を作成して表示している。 

 

以下に、それぞれについて述べる。 

(ア) 英国高速道路局「DESIGN MANUAL FOR ROADS AND BRIDGES」 

全 16 巻からなるマニュアルの第 4巻が GEOTECHNICS AND DRAINAGE であり、その SECTION1 

EARTHWORK の PART2 が MANAGING GEOTECHNICAL RISK(2008)である。同パートでは、工事の複雑さ

や予想される地盤リスクに応じてプロジェクトの地盤条件（GEOTECHNICAL CLASSIFICATION）を

３つのカテゴリーに区分すること、そしてプロジェクトのキーステージを４つに分け、それぞれ

のステージにおいて地盤技術者（設計アドバイザ）が地盤認証を行うことにより地盤リスクをマ

ネジメントするものとしている。４つのキーステージとは以下の通りである。 
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Key Stage 1：サイトの地盤条件カテゴリー及び、そのカテゴリーに応じて地盤認証のために

要求される事項を決定するために、最初にプロジェクトをレビューして潜在的

な地盤リスクを抽出するステージ 

Key Stage 2：予備的な地盤認証を含む予備評価段階。評価結果は予備設計と、必要に応じて

用地取得の準備に供される。すべての地質調査結果とその評価結果を含む調査報

告書が設計技術者に提供される。 

Key Stage 3：地盤設計（Geotechnical Design）と建設認証のステージ。詳細設計と請負業者

が工事の準備をするための情報が提供される。すべての断面図(sections)を含む

地盤設計報告書（Geotechnical Design Report）が設計者に提供される。 

Key Stage 4：地盤に関するフィードバック（Geotechnical Feedback）のステージ。すべての

建設工事と、設計変更が必要となった予想外の地盤条件について報告する。 

 

(イ) 英国環境・交通・地方省のリスクマネジメント解説書 

地盤工学リスクが工事費用、工期、品質、環境、及び工事関係者の健康と安全に大きな影響

を与えることが示されているほか、地盤工学リスクマネジメントにおける発注者、設計者、施工

業者の役割を記述しており、プロジェクト初期段階での適切な地盤工学的アドバイスの重要性を

指摘している。技術的検討では事例収集を行って分析しているが、建設費用に占める地質等の現

場調査費の割合と工事開始後の建設費用増加率に負の相関があることを明らかにしている。 

 

(ウ) オランダのStaverenによるリスクマネジメント 

地質・地盤状況把握における無秩序性は地質分布の規則性の欠如に起因し、不完全性は地質情

報の量に依存し、不明瞭性は地質の定義または概念の曖昧さに起因するとしている。地質情報の

不確実性のうち、不完全性は調査量を増やすことで相対的に減少できる。さらに、発注者と建設

業者の間でのリスクマネジメントの手段として、ジオテクニカル・ベースライン・レポート（GBR）、

紛争解決委員会（DRB）、契約と相違する現場状況条項（DSC）の３本柱があることを示している。 

 

(エ) 海外における定量的リスク評価の例（DAT:Decision Aids for Tunnelingの適用例） 

欧米では、種々の方法によってトンネル掘削工事に伴う地質リスクを算定し、工程計画や掘

削工法の検討などの意志決定に用いている。それらは、モンテカルロシミュレーションを用いる

手法やフォールトツリーを用いるものである。特に MCMC（マルコフ連鎖モンテカルロシミュレー

ション）は地質に関するリスクの多様性(variability)と不確実性(uncertainty)に起因するトン

ネル地山としての｢複雑系｣を確率的・定量的に解析する手法として 1980年代から研究開発されて

きた。 

 

(オ) GBR(GEOTECHNICAL BASELINE REPORT)  

欧米で用いられている工事契約では、想定と異なる地質条件の出現に対する発注者の責任を

Differing Site Conditions 条項（DSC 条項）で規定しており、米国では 1921 年より適用され始

めている。しかし、契約図書に記述されている地質条件は曖昧であり、どのような状況であれば

想定と異なると言えるのか、明確ではない。GBR は当該サイトで遭遇することが想定される地質
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状況について、発注者があらかじめ解釈を明示するもので、想定外の地質条件による設計変更を

適用する際のベースライン（閾値）とする情報を記述したものである。すなわち、ベースライン

は発注者の免責範囲を定めていると言える。 

PFI 事業においても、地盤に関わるリスクの分担は協議により解決されることが多いが、「発

注者負担とする想定外の範囲」を明確にしておくことにより、発注者は競争参加者の応札価格を

コントロールでき、また工事着工後のクレームの発生しやすさ（コスト変動リスク）もコントロ

ールすることができる。 

日本国内の DB 事業等においても、予期せぬ地盤条件に対するコスト負担に関する受発注者間

の協議に時間を要する事例があり、GBR の作成・活用が望まれる。 

 

(カ) ニュージーランドのリスクマネジメント 

ニュージーランドはわが国と同様に変動帯に属し、複雑な地質分布状況を有し、北島及び南島

を縦断するアルパイン断層(Alpine Fault)や数多くの活断層も分布する。したがって、TRANSIT

のリスクマネジメントプロセスマニュアルは、わが国の道路防災に関する地質リスクを検討する

上で参考になると考えられる。 

 

(キ) 悲観的・楽観的な地質解釈図 

当初段階では地表地質踏査と数本のボーリング調査により地質構造を決定せざるを得なかっ

たため、地質技術者は問題となる地質・岩盤状況を念頭に置き、問題地層が比較的広く出現され

ると予想される悲観的診断(pessimistische prognose)と、限定的な分布と考えた楽観的診断

(optimistische prognose)による図面類を作成した。 
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英国高速道路局「DESIGN MANUAL FOR ROADS AND BRIDGES」 

キーステージ 1 

サイトの地盤条件カテゴリー及び、そのカ
テゴリーに応じて地盤認証のために
要求される事項を決定するために、最
初にプロジェクトをレビューして潜
在的な地盤リスクを抽出するステー
ジ。 

キーステージ 4 

地 盤 に 関 す る フ ィ ー ド バ ッ ク
（Geotechnical Feedback）の
ステージ。すべての建設工事
と、設計変更が必要となった予
想外の地盤条件について報告
する。 

キーステージ 2 

予備的な地盤認証を含む、予備
評価段階。評価結果は予備
設計と、必要に応じて用地
取得の準備に供される。す
べての地質調査結果とそ
の評価結果を含む調査報
告書が設計技術者に提供
される。 

キーステージ 3 

地 盤 設 計 （ Geotechnical 
Design）と建設認証のステ
ージ。詳細設計と、請負業
者が工事の準備をするた
めの情報が提供される。す
べての断面図？(sections)
を含む地盤設計報告書
（ Geotechnical Design 
Report）が設計者に提供さ
れる。

図 1.1.9  英国高速道路局の「DESIGN MANUAL FOR ROADS AND BRIDGES」における地質リスクマネージメント 9) 
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表 1.1.2 海外における地質リスクの計量化手法（山岳トンネル）10) 
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図 1.1.11 ＤＡＴ（MCMC）による解析のプロセス 5) 

図 1.1.12 ＤＡＴ（MCMC）によって得られた、出現地山分類の確率的な推定結果 5) 
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図 1.1.13 一軸圧縮強度を例にしたベースラインのイメージ 11) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一軸圧縮強度
0 100 200 300 400 Mpa

ベースライン
契約上の予見可能範囲上限値

試験値の
最大値

請負業者の責任範囲

試験値の
平均値

発注者の責任範囲

試験値の範囲 （＝発注者が任意に設定）

ベースライン 

（一軸圧縮強度最大値） 
実工事での状況 入札額 クレームの多寡 コスト変動量

高い水準に設定 

（大きな値に設定） 

さくさく掘れたので、

BL は超過せず （工事費＋予備費）

は高い 

ほとんどなし 最小 

時折硬くて掘りにくく、

BL をまれに超過
少ない 小 

低い水準に設定 

（小さい値に設定） 

そこそこ掘れたが、BL

はしばしば超過 （工事費＋予備費）

は安い 

多い 大 

そこそこ掘れたが、BL

は頻繁に超過 
非常に多い 最大 

注）機械掘削により施工されるトンネルをイメージした例である。 

表 1.1.2 ベースラインの設定水準とコスト水準 6) 

データ範囲 平均値
ベースライン
（最大値）

シルト岩/粘土岩
（新鮮～弱風化）

2.1～238 30 300

シルト岩/粘土岩
（中～強風化）

0.1～34 10 40

砂岩
（新鮮～弱風化）

11.6～267 110 330

砂岩
（中～強風化）

9～73 10 90

礫岩
（新鮮～弱風化）

3～239 50 300

礫岩
（中～強風化）

10～30 15 30

花崗岩類
（新鮮～弱風化）

3.9～226 30 280

花崗岩
（中～強風化）

0.3～91 7 115

一軸圧縮強度　qu(Mpa)

岩　　　種

 

表 1.1.3 ベースラインの設定例 6) 
（カリフォルニア州運輸局発注、デビルズスライドトンネル（PFI 事業） 
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1.1.3 防災事業に関わる地質リスクマネジメント 

岩盤・斜面崩壊、特に道路斜面のリスクマネジメント技術については、土木研究所を中心にして

体系的な研究がなされてきている。しかし、実際の道路防災事業に活用される事例はまだ多くなく、

自治体は対症療法的な防災対策を行っている。このため、防災コストの非効率的な配分につながって

いることが考えられる。リスク効率性の高い箇所への選択的・優先的な投資による効果的な予算執行

が重要である。地すべり対策、液状化対策や堤防の耐震化等も同様である。 

道路斜面以外の一般的な斜面については砂防基礎調査の結果等をもとにして土砂災害ハザードマ

ップが作成されて公開されているが、主に地形をもとにして土砂災害に対する危険区域を設定してい

るものであり、地質的要素は考慮されていないことから危険性の予見精度は低い。これらマップは住

民への啓発も主たる目的の一つであり、マップ作成の方法や、その限界（不確実性があること）など

をきちんと説明する必要がある。 

 

(1) 「道路斜面災害ハザード・リスク管理システム」及び「ＧＩＳを活用した道路斜面のリスク管

理システム」 

（独）土木研究所を中心とする道路斜面災害のリスク評価に関わる研究内容を表 1.1.4 に示

す。これら要素技術をシステムとして運用するリスク管理システムを構築する研究が平成 10 年

から平成 14年にかけて行われている。 

表 1.1.4 に示した要素技術の中で、合理的なリスク評価手法として、損害保険の分野等で広

く用いられているリスクの数量化手法を適用している（図 1.1.12）。この手法では、災害履歴や

降雨履歴、防災点検の結果などを統計的に分析してフラジリティーカーブ（降雨量と斜面の壊れ

やすさの関係曲線）を求め、これを斜面崩壊規模や道路交通量から計算した人身損失や迂回損失

等の被害額に反映させて想定被害額を算定している。それらを年超過確率と組合わせることによ

り、最終的にリスクカーブ（想定被害額と発生確率の関係曲線）として表示する。 

これを発展させ、空中写真判読や地表踏査の結果を取り込むとともに GIS ベースで分析/図化

する手法もマニュアル化されている。このマニュアルより、斜面の崩壊に関するハザード評価の

詳細フローを抜粋して図 1.1.13 に示す。 

さらにミクロ的に、各斜面に分布する崩積土中の地下水位をタンクモデルによって推定し、

降雨レベルごとの条件つき破壊確率を求め、これとその降雨の一年間の発生確率と年間の崩壊確

率との合積をもって年間破壊確率とした上で，損失額との積を年間リスクとする手法も検討され

ている 12)。 

これらの方法によれば、斜面ごとの崩壊リスクを計量でき、対策費の投入によってリスク削

減額が最も大きい箇所から対策を講ずることができるが、確率的評価の基礎情報となるフラジリ

ティーカーブや条件付き破壊確率の解析を個別の事業において簡便に行うことができるよう、情

報の整備が必要と考えられる。 
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表 1.1.4  土木研究所を中心とする道路斜面災害のハザード・リスク管理システムに関わる研究内容 13) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.12  リスクカーブ（想定被害額）の作成手順 14) 



 
 

1-23 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.13 崩壊を対象としたハザード評価の詳細フロー15) 
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(2) 既設構造物の耐震強化にリスク規範を適用した事例 

既設長大構造物の維持管理、特に耐震強化対策には膨大な費用がかかるため、合理的に効率

の良い対策費投入を行う必要がある。長大構造物基礎地盤の場所ごとの抵抗力の不確実性を同一

の評価基準で評価し、一定の地震動を外力として与えた場合の場所ごとの被災確率を算定できれ

ば、対策前の総地質リスク（確率的に予想される被害の大きさ）と、対策後のそれを比較するこ

とにより、リスク効率的な対策を決定できる。 

そのような対策を検討した例として、木曽川用水路の液状化対策におけるコスト縮減の例2)に

ついて、以下に大略を述べる。 

本事例では、延長約 32km の導水路の基礎地盤が液状化することによって発生する変状によっ

て水路機能が損なわれることを想定し（図 1.1.14）、今後 30年間の損失期待値（事象の生起確率

と社会的損失の積）を地質リスクと定義している（式１）。このとき、水路の変形量の算定に影

響する不確実な事項すなわち地質リスク要因として、Sn 値の空間的なばらつき、統計的推定誤差、

そしてモデル化誤差を扱っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.14 水路の変状による機能喪失の模式図 16) 

 

 

 

 

 

 

式１ 本事例における地質リスクの定義 16) 

 

(ア) Sn値の空間的ばらつき 

Sn 値とはある地点における表層地盤（20m 以内）の重み付き平均で、液状化懸念層の厚さ、

Ｎ値の大きさと深度を考慮した地盤の軟弱さを表す指標である。Sn 値の空間的なばらつきは、

その水平方向の自己相関を考慮するクリギングの手法によって推定している。この方法によ

り、一般的に行われる推定（全ての場所で同じ確率分布）とは異なる局所推定（ボーリング

地点からの離隔に応じて異なるばらつきを推定）を行っている（図 1.1.15）。 
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図 1.1.15  Sn 値の一般推定とクリギングによる局所推定 16) 

 

 

（イ）Sn値の統計的推定誤差 

Sn 値の統計的推定誤差とはＮ値から Sn 値を算定する際の誤差で、本事例においてはＮ値

のばらつき（深度方向のトレンド関数からの残差）がなす確率分布（図 1.1.16 (c)）から、

モンテカルロシミュレーションを行って Sn 値の確率分布を求めている（図 1.1.17 (a））。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.16 (a)Ｎ値の深度分布、(b)残差の深度分布、(c)残差の確率分布 16) 

 

（ウ） 任意地点のSn値推定結果 

Sn 値の空間的ばらつき、統計的誤差を考慮して推定した水路縦断方向の Sn 値の局所推定

結果を図 1.1.17 (b)）に示す。 
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図 1.1.17 (a)Sn 値のヒストグラム、(b)任意地点における Sn値 16) 

 

（エ） モデル化誤差 

Sn 値と地震力から、水路の変形量を導出する計算モデルの誤差については、類似構造物の

模型実験について事前に実施されたブラインド解析の結果と実挙動の関係を多数収集し、分

析して定量している。 

 

（オ）水路機能喪失の発生確率 

図 1.1.18 に、水路縦断方向の水路機能喪失発生確率（＝水路変形量の制限値超過確率）

を示す。全般に Sn 値を一般推定した方が超過確率は大きく算定されており、安全側に評価

する傾向があることが分かる。また、STA90や STA120 のように一般推定が超過確率を過小評

価している部分があり、対策の優先箇所の検討に際して重要な情報になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.18 リスク事象（水路変形量の制限値超過）発生確率の縦断方向分布 16) 

 

（カ） 対策効果の比較によるリスクマネジメント効果の算定 

対応策として、対応策１（当初設計＝全線薬液注入）、対応策 2-1（一般推定結果に対して

矢板で対策）、対応策 2-2（局所推定結果に対して矢板で対策）の 3ケースを比較している（図

1.1.19）。いずれのケースにおいても、リスク事象の生起確率が大きい箇所から順に施工す

るものとしており、同一コストを投入した場合でもリスクの低減率は対応策 2-2で最も大き

いことが分かる。 

また、この図において、ΔR（トータルリスク削減額）=C（トータルコスト）となる線よ

りも右側では対策費用が対策効果を上回ることから対策に意味がなく、リスクは保有すべき
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領域となる。対応策 2-2 では約 120 億円の対策費を投入するとこの領域に入ることから、そ

れ以上の投資に効果がないことも分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1.19 対策効果と対策投資額の関係 16) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

1-28 

 

1.2 事業主体別に見た取組み状況 

1.2.1 戸建て住宅 

戸建て住宅に関わる地質リスクは、以下のような特徴がある。 

① 建築確認をクリアし個人に引き渡された後は【私有財産】となり、個人によるリスクマネ 

ジメントとなる。 

② リスク回避には保険制度を活用することになるが、地盤被害に関しては整備が不十分であ 

る。 

③ 購入時に地質リスクに関する十分な説明を受けることが少なく、被害が顕在化してから問

題となるが、軽微な被害の場合にはその要因が地質であることを見極めることが難しい。 

④ 地質に関する専門知識を有していることが少なく、専門業者に委ねることになるが、専門

業者の選定基準が個人に依存するため地質技術者が関わる保証はない。 

⑤ 個人資産のため人生設計におけるダメージが大きく、訴訟となった場合には長期化するこ

とや判決内容によっては大きな負担となる。 

⑥ 地盤品質に関わる技術者認定として「地盤品質判定士」を創設し、課題解決に向けた活動

が展開されている。 

 

(1)私有財産制度の適用 

1995 年の衆議院予算委員会において「私有財産制度のもとでは、個人の財産を自由かつ排他的に

処分し得るかわり、個人の財産は個人の責任のもとに維持することを原則・・・・・」との政府答

弁がなされている 17)。 戸建住宅の地質リスクは、建築に携わった専門業者や研究者ではなく、所

有者側が負担を背負い込む形となる。 

 

(2）法整備 

戸建住宅では建築基準法や宅地造成等規制法などの法令に準じて建築される。2000 年に施行され

た「住宅の品質確保の促進等に関する法律」では、新築住宅の完成引き渡しから 10 年（特約を結べ

ば 20 年まで）は、基本構造部分（柱や梁など住宅の構造耐力上主要な部分、雨水の侵入を防止する

部分）の瑕疵担保責任が義務づけられたため、施工不良等に起因する問題についてはかなり改善さ

れた。 

地震・噴火・津波に関しては、地震保険で補償されるが、地震保険は被災者の生活安定を目的と

しており、火災保険の 30～50%を限度として保険金額が定められている。また、2011年東北太平洋

沖地震での千葉県浦安市の液状化被害では、多くの宅地が深刻な被害を被ったが、地盤の液状化に

対応した法制度は無く、基本的に所有者が全ての損害を負担せざるを得なくなっている。なお、デ

ベロッパーが開発した地域では一部で訴訟が発生しているが、宅建業法の重要事項説明の項目には

明記されていない。 

 

(3)地質専門技術者の関わり 

所有者には地質の専門知識を有する方は少なく、住宅購入時や被害発生時に地質専門技術者が関

わる制度が整備されていない。戸建住宅のような私有財産の場合には「自衛」しかなく、リスク回

避するためには中立的第三者の専門家であるセカンドオピニオン制度を活用することが有効である。
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2011 年東北太平洋沖地震で液状化が発生した地域では、有識者による検討委員会が立ち上がり、問

題解決に向けた活動を展開している 18)。 

 

(4)資産ダメージ 

戸建住宅の地震などによる被害は、直接的な被害だけでなくその後の生活再建に大きな影響を及

ぼし、個人や家族の人生設計における大きなリスクに結びつくことになる。 

 

(5)資格制度の創設 

地盤の品質を適切に判定する技術者を認定するために、地盤品質判定士協議会（地盤工学会が代表、

日本建築学会、全国地質調査業協会連合会が発起人）が「地盤品質判定士」の資格制度を 2013 年に

創設した。地盤品質判定士の資格制度の目的は、宅地の造成業者、不動産業者、住宅メーカー等と

住宅及び宅地取得者の間に立ち、地盤の評価（品質の判定）に関わる調査・試験の提案、調査結果

に基づく適切な評価と対策工の提案等を行う能力を有する技術者を社会的に明示することである。 
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図 1.2.1 地盤品質判定士協議会ホームページ 19) 
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図 1.2.2 国土交通省ホームページ 20) 



 
 

1-32 

 

1.2.2 民間事業者（資源・エネルギー） 

民間事業者のうち資源・エネルギーに関わる地質リスクは、以下のような特徴がある。 

 

①化石燃料は地球規模から見ても有限なものであり、資源確認埋蔵量により多寡はあるも

のの40～120年程度で枯渇されると言われている。原子力発電については事故リスクが顕

在化したため、市民合意が得られず依存性が急減している。そのため、再生可能エネル

ギー開発へとシフトさせるリスク軽減が進んでいる。 

②再生可能エネルギーについては、法的措置を背景に補助金による事業推進が図られてい

る。電力供給についても買電制度を構築し、送配電事業の分離によりエネルギー供給量

を増大させる動きを展開している。 

③原子力発電所などの主要構造物については活断層の存在による地質リスクが内在し、地

震発生時の被災リスクに対し学識者などによる委員会により高度な判定がなされている。 

④エネルギー効率の減損リスクを軽減するために、スマートコミュニティー（スマートシ

ティ）やコージェネレーション化などが研究され実用化されてきている。また、エコ対

策についても補助金による導入推進を図り、温室効果ガス排出規制に繋げている。 

 

(1)化石燃料から再生可能エネルギーへ 

有限な化石燃料から無限でクリーンな再生可能エネルギーへとシフトしているが、現在は発展

途上にありエネルギー供給量が少なく代替エネルギーとしての位置づけまでには及んでいない。

再生可能エネルギーとして、太陽光発電、風力発電、バイオマス発電、地熱発電、水力発電など

が導入されている。 

 

(2)法的整備 

法的整備としては2011年に「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措

置法」が施行され、2017年7月までの時限立法である。同法では電力会社以外の発電事業者や家庭

で発電した電気の買い取りを、国が定めた単価（固定価格）で、一定の期間、全量を電力会社が

買い取ることを義務づけている。小規模な住宅用太陽光発電システムで発電した電気に対しては、

固定価格で10年間の買い取りを行う「太陽光発電の余剰電力買取制度」が実施されている。 

 

(3)地質リスク対応 

原子力発電所に関しては原子力規制委員会が発足され、活断層に関しても有識者による検討が

なされリスク軽減を図っている。ただし、政治的な対応や恣意的な情報開示により実態を明確に

認識することが難しい状況にある。 

 

(4)エネルギーの効率化 

需要側のエネルギー消費リスクを軽減化するために、スマートコミュニティー（スマートシティ

ー）やコージェネレーション化を展開している。スマートコミュニティーとはサステナブルな社会

を実現するために、電気の有効利用に加え、熱や未利用エネルギーも含めたエネルギーを地域単位

で統合的に管理し、交通システム、市民のライフスタイルの転換などを複合的に組み合わせた地域
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社会のことである（エネルギー基本計画 2010年6月18日発表）。コージェネレーション化とは発電

と同時に、発生した熱を冷暖房や給湯に利用することで、発電装置を需要側に設置するため送電ロ

スが大きく軽減でき、省エネはもちろんCO2削減の効果もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.3 一次エネルギー供給シェアの推移と発電電力量シェアの推移 21) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.4 再生可能エネルギーの固定価格買取制度 21) 
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図 1.2.5 世界のエネルギー資源確認埋蔵量 21) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2.6 エネルギーフローの比較とコージェネレーションシステムの構成 21) 
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1.3 事業段階別に見た取組み状況 

社会資本整備事業には、道路事業、河川事業、砂防事業等があるが、これらの中で道路事業のフロ

ーが道路土工(日本道路協会)や土質地質調査要領(NEXCO３社)において最も明確になっている。そこで、

道路事業のフローに従い記載する。 

 

道路事業の主な階層は、一般に下記のように区分することができ、NEXCO３社の土質地質調

査要領では、各調査段階の関係性が明確になっている。 

①整備計画段階 

②基本計画段階(概略設計) 

③事業計画段階(予備設計、詳細設計) 

④施工段階(施工管理) 

⑤維持管理段階(維持管理) 

 

1.3.1 道路土工要領における事業段階 

道路土工要領22)には図1.3.1に示すフローがあり、計画段階、予備設計段階、詳細計画段階、施

工段階、維持管理段階に区分されている。上記の階層区分と基本的に同じ構成になっている。 

(1)計画段階 

計画段階においては、概略調査が位置づけられており、既存資料収集、地形判読、現地踏査

が実施されることになっている。この中で、地形地質の広範囲・大局的な把握を目的として崩

壊危険地域や環境保護地域等のコントロールポイントの抽出を行う。また、路線を比較検討す

る上で、問題となる地形・地質（断層・破砕帯、地すべり地形、軟弱地盤等）を評価し、これ

らを回避可能か検討する。検討の結果、計画路線の決定が判断された後に事業化が行われる。 

問題となる地形・地質・・・急傾斜の山岳地帯 

地すべり地帯 

崖錐地形 

集水地形 

崩壊多発地帯 

断層・破砕帯 

軟弱地盤 など 

(2)予備設計段階 

予備設計段階では、予備調査が位置づけられている。予備調査は、道路予備設計のために実

施される調査であり、既存資料収集、地形判読、現地踏査、ボーリング調査等が実施される。

これらの調査により地形・地質(地質構造)の概要を把握し、問題区間の抽出や斜面の変状箇所

等を把握する。これらの成果を取り入れて道路予備設計が行われる。また、調査結果は次の段

階で実施される詳細調査に引き継がれる。 

(3)詳細設計段階 

詳細設計段階では、詳細調査が位置づけられている。詳細調査は、詳細設計のために実施さ

れる調査であり、現地踏査、地盤・土質・地下水等を把握するためのボーリング調査、室内試

験等が実施される。そして、これらの成果を各土工構造物の詳細設計に反映させる。また、必
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要に応じて設計を補足するための追加調査が実施される。いずれも、調査結果は次の段階で実

施される施工管理に引き継がれる。 

(4)施工段階 

施工段階では、施工段階調査が位置づけられている。この施工段階調査は施工中に問題点等

が発覚した場合に実施されることが多い。つまり、施工段階調査はこれまでの調査では発見で

きなかった基礎工事の根入れ不足や地下水湧出等の新たな事象を対象として実施されること

になる。また、地盤の変形等が予想または発生した場合には動態観測を施工段階調査として実

施する。これらの調査結果は、当初設計の修正のためにフィードバックされる。また、必要に

応じ新たな対策工が設計・施工されることになる。 

(5)維持管理段階 

維持管理段階では、維持管理段階の点検・調査が位置づけられている。維持管理段階の点検

調査では、日常点検・定期点検・計測管理を通じ、構造物の機能が維持されているかを確認す

る。また、地震時や豪雨時には異常時点検を行い変状等の有無を把握する。これらの点検・調

査を通じ、構造物等に異常が発見されれば補修・補強・対策工などが検討されることになる。 

 

1.3.2 NEXCO３社における事業段階 

NEXCO３社の土質地質調査要領23)には図1.3.2に示すフローがあり、計画段階、調査・設計段階、

施工段階、維持管理段階に区分されている。また、図1.3.3では各調査の段階に応じた調査の内容

を道路構造区分ごとにまとめられている。さらに、各項種別の調査の流れが設計・施工との関連性

の観点から作成されており、切土調査の例を図1.3.4に示す。 

このようにNEXCO３社の土質地質調査要領では、地質リスクと言う言葉は記載されていないもの

の道路の設計・施工上に問題となる地形・地質等を抽出し解決する手法が採用されている。また、

各段階の地質調査では、次工程で実施すべき地質調査を後続調査計画として提案することを義務付

けている。 

(1)計画段階 

計画段階では、予備調査が位置づけられている。予備調査は、「路線にとって重大な影響を

及ぼす支障事項や路線の優劣などを比較する資料とする」という観点から実施されている。予

備調査は机上調査と現地調査から構成され、机上調査では資料収集・資料判読・地形判読、現

地調査では地形地質踏査が行われる。これらの調査は、全般的な地形・地質・土質の概要と問

題点を抽出することを目的としており、断層・破砕帯、大規模な地すべり崩壊地帯、大規模な

軟弱地盤地帯などがその対象となる。予備調査結果を受けて、路線の選定が行われると同時に

道路予備設計が実施される。 

(2)調査・設計段階 

調査・設計段階では、概略調査・詳細調査(第一次)・詳細調査(第二次)・補足調査が実施さ

れる。 

1)概略調査 

概略調査は予備調査と同様に机上調査と現地調査から構成される。机上調査では資料収集・

資料判読・地形判読が行われ、現地調査では地形地質踏査のほかに物理探査、調査ボーリング

等が実施される。概略調査の成果としては、断層や地すべり地形、軟弱地盤等を記載した土木
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地形地質図が作成され、後段階に実施される第一次詳細調査の具体的な調査計画案が作成され

る。 

2)詳細調査 

詳細調査は第一次調査と第二次調査に区分されている。 

第一次調査の目的は、設計協議用図面の作成であり、道路構造の決定、線形の細部決定など

に調査結果が使用される。受注後に請負人が現地を踏査し、公告時の特記仕様書に記載されて

いる事項を含め、現地の地質状況に応じた実施調査計画を作成する。第一次調査は、概略調査

で指摘されている道路構造に関わる重要な問題区間・場所では詳細な調査を実施する。 

重要な区間・・・トンネル坑口 

切土部の崖錐、流れ盤 

断層地形 

地すべり、土石流 

軟弱地盤 など 

第二次調査の目的は、幅杭設計・道路詳細設計・工費積算に使用されることであり、設計資

料・施工計画資料になる。第一次調査に引き続き、重要な問題となる場所(橋台・橋脚など)に

おいて調査を行う。 

成果としては、第一次調査は土木地形地質図・地層地質縦断図の作成、第二次詳細調査の計

画案の作成であり、第二次調査は前述の各種図面の他に掘削区分横断の作成、補足調査計画案

の作成である。 

3)補足調査 

補足調査は、設計・施工上特に問題となる場所について、調査ボーリング・物理検層・特殊

調査試験を行うことにより問題点を検討する。 

(3)施工段階 

施工段階では、施工段階の調査が位置づけられている。この調査の目的は、施工管理のため

の地盤条件の把握、変状・災害が発生した場合は規模や原因等を把握し復旧のための資料とす

ることである。調査の内容としては、物理探査・調査ボーリング・現地計測(動態観測調査)が

実施される。 

(4)維持管理段階 

維持管理段階では、維持管理段階の調査が位置づけられている。この調査は、維持点検、技

術資料の収集を目的として実施される。調査の内容としては、地形地質調査・調査ボーリング・

追跡調査が実施される。 

 

NEXCO３社で特徴的な地質調査の進め方をまとめると以下のとおりである。 

 計画段階から調査・設計段階に至るまで地質調査の階層性および目的が明確になっている。 

 請負人は受注後に現地踏査を行い問題となる地質要因について把握した上で実施調査計画

を作成する。 

 請負人が各段階の成果として次の段階の調査計画案(後続調査計画案)を作成する。 

 地質リスクという言葉を使用していないが、地形・地質的な問題点を抽出し、解決する手法

を採用している。 
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図 1.3.1 道路建設の流れと道路土工の関係 22) 
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図 1.3.2 道路計画の流れと調査設計の相関 23)
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図 1.3.3 道路構造区分毎の調査段階と調査の内容 23) 
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図 1.3.4 切土調査の流れ図 23)
調査段階 着目点 
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1.3 事例研究成果 

地質リスクマネジメント事例研究発表会は、2010 年から開催され今年度で第 5回を迎えた。

各年度の発表事例数はおよそ 15～25 件で推移している。事例研究発表の内訳と A型～D型の区

分内容は表 1.4.1 に示すとおりであり、これまでに 97 編の事例が発表されている。表 1.4.2 に

示す事例の区分では、A型が 32 編と最も多く、次いで D型の 28編であり、B型と C型がそれぞ

れ 18，19 編である。各体系型の事例数の経年変化をみると、A型は減少傾向にあり、B型は 2013

年度に 8件に増加したが、2014 年度は 4件と例年並みとなった。C型は 4～5件で推移し、D型

は年度による多寡がみられる。A型が減少して、B型や D型が増えている傾向をみると、社会的

な認知が図れていることや地質リスクの多様性に繋がっている一面も伺えるものと考える。 

 

表 1.4.1 各年度の事例発表数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.4.2 事例の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 A型 B型 C型 D型 計

2012

2013 16

4 3

5 8 0 3

5

2 4

10

4

2 17

16

1 5 25

19 28

9

9

2010

2011

97

2014 5 4 5 9 23

計 32 18

区分

A型

D型

B型

C型

Ａ型、Ｂ型、Ｃ型以外の事例

内　　　容

地質リスクを回避した事例

地質リスクが発現した事例

発現した地質リスクを最小限に回避した事例
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図 1.4.1 各年度の事例数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.2 経年別の区分事例数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.3 区分別の各年度の事例数 
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工種区分による事例の推移をみると、斜面が最も多く 23 件であり、地すべりが 15 件とそれ

に続くことから、斜面関係で地質リスクを認識することが多いものと考えられる。そのほか盛

土が 12 件、トンネルが 8件、土壌・地下水汚染が 7件と続き、この他の工種区分を見ても、地

質リスクが多種・多様な工種に渡ることがわかる。 

表 1.4.3 工種区分による事例の推移一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4.4 工種区分による事例の推移 

区　分 2010 2011 2012 2013 2014 計

斜面 3 4 4 3 9 23

地すべり 6 4 2 2 1 15

盛土 0 3 1 2 6 12

トンネル 3 3 0 1 1 8

土壌・地下水汚染 0 4 1 0 2 7

橋梁 3 0 1 1 0 5

落石 0 2 1 1 0 4

ダム 1 0 2 0 0 3

その他 1 5 4 6 4 20

計 17 25 16 16 23 97
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これらの事例の中で、リスクマネジメントの効果として費用が明示されている事例を整理す

ると下記のとおりである。事例総数に対する計量化された事例は、A型で 32 件中 30 件と圧倒的

に多く、B型、C型はそれぞれ 18 件中 12 件と 19 件中 10 件である。区分が明確にできない D型

では 28 件中 10 件と低い傾向が見られる。リスクマネジメント効果費用による評価では、費用

の差異が大きく、対象構造物や発生事象により効果に大きな差が現れているものと考えられる。

また、この効果費用は事業費用のみを対象としており、社会的な影響に対する評価は見込んで

いない。 

 

表 1.4.4 区分別のリスクマネジメント効果費用一覧表 

区分
事例
総数
（件）

計量
事例数
（件）

最小値
（千円）

最大値
（千円）

平均値
（千円）

A型 32 30 3,500 5,473,800 323,085

B型 18 12 3,606 2,500,000 275,699

C型 19 10 1,800 2,173,000 288,555

D型 28 10 1,259 385,000 54,671
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表 1.4.4  地質リスク事例研究発表一覧(2010～2014 年度) 
年度 論文No 口頭発表者 題　　　　　目 事例種類 区分

RM効果
（千円）

2010 1 鈴木　悟 静岡県太田川ダム貯水池斜面安定対策におけるコスト縮減 A型 ダム 262,000

2010 2 西村　悟之 県道路改良工事 C型 地すべり 180,000

2010 3 阿川　展久 都市部での地質調査における地質リスク低減プロセスの事例 A型 橋梁 38,500

2010 4 鳥居　敏 ＣＭ方式を活用したトンネル施工事例 A型 トンネル 46,000

2010 5 鈴木　俊司 地すべり地帯に計画された道路改築工事のルート選定 C型 地すべり 2,173,000

2010 6 田上　裕 地盤の特徴にあわせた地盤調査の必要性（地質リスクは人為的なもの？） A型 橋梁 -

2010 7 伊藤　和也 中小規模の斜面掘削作業を伴う工事における労働災害の防止対策の提案 D型 斜面 ー

2010 8 長谷川　信介 トンネル事前調査における地質情報の不確実性に起因する建設コストの変動リスク評価の試み D型 トンネル -

2010 9 折原  敬二 地質リスク管理としてのGBR　－シンガポールの公共工事より－ 特別枠 GBR -

2010 10 西村　真二 名古屋港西五区耐震強化岸壁（-14m）築造工事における桟橋杭の根入れ長の変更 A型 橋梁 880,000

2010 11 森本　大志 江合川下流流路工事業における東鳴子温泉源泉へのリスク低減効果 C型 水路 292,000

2010 12 緒方　康浩 排土工法により隣接した土塊の地すべりを誘発した事例（Bタイプ） B型 地すべり 114,100

2010 13 渡邉　聡 道路トンネル設計に伴う坑口部の地質調査事例 A型 トンネル 16,000

2010 14 高野　邦夫 道路工事中に発現した地質リスク事例 B型 斜面 182,860

2010 15 松村　法行 道路建設に伴う切土による岩盤すべり A型 斜面 25,000

2010 16 吉村　辰朗 切土掘削中に発生した地すべりの調査と観測施工 C型 地すべり 1,800

2010 17 藤井　勇 地すべり災害において実施したリアルタイム監視によるリスク管理について A型 地すべり 3,539

2010 18 佐々　真也 国道108号地すべり災害復旧事業におけるリスク回避事例 A型 地すべり 97,000

2011 1 今村 　純 盛土による地盤破壊対策のコスト低減策 A型 盛土 3,500

2011 2 宮腰　寧崇 長野県急傾斜地崩壊対策事業における地質リスクマネジメント事例について A型 斜面 72,772

2011 3 原  重守 グラウンドアンカー工における確実な定着体造成位置の評価・決定　－見えるものは全て見る― A型 地すべり 17,561

2011 4 寺井　康文 切土法面の植生工における地質リスクとコスト縮減の試み A型 斜面 5,020

2011 5 植松　聡 礫層を主体とした地すべり地における集水井施工時の変状と対策 C型 地すべり 8,000

2011 6 大竹　雄 木曽川用水路の液状化対策におけるコスト縮減とリスクマネジメントの試み A型 水路 27,130

2011 7 笠原  健司 標準勾配で切土した岩盤法面の崩壊事例 C型 斜面 47,000

2011 8 福田　光治 熊本における地盤リスクのポテンシャルとその回避 D型 地質リスク -

2011 9 吉村　辰朗 破砕帯に起因する地質リスクを予測した事例 D型 トンネル -

2011 10 熱田　真一 建設工事における迅速分析法を用いた重金属等の地質リスク管理事例 D型 土壌・地下水汚染 -

2011 11 西田　宣一 軟弱地盤上の大規模土地造成事業における動態観測 A型 盛土 100,000

2011 12 岡島　尚司 安価な監視機器を用いた斜面安定管理 D型 斜面 -

2011 13 高  豪 ボ-リングコア再見直しによる設計条件誤りの回避 A型 建築基礎 -

2011 14 金沢  淳 断層破砕帯における押し出しリスク低減のための事例分析 D型 トンネル -

2011 15 安井　成豊 一級河川安永川トンネル新設工事(水源工区)におけるCM方式の活用 D型 トンネル 12,000

2011 16 稲垣　秀輝 法と社会システムから見た地盤リスク D型 地盤リスク 23,600

2011 17 尾上　秀司 国道400号で発生した落石災害に対する対応について C型 落石 -

2011 18 今岡　裕作 地すべり初期安全率が有する不確かさの低減策とその効果検証　－臨界水位特定による過大設計リスクの低減－ D型 地すべり 1,259

2011 19 鴨井 幸彦 道路改良（線形変更）にともなう切土により，休眠していた大規模地すべりが再活動した事例 B型 地すべり 257,062

2011 20 原　 勝重 用水管きょ敷設に伴う水道水源と天然記念物(沼野植物群落)保全事例 A型 管渠 19,200

2011 21 正岡　裕之 堤体腹付け盛土による近接家屋への影響予測事例 C型 盛土 -

2011 22 杉山　直起 土研式雨水曝露試験による掘削土のリスク評価 D型 土壌・地下水汚染 -

2011 23 遠座　昭 高千穂峡の観光地としての管理と地質リスク C型 落石 24,000

2011 24 荒井　正 VOCｓによる土壌・地下水汚染調査・措置を地質リスクの観点より考察した事例 A型 土壌・地下水汚染 47,859

2011 25 岡﨑　修 カラム試験を用いた第三紀泥岩に含まれる重金属溶出特性の評価～予想される重金属溶出量の過大評価を防ぐため～ D型 土壌・地下水汚染 5,800

2012 1 三谷　由加里 ダム貯水池対策工基礎に対する地質リスクの予測と回避事例 C型 ダム -

2012 2 永井　啓資 地質学的判断からのボーリング延伸による地質リスクの回避 A型 補強土 23,766

2012 3 米浦　大輔 地盤改良設計における地質リスク対応事例　-道路盛土建設を例として- A型 盛土 23,300

2012 4 浅野　憲雄 岐阜県における落石リスク対策 D型 落石 -

2012 5 常川　善弘 切土のり面のグラウンドアンカー施工時における地質リスク管理事例について C型 斜面 5,400

2012 6 牛渡   聡 所定の強度が確認できないアンカー定着層の原因推定と対応事例 C型 地すべり -

2012 7 川井　武志 旧橋撤去工事における地質リスクの妥当性検討の事例 A型 地すべり 43,000

2012 8 安元  和己 ダム原石採取工事において「品質」と「賦存量」に関するリスクを考慮した採取管理の事例 C型 ダム -

2012 9 川井田  実 地盤リスクは我にあり D型 地盤リスク -

2012 10 原　重守 空中写真判読の威力とリスク B型 斜面 28,451

2012 11 豊澤  康男 泥炭掘削時における土砂崩壊災害事例のリスクマネジメントについて B型 地下掘削 -

2012 12 須藤　宏 付加体分布域の高速道路おける切土工で発生したトップリング現象 B型 斜面 -

2012 13 仙波　伸治 ニューマチックケーソン施工に伴う漏気による周辺地域への影響リスク回避事例 A型 橋梁 710,000

2012 14 大栗　究 橋梁基礎工事による近接水源井戸への影響リスク回避方法の検討 D型 土壌・地下水汚染 385,000

2012 15 末宗  克浩 ボーリング調査時のメタンガス以外の可燃性ガス観測事例 D型 可燃性ガス -

2012 16 坂本　昇 長大切土法面施工現場で発生した地質リスク C型 斜面 -

2013 1 長岡　弘晃 崖錘斜面の安定度評価における地質リスクの低減 A型 斜面 88,300

2013 2 澤田　弦一郎 垂直電気探査により推定した地下構造の不確実性に起因するリスク回避事例 A型 水資源 5,473,800

2013 3 寺井　康文 斜面上の橋梁設計における地質リスクマネジメント A型 橋梁 22,500

2013 4 金子　敏哉 軟弱地盤上の道路構築について A型 道路 883,000

2013 5 高橋　浩之 道路盛土工事中に発現した地質リスク事例 B型 盛土 39,200

2013 6 大井手　淳二 新設道路の切土法面工事にて発現した地質リスクについて B型 斜面 9,000

2013 7 小山　純二 対策工施工斜面における地すべり災害の再発について B型 地すべり 41,500

2013 8 山本　剛 行政側から見た公共事業の地質リスク事例 B型 地質リスク ー

2013 9 牛渡　聡 施工中の路面下空洞（開口亀裂）の対応事例 B型 路面下空洞 ー

2013 10 木村 隆行 沖積砂礫層の地下水取水に関する残留塩分問題 A型 水資源 81,000

2013 11 藤沼　伸幸 東北地方太平洋沖地震によって発生した宅地地盤の活動に伴う河川の変状事例 B型 宅盤 61,500

2013 12 西川　力 トンネル岩盤崩壊現場における地質リスク事例 B型 トンネル ー

2013 13 川井田　実 ＮＥＸＣＯにおける土質・地質調査の考え方 D型 地盤調査 ー

2013 14 野々山　麻衣子 岐阜県飛騨圏域を対象とした落石のリスク評価 D型 落石 ー

2013 15 稲尾　宣弘 熱変質凝灰岩の切土後劣化による地すべり発生とその対策 B型 地すべり 63,410

2013 16 常川　善弘 維持管理におけるグラウンドアンカー施工のり面の地質リスク管理事例について D型 斜面 41,900

2014 1 野津　幸二 スレーキングに着目した高盛土の安定性評価について C型 盛土 42,700

2014 2 前原　恒祐 暫定施工による不確実性の高い地質モデルへの対応－施工中に発現した３つの地質リスク－ C型 河川 111,648

2014 3 江川　千洋 地震時に発生した道路盛土のすべり破壊における地質リスクとその対応 A型 盛土 5,200

2014 4 望月　浩司 新規高規格道路の長大のり面における工事中の地質リスク C型 斜面 ー

2014 5 遠藤　司 道路盛土建設における地質リスク回避事例 A型 盛土 30,000

2014 6 丹野　浩 トンネル坑口斜面の地質リスク回避事例 A型 斜面 15,944

2014 7 東風平　宏 地質リスクを考慮した道路のり面の維持管理計画案の策定 D型 斜面 40,000

2014 8 大坂　伊作 道路のり面の点検箇所抽出と防災対策の優先順位付け D型 斜面 ー

2014 9 石幡　和也 予防保全を目的としたモルタル吹付のり面台帳の提案 D型 斜面 18,350

2014 10 久保田　耕司 架空送電鉄塔の基礎設計の合理化に関する検討事例 D型 基礎 ー

2014 11 常川　善弘 維持管理におけるアンカーのり面補修対策における地質リスク事例について D型 斜面 2,800

2014 12 高橋　貴子 地質リスク確認のための物理探査 D型 地盤調査 ー

2014 13 大久保　幸倫 軟弱地盤上の道路盛土で発生した変状事例について C型 盛土 ー

2014 14 竹田　好晴 断層沿いのトンネル新設における地質リスク評価事例 A型 トンネル 24,000

2014 15 稲垣　太浩 高速道路盛土による洪積粘性土層の圧密沈下 B型 盛土 2,500,000

2014 16 西村　伸一 ため池決壊時の損害額の算定に影響する貯水池及び氾濫域の特性因子 D型 ため池 ー

2014 17 岸本　圭 崖錘性緩斜面における切土法面工事で発現した地質リスク事例 B型 斜面 7,700

2014 18 東野　圭悟 軟弱地盤における道路盛土に対する近接施工の地質リスク事例 B型 盛土 3,606

2014 19 武田　茂典 高速道路跨道橋基礎掘削時に発現した変状への対応と周辺切土面リスク評価事例 C型 斜面 ー

2014 20 清水　順二 地すべり抑止杭工の計画段階で発生した地すべり面拡大現象とその対応について B型 地すべり ー

2014 21 万木　純一郎 道路事業に伴う地下水影響のリスクマネジメント支援事例 D型 土壌・地下水汚染 16,000

2014 22 臼元　直仁 ヒ素含有ズリが問題となるトンネル掘削に対して実施した先進ボーリングによるリスク回避 A型 土壌・地下水汚染 ー

2014 23 原　靖 切土法面における凍上現象と対策工 D型 斜面 ー
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1.5 課題の総括 

これまでに見てきた内外の取組み状況における課題を以下に総括する。 

（ア）地質技術者とアドバイザ契約し、懸案が生じた場合に随時アドバイスを求める仕組みを作っ

ている自治体がある。しかし、地質技術者を日雇い的に時間割で利用するものである。同様に、

設計条件となっている地質条件が不確実であることを認識し、切土工事施工中の地質に関する

管理を地質技術者に実施させることとし、歩掛も定めている例もある。 

これらの事例は、設計に供されている地質条件が不確実であることを認識した上で、問題

発生の前に地質技術者が専門的な立場から課題を抽出する仕組みの一つと考えられるが、い

わゆる地質リスクを事業の初期段階から系統的に抽出・評価することを目的としていない。

また、地質技術者によるリスク削減の効果が付加価値として評価されているものではなく、

地質技術者の活用価値を狭めてしまっている。 

事業の初期段階から地質の専門家が課題を抽出し、早期から対策を施すことで、あるいは

過大設計を指摘することにより事業コストは下がり、事業はよりスムーズに進捗すると考え

られる。また、このような地質技術者の付加価値に対して、正当な評価がなされる仕組みが

必要である。 

（イ）PFI、DB等の導入により、地質リスクの一部を請負業者に負担させる仕組みもあるが、道路

や河川構造物など地質に関わる事業費変動が発生しやすい事業では適用が少ない。また、受発

注者間のリスク分担についてトラブルを生じる例もあり、分担ルールの明確化に向けて今後も

検討が必要とされている。分担ルールの明確化のためには、事前に地質リスク要因を抽出し、

それぞれの不確実性について受発注者が共通の認識を持つ仕組みが必要である。 

（ウ）工事の着工に際して、発注者、工事業者、設計者が、いわゆる三者協議を行って地盤条件

や設計思想、現場の状況等について共通認識を持つ仕組みがあり、活用されている。しかし、

必要な経費について十分な手当がなされている状況ではないため、設計会社の取組み姿勢は

高いとは言えない。また、三者協議の正式メンバーはあくまで設計会社であり、地質調査会

社が正式メンバーになることは少ない。 

すなわち、三者協議の場において発注者は適切に地質リスクの伝達をはかることのできる

体制を作る必要がある。 

（エ）事業の初期段階で地質リスクを抽出する際のツールになる、いわゆる地質図について、表

示する断層や地質境界の存在や位置の確実性を図上に表現することがJISで規格化された。地

質情報が不確実であるということをユーザーに認識させる方向であり、望ましいと考えられ

る。 

（オ）国内に比べて海外においては、地質リスクをマネジメントする必要があるとの認識は定着し

ており、様々な国において定量的あるいは定性的に地質リスクを評価した上で最善の対策をと

る仕組みが構築され、マニュアルとして発行されている。 

（カ）（独）土木研究所を中心として、道路斜面の崩壊等についてのリスクを評価してマネジメン

トする研究が進められた結果、リスクカーブを作成して被害額を確率的に評価し、効率的な投

資につなげる仕組みが作られている。しかし、広く活用されている状況ではなく、リスクをマ

ネジメントする価値をさらに広く啓発してゆく必要がある。また、リスクカーブ作成の基礎情
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報となる崩壊等の発生しやすさ（フラジリティーカーブ）が簡便に作成できる手法の開発が必

要と考えられる。 

（キ）戸建て住宅等の、民間事業者による事業においては、一般に地質リスクに対する認識は不

十分であり、所有者は十分な説明を受けることなくリスク負担を背負い込む事となる。これ

に対して、地盤品質判定士の資格が設立され、多くの有資格者が誕生している。今後、活躍

が期待されるが、その責務、地質リスクの予見能力など未知数の面もあり、今後の推移が注

目される。 

（ク）エネルギーの安定供給に対するリスクマネジメントとしては、多様なソースへの転換や効

率化に向けて種々の努力がなされている。地質・地盤関連では原子力発電所の安全に対する

活断層の影響評価において、有識者による委員会形式によるリスク抽出・リスク評価などが

行われているが、活断層問題は確率的評価法にそぐわない面があり、評価結果の説明性が低

い。 

（ケ）事業段階別な取組み状況では、NEXCO３社の土質地質調査要領において各調査段階の関係性

を明確にしていることが着目される。この要領においては地質調査を受注した者が問題となる

地質要因について把握した上で実施調査計画を立案することとされており、地質リスクという

言葉こそ用いられてないものの、地質技術者が課題を把握することの重要性が認識されている。

しかし、これと同様の仕組みは他の発注者には認められない。 

 

以上述べてきたように、国内事業においても地質リスクへの認識は高まりつつあるものの、組織

的な取組みについてはまだまだ海外に遅れているのが現状である。発注者が地質リスクをマネジメ

ントすることの価値の大きさを認識していないことがその原因と考えられる。 
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実態・事例 課題 
学会が提案する地質リスクマネジメントによる解決、

地質リスクマネジメントの必要性 

公的な発注者は、土木工事において地質条件が不確実で
あることを認識し、対策を講じつつある。しかし、その
ような例はまだ少ない。NEXCO３社の土質地質調査要領で
は、受注者が調査課題を把握して実施計画調査を立案す
る仕組みが確立されている。 

依然として多数の地質リスク発現例が見られる。 
工事監理連絡会においても、地質条件についての情報
共有が十分になされる仕組みにはなっていない。 
NEXCO３社のような仕組みは、他の発注者にはない。 

地質リスクマネジメントの体系的なガイドラインを
学会として示し、発注者、受注者の地質リスクに対す
る認識を高める。 

DB や PFI など、地質に関わるリスクを無条件に受注者負
担とする考えが改められつつあるが、リスクの分担につ
いての協議等に時間を要し，スムーズな事業の進捗を妨
げる場合がある。 

契約時に必要なリスク分担（設計/施工条件）を明示す
る必要があるが、地質・地盤条件に関わる不確実性に
ついて効果的な明示方法が確立していない。 

甲乙が十分納得したリスク分担ルールを設定するた
めには、地質リスクについて正しい認識を甲乙が持つ
必要がある。 

諸外国では、地質リスクをマネジメントするガイドライ
ンを制定し、早期の地質リスク抽出を促している。 
しかし、リスク要因や、リスク計量化手法について具体
的に示すものではない。 

諸外国が制定しているようなガイドラインを国内で定
めたとしても、実際の地質リスク要因やリスク計量方
法について体系的・具体的に示したものがない限り、
普及しにくいと考えられる。 

地質リスク要因やリスク計量方法について体系的・具
体的に示す、日本版ガイドラインが必要。 

諸外国では、甲乙間のリスク分担ルールを定める際のツ
ールとして、甲の免責範囲を示すベースラインを設定し
ている。 

国内ではまだ普及していない。 
また、発注者の立場に立ってベースラインを設定する
立場のコンサルタントが、国内では存在しない。 

ベースラインの考え方、設定方法について、地質リス
クマネジメントの体系の中で示す。 

防災、維持管理分野では、リスク効率性の高い箇所への
優先的な投資により、効果的な予算執行が可能となる。 

地盤を含む土木構造物や防災分野では定量的なリスク
効率性の検討例は少ない。 

リスク計量方法について体系的・具体的に示す、ガイ
ドラインが必要。 

戸建て住宅の場合は地質技術者が関わる機会が少なく、
購入時に十分な説明を受けられないことが多い。またリ
スクが顕在化した場合の影響は大きい。 

地盤品質に関わる技術者認定として「地盤品質判定士」
を創設し課題解決に向けた活動が展開されている。 

個人事業主にも地質リスクを理解してもらい、財産の
保全を支援するために地質技術者が上流で関与する
ことを法的に規定するなどの仕組みが必要。 

原子力発電所に関わる活断層の評価など、リスクの大き
い事象については委員会形式でのリスク抽出・評価がな
されている。 

確率的手法によるリスク評価手法が活断層の評価には
そぐわないという意見があり、活断層についての評価
結果について説明性が低い。 

活断層問題については、今後の検討課題。 

道路斜面防災等の維持管理分野では、確率的に被災リス
クを算定し、対策優先箇所を合理的に決定するシステム
が開発されている。 

一般的に使用されている状況ではなく、普及していな
い。リスク発現の確率分布モデルの構築がネックにな
ると考えられる。 

リスク事象の発生事例をデータベース化し、確率分布
モデルの構築を簡便に行う仕組みなどの開発が臨ま
れる。 

地質リスクマネジメントの事例にはＢ型が増える傾向が
あり、地質リスクへの認識が高まりつつあると考えられ
る。また、それに従い、多様な事例の報告が増えている。
事例では斜面関連が最も多い。 

地質リスクマネジメントの効果を計量した事例をさら
に収集し、発注者の注目を得て行く必要がある。 

「事例発表会」のさらなる活発化、「地質リスク調査
検討」業務の成果等を通じて、発注者への働きかけを
促進する。 

表 1.5.1 取組み状況のまとめ 
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1) 秋田県：平成 23 年度 GK23-Y6 地質・地盤解析技術アドバイザー業務委託業務別発注概要書 
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7) 愛知県：工事監理連絡会の実施要領 
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9) 英国高速道路局：DESIGN MANUAL FOR ROAD AND BRIDGES 

10) 全地連：企業間連携の推進に関する調査・研究委員会－地質リスクに関する調査・研究－報告書，
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11) 地質リスク学会／全地連 共編（2010）：地質リスクマネジメント入門（オーム社） 
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13) 土木研究所：地質・地盤研究グループＨＰ 

14) 小橋秀俊他：リスク評価手法を用いた道路斜面管理（土木技術資料 45-9），2003 

15) 土木研究所他 6社：道路斜面ハザードマップ作成要領（案）（GIS を活用した道路斜面のリスク評

価に関する共同研究報告書），2004 

16) 大竹雄他：木曽川用水路の液状化対策におけるコスト縮減とリスクマネジメントの試み（第２回

地質リスクマネジメント事例研究発表会講演論文集），2011 

17) 井出国務大臣：衆議院予算委員会(1995-02-01) 
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2. 地質リスクマネジメントの概念 

2.1 地質リスクマネジメントの必要性 

我が国の地質構造は、何枚ものプレートが複雑に沈み込みながら付加体を形成し、複雑かつ脆弱な

構造となっている（図 2.1.1）。この複雑かつ脆弱な地質構造には、地質のもつ不確実性が潜在する

ことになり、地質リスクとして空間的かつ時空間的に主因として内在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1 日本付近のプレートの動き１) 

誘因となる外部条件として我が国は厳しい環境にある。世界で発生しているマグニチュード 6以上

の地震のうち約 20％は日本周辺で発生しており、地震対策は世界でも群を抜いている(図 2.1.2)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.2 2000～2009年の世界の震源分布とプレート２） 

気象変化に伴う集中豪雨や台風の通過経路にも当たっているため、降雨量が多く、時間降雨量も記

録を更新している(図 2.1.3)。そのため、これまでに経験していない地質リスクが顕在化し、災害に

結びついている傾向がある。 

（注）2000年～2009年、マグニチュード 5以上。 
資料：アメリカ地質調査所の震源データをもとに気象庁において作成。 
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図 2.1.3 世界各国の年間平均降水量３） 

これらの地質リスクが様々な構造物の事業段階において顕在化すると、事業コストが増大するだけ

でなく、安全安心を脅かし、社会へ大きな影響をもたらすことに繋がる。 

 十分な地質調査を実施しないまま施工段階を迎えた時に、例えば、トンネルの施工時に急激な湧水

事故が発生したり、構造物の支持層が当初の想定より急変し、杭基礎の先端が支持層に達せず、支持

力が不足して構造物に変形を生じさせたりすることがある。調査の段階で十分な対応を行っていれば

十分に回避できたであろうリスク事例が記憶にも新しい。これらの地質リスクを軽減するために、で

きるだけ早い事業段階で地質リスクを抽出して評価し、適正な地質リスクマネジメントを展開し、事

業コストを軽減すると共に、社会の安全安心に繋げることが必要になる。 

図 2.1.4 に想定した支持層が急変している事例を示す。当初、ボーリング調査を１箇所実施し、想

定支持層線を設定して設計・施工へとステップが進んだ。施工段階で杭が支持層に達しないことが顕

在化し、追加のボーリング調査を行うことで支持層が急変していることが判明した。この間、施工は

中断し、様々な支障が生じた。 

このように、地盤の中は直接目視することができないので、周辺の地形や地質の特性などを踏まえ、

地質技術者が当該地質に内在する地質リスクを抽出し、適切な対応を図ることで、施工段階で顕在化

する地質リスクを事前に低減することができる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.1.4 想定した支持層が急変している例 

注） 

・日本の降水量は 1971年から 2000 年にかけての平均値 
・世界および各国の降水量は 1977年開催の国連水会議 

における資料に基づく。 

・国土交通省土地・水資源局水資源部「平成 16年版日本 
の水資源」（2004 年 8月）から作成。 
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2.2 事業に影響を与える要因 

地質リスクの要因を整理して図 2.2.1に示す。これらは相互に複雑に関わり、時間的・空間的に変

化する。これらの要因を俯瞰し、経時的にフレキシブルな地質リスクマネジメントを展開することが

重要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1 事業に影響を与える要因の体系例 

 

(1) 地質リスクに対する取組み姿勢 

地質リスクに対する取組み姿勢は、国内はもとより海外でも差異がある。これは、リスクを先送

りして、顕在化した段階で対応する方が良いと捉えるか、できるだけ早い段階でリスクを抽出して

対応する方が良いと捉えるかという考え方の相違によるものである。 

 

(2)事業の特性 

建設部門における事業には様々なものがあり、それぞれの事業には個別の特性がある。例えば、

トンネル事業と港湾開発事業などはその特性に違いがあることは明白である。これらの特性を理解

してリスクに対応する必要がある。 

 

(3)事業主体の特性 

事業主体としては、国、自治体、公共団体、民間など様々なケースが存在する。事業主体が国の

場合と民間の場合ではそれぞれに特性があり違いがある。これら事業主体の特性についても十分な

理解が必要になる。 

 

(4)事業段階 

事業段階は時間軸で進行するものであり、それぞれのステップにおいて顕在化するリスクがある

一方、リスクを適正に抽出して評価することで低減することができる。また、事業段階毎に業務が
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独立している場合には、次工程へのリスクの受け渡しを十分に行う必要がある。 

 

(5)目的構造物の特性 

構造物の特性によりリスクの形態も変化する。例えば、同一の地質条件であっても、目的構造物

がトンネルの場合と橋梁の場合ではリスクの対象が異なることになる。住宅の場合には事業主体が

個人になることもあり、(3)事業主体の特性に内在するリスクと密接に関わってくる。 

 

(6)地質の不確実性 

日本の地質は複雑であり脆弱なため、空間的なばらつきが不確実性として内在する。これは地域

や地質条件などにより差異があり、これらを十分に認識する必要がある。また、時間的な変化も重

要な要素となり、地盤の劣化や進行的な破壊が生じることもあるので配慮が必要となる。 

 

(7)地質調査技術 

地質調査技術には様々な手法があるが、それぞれに特性がある。例えば、物理探査は広域な地質

構造を把握することには有効な手法であるが、より詳細な情報を得るためにはサウンディングやボ

ーリングなどを採用することが必要となる。更に詳細な情報が必要な場合には、室内土質試験や岩

石試験等を実施することになる。 

 

(8)工学的な手法 

工学的な手法とは、設計条件に内在している工学的な課題を指し、その不確実性をリスクとして

捉えるものである。例えば、強度定数の設定に際して、試験結果のバラツキの捉え方や試料採取時

の諸条件の違いによる評価について、十分な配慮を行う必要がある。 

 

(9)技術的判断 

技術的判断とは地質技術者が経験と知識等に基づいて判断する、いわゆるエンジニアリングジャ

ッジと呼ばれているものである。事業プロセスの過程において、様々な情報を総合的に捉えて判断

することが必要となるケースもある。この場合、その技術者の判断自体にリスクが内在するという

捉えかたである。 

 

(10)外的異常自然条件 

近年気象条件が急速に変化し、経験値をもとに設定している各種基準では対応が難しい局面が見

られている。例えば、集中豪雨や巨大地震などが該当し、いわゆる素因に対する誘因となる条件で

ある。 
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2.3 地質リスク及び地質リスクマネジメントの定義と用語 

(1)定義 

  

① 地質リスクとは、地質に関わる事業リスクと定義し、事業コスト損失そのものと、その 

要因の不確実性を指す。 

② 地質リスクマネジメントとは、地質リスクをマネジメントし、効率的で安全な事業の推

進を目指す活動である。 

 

 地質の様々な不確実性に起因して生じる不都合な事象に対し、地質的リスク、ジオリスク、地盤リ

スク、地下リスク、地山リスクなどいくつか類似した用語がある。ここで扱う地質リスクは、地質に

関わる事業リスクと定義し、事業コスト損失そのものと、その要因の不確実性を指すものとした。 

 

(2)用語 

本報告書で用いる用語の定義を以下に示す。 

① 地質リスク：地質に係わる事業リスクで、具体的には事業コスト変動（事業コスト損失あるいは

事業コスト削減額）そのものと、その要因すなわち地質の不確実性。 

解説① ここでいう事業コスト変動すなわち地質リスクは、発生確率×損失額で定義する。

この時の発生確率は、定量的に地質リスクを評価する場合は確率密度分布等を推定し

て求めたある事象の発生確率であり、定性的評価の場合の発生確率はワークショップ

等によって定めた確からしさのランクで評価する。 

② 地質リスク要因：不確実性（ばらつき）を有している地質条件。 

解説② 地質境界などの分布の（幾何学的）不確実性、強度など工学的特性の不確実性、断

層の有無など存否の不確実性、初生すべりの発生など将来的に新しい地質事象が形成

される不確実性などがある。基礎面に面的に現れている支持層は、その分布自体は

100％確認されておりリスク要因ではないが、強度・変形性はリスク要因となる。 

解説③ 地質リスク要因には危機を発生する不都合な側面と、好機を発生する好都合な側面

の２面性がある。例えば、強度のばらつきを認識せずに設計すれば強度不足などの危

機原因となるが（事業コスト損失発生シナリオ）、ばらつきを減ずれば合理的な設計

を行って事業費を減ずることができる好機原因となる（事業コスト削減シナリオ）。 

③ 事業コスト損失：工事費の増加、事業の遅延、手戻りなど。 

解説④ 事業コスト損失には工事発注価格の上昇、発注・変更手間の増大等も含む。設計・

施工一括発注方式などのように地質リスクが工事業者負担となる場合も、当初発注価

格の上昇分が見込まれることから事業コスト損失が発生しうる。 

④ 事業コスト削減額：好機をキャッチして適切な対応を行って不確実性を減じ、地質リスク（発生

確率）を減らすことにより得られる工事費等の削減額。あるいは同等の地質リスク（発生

確率）に対応した設計が軽くなることにより得られる工事費等の削減額。 

⑤ 地質リスク削減費用：地質リスクを削減するために投入する、地質調査費用、地質リスク評価費

用、変更設計費用、対策工事費用など。 

⑥ 地質調査等の費用対効果：投入した地質調査費や地質リスク評価費用と事業コスト損失発生の抑

制額、あるいは事業コスト削減額とのバランス。 
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2.4 地質リスクマネジメントの効果 

 

①事業の各段階で地質に起因するリスクを抽出することにより、適切なリスクマネジメント 

が展開できる。 

②事業の各段階で後段階へのリスク引渡し内容が明確となる。 

③従来のリスク発生後の事後対応から事前のリスク管理型となる。 

④関係者のリスクコミュニケーションが図られる。 

 

図 2.4.1 に地質リスクマネジメント概念図を示す。縦軸は地質リスクの大きさを、横軸は事業プロ

セスを示し、当初の潜在リスクは潜在する全てのリスクの程度を表す。事業プロセスの進捗に従って、

地質リスクマネジメントを実施しない場合でも、地質リスクはある程度は低減する。しかし、地質リ

スクマネジメントを実施した場合には、その低減量を大きく期待できることになる。例えば、構想・

計画段階で地質技術者が関わり、地形判読や地表踏査等を実施し、適切なリスクコミュニケーション

を展開すれば、地質リスクの低減量は実施しない場合に比べて大きく期待できる。また、維持管理段

階では構造物の劣化に伴い地質リスクが増大することがあるが、適切な地質リスクマネジメントを展

開すれば、全体を俯瞰した適切な対応が図れ、地質リスクの低減に繋がることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.1 地質リスクマネジメント概念図 

 

図 2.4.2 に地質リスクマネジメントにおけるＰＤＣＡの例を示す。事業プロセスのできるだけ上流

側で地質リスクを抽出しその分析を行い、これを受けてリスクシナリオ（調査計画）を立案する。調

査計画にはリスク低減の大きさにより何種類かの選択肢ができ、その調査計画から残留リスクの程度

と総合的に検討し、意志決定（発注）を行う。その後現地調査を実施し、その評価および残留する地

質リスクを抽出する。このようなＰＤＣＡのサイクルを事業プロセスの各段階において適切に展開す

ることが、地質リスク低減に効果を発揮することになる。 

図 2.4.3 に地質リスクマネジメントの充実度と費用便益比（Ｂ／Ｃ）の関係概念図を示す。各事業

プロセスにおいて、関係者の横断的なリスクコミュニケーションでＰＤＣＡサイクルを回すことによ

り、Ｂ／Ｃ（費用便益比）が向上することに繋がる。 

当初の
潜在リスクの大きさ

地
質
リ
ス
ク
の
大
き
さ

地質リスクマネジメントを実施し
ない場合の地質リスク低減量

構想・計画段階 調査・設計段階 施工段階 供用段階

地質リスクマネジメントを実施
した場合の地質リスク低減量

残存する地質リスクの大きさ
（リスクの留保分）

工事進捗に伴う
リスクの低減

劣化に伴う
リスクの増大

リスクの低減・転嫁
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図 2.4.2 地質リスクマネジメントにおけるＰＤＣＡの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地質リスク学会では、2010 年から毎年 1 回「地質リスクマネジメント事例研究発表会」を開催し

ている。それらの発表事例のなかから、対象工事・工種ごとに地質リスクマネジメントの効果の例を

示す。 

(1)トンネル 

【第１回論文集 論文№８】 

[タイトル]トンネル事前調査における地質情報の不確実性に起因する 

建設コストの変動リスク評価の試み 

[概  要]トンネル施工に伴い、事前の地質調査結果の不確実性に起因する建設コストの変動リスク

（地質リスク）について、統計手法を用いて評価した事例である。建設コストについて当

初設計に対し、楽観シナリオ、悲観シナリオ、最終シナリオを評価し、施工実績との乖離

によるリスクの程度を検討した報告である。 

図 2.4.3 地質リスクマネジメントの充実度と 

費用便益比（Ｂ／Ｃ）の関係概念図 

Ｂ
／
Ｃ
（
品
質
・
効
率
）

地質リスクマネジメント充実度

高

低
高低
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(2)切土斜面 

【第２回論文集 論文№７】 

[タイトル]標準勾配で切土した岩盤のり面の崩壊事例 

[概  要]標準切土勾配(1:1.2)で切土した岩盤のり面の崩壊（崩壊規模：延長約 40m、すべり面長

さ約 40ｍ、滑落高さ約 5m）について、崩壊機構を解明し、排土および切土補強土工によ

る対策を実施した事例である。崩壊後ののり面全体にわたる対策工工費と再崩壊に伴う工

費についてマネジメント効果を評価した報告である。 

(3) ダム 

【第３回論文集 論文№１】 

[タイトル]ダム貯水池対策工基礎に対する地質リスクの予測と回避事例 

[概  要]大分県に建設された稲葉ダムの基礎および貯水池を構成する地質が、高透水性であること

や浸透破壊抵抗性が低いことなどの課題があった。対策工としてアスファルトフェーシン

グ工を採用し、基礎に発現した地質リスクを最小限に回避した事例である。 

(4)落石 

【第３回論文集 論文№４】 

[タイトル]岐阜県における落石リスク対策 

[概  要]岐阜県が管理する道路は約 4,200km であり、1996 年度の道路防災総点検では落石危険個

所が約 5,400 箇所も確認され、それらの再評価手法についてとりまとめたものである。地

形解析図を作成・利用することで、防災点検要領の例外箇所等の危険個所抽出を可能にし、

再評価調査を行うことで、各落石危険個所のリスク検討が可能になるという報告である。 

(5)地下掘削 

【第３回論文集 論文№11】 

[タイトル]泥炭掘削時における土砂崩壊災害事例のリスクマネジメントについて 

[概  要]泥炭地において管水路を敷設するための掘削工事中に土砂崩壊災害が発生し、作業者３名

が死亡した労働災害について、災害原因等の検討を行い、再発対策防止策に残留リスクに

ついての対応を検討した事例である。 

(6)軟弱地盤 

【第４回論文集 論文№４】 

[タイトル]軟弱地盤上の道路構築について 

[概  要] 道路の予備設計の段階で、詳細な地盤調査や対策検討を実施したことにより、地質リス

クを低減した軟弱地盤対策工法の計画が可能となり、道路工事の効率化とコスト縮減を図

った事例である。マネジメント実施の有無による違いを示し、マネジメント効果について

評価している。 

(7)地下水 

【第４回論文集 論文№10】 

[タイトル]沖積砂礫層の地下水取水に関する残留塩分問題 

[概  要]河川改修工事に伴い、沖積砂礫層から伏流水を取水している水道水源への工事の影響を検

討した事例である。マネジメントの効果として各種の対策工法の比較により、コスト縮減

を図った報告である。 
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1) 全地連：豊かで安全な国土のマネジメントのために，

http://www.zenchiren.or.jp/tikei/index.htm 

2) 内閣府：防災白書（平成 22 年度），http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h22/index.htm 

3) 国土交通省：水管理・国土保全 水害対策を考える，

http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/bousai/saigai/kiroku/suigai/

suigai_3-1-1.html 
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3. 地質リスク要因 

3.1 地質の不確実性 

3.1.1 概要 

本来、地盤条件は、幾何学特性（地層分布・層厚等）及び、力学的特性（変形性・強度特性等）に

ついては変動幅を有する1)。したがって、点あるいは線状の調査情報のみ得られる一般的な地質調査

から想定した地質条件には、必ず不確実性が含まれている。 

このため、設計で用いた地質条件に対して実際のサイトの地質条件にはばらつきがあり、このばら

つきが設計で考慮している余裕を越えた場合に不都合な状態が出現する。このような場合を地質リス

クの顕在化としている。 

社会インフラ整備事業では、事業サイトの地質調査は、段階をおって広域からピンポイントの調査

へと進められ、調査精度が高められてゆく。土木学会では地質リスクをジオリスクと呼び、段階的調

査によってジオリスク要因の着目点も変化してゆくことを概念的に示している（図 3.1.1） 

地質技術者はサイトにおいて、どのような地質リスク要因が想定されるのか最大漏らさず抽出し、

その確からしさ、顕在化した場合の影響の大きさなどを評価し、対応方針について提案してゆく必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.1 事業段階ごとの地質リスク要因と地質調査の性格 1)  

（ジオリスク=地質リスク） 

 

表 3.1.1 は NEXCO３社の土質地質調査要領の中に示されている地質調査内容の表（図 1.3.3）を参

考として、地形情報や地質情報に内在している地質リスク要因と、そのリスク要因が顕在化した場合

の不都合な状態を道路関連構造物別に整理したものである。この表では、地質リスク要因を地形と地

質に分けて整理している。地形は、調査の初期段階において主に机上検討によって抽出される。地質

的なリスク要因が実際にサイトに伏在している場合には、それが地形に反映されていることが珍しく

ないため、地形を観察するだけで地質リスクの伏在を相当の割合で推察可能である。ただし、地形は、

あくまで地質的な素因に対して侵食や堆積、構造運動、火山活動などの地形形成営力が作用した結果
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である。したがって、地表面下の地質状況を直接的に観察しているものではないので、観察者が解釈

して地質状況を推定しているに過ぎず、ある地形に対して複数の異なる地質的成因を想定できること

が少なくないことに留意する必要がある。すなわち、表 3.1.1 の下段に示した地質リスク要因となる

地質を推察するための予備段階の位置づけである。 

これに対して、表 3.1.1に地質リスク要因として示した地質は、リスク発現の仕組みは比較的明確

であり、それぞれの地質リスク要因の幾何学的な分布や強度・変形性に関わる情報がある程度得られ

ればリスク発現の可能性を確率的に推定することも可能である。ただし、初生地すべりの発生や地形

的に抽出できない活断層の存在、あるいは大深度トンネルで遭遇する断層などといったリスク要因は、

存否そのものがリスク要因となることから、現段階の技術では計量は困難と考えられる。 

なお、計量化の可否に関わらず、これらリスク要因は不都合な事象の発生要因、すなわち事業費増

の要因になりうるとともに、好機の要因すなわち事業費削減の糸口にもなりうることは重要である。

例えば、強度定数のばらつきが原因となって重厚な設計になっているような場合、ばらつきの原因を

見定めて必要な試験や調査を実施することによりばらつきの幅が狭められれば、設計上有利になるこ

とが考えられる。すなわち、建設費の削減につながることが考えられる。地質リスク要因のこのよう

な両面性について、あらゆる事業の段階で認識しておくことが重要である。 
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表 3.1.1 地質の不確実性に伏在する地質リスク要因 
断層地形 沈降・隆起 旧河道・沼地 地すべり地形 崩壊地形 遷急線 0次谷 扇状地 異常地形

・断層、構造線の伏在による破砕岩
盤の存在、弱面の発達
・地質・力学性状の急変
・地下水流動影響
・活構造の可能性

・溺れ谷の伏在
・山地急上昇等による緩
み、風化の進行

・軟弱地盤の分布
・地すべり
・岩盤すべり
・クリープ

・崩積土の堆積
・頂部の緩み性岩盤
・崩壊の拡大

・岩盤の緩み
・キャップロック構造

・集水地形
・谷頭崩壊による
土石流の発生

・地下水
・地層構成の急変
・

風隙、シンクホール
etc.

切土
破砕岩盤の不安定化
流れ盤弱面、くさびブロックの滑動
湧水による不安定化、のり面劣化

緩み・風化岩盤の不安
定化

－
滑動誘起
のり面崩壊
深層崩壊

のり面安定
のり面安定
深層崩壊

のり面安定
水文影響
軟弱層介在によるすべり

断層や開口割れ目
の発達によるのり面
の不安定化

盛土 軟弱層厚さの急変
液状化
軟弱層厚さの急変

滑動誘起
地下水上昇

不安定傾斜地盤のす
べり

土石流 軟弱層介在による沈下 －

構造物
支持層深度の急変
不等沈下
水文影響

支持層深度の急変
液状化
軟弱層厚さの急変

滑動誘起 支持層深度の急変 基礎地盤のすべり 土石流
水文影響
軟弱層介在による沈下

緩み性岩盤
支持層深度の急変

トンネル 出水、断面変形、盤膨れetc.
緩み・風化岩盤に対する
重い支保

－ 坑口不安定化、断面変形 坑口不安定化 土石流
水文影響
断面変形、坑門基礎

緩み性岩盤

地形

対象

軟弱地盤 崩積土 流れ盤 土石流堆積物 熱水変質 大規模断層 支持層分布 湧水

・深い支持層
・中間支持層の見極め
・地下水流動影響
・圧密沈下

・支持層分布の傾斜
・物性値のばらつき
・緩い地層の分布

・地すべりや岩盤すべりのす
べり面となりうす弱面の伏在

・土石流そのものの発生
・巨礫混じり堆積物
・物性値のばらつき

・膨潤性
・重金属鉱物
・軟弱な岩盤

・断層破砕帯、破砕質岩盤
・活構造の可能性
・地下水流動影響
・破砕帯地すべり、初生地す
べり

・ボーリング間の凹凸
・支持層物性値のばらつき
・断層等による急変

・利水影響
・杭等の施工時影響
・切土のり面のすべり

切土 － ・のり面の不安定化
のり面の不安定化
滑動誘起

のり面の不安定化、落石
砂層等軟弱層の介在
巨礫による施工性不良

孕みだし
盛土材料として不適
酸性水等環境汚染

切土のり面の不安定化
地下水堰上げ構造の乱れに
よる利水影響
破砕帯地すべりの発生

不適切な切土勾配
切土のり面の不安定化
地下水脈切断による利水影
響

盛土
沈下、側方流動
液状化

不安定傾斜地盤のすべり 岩盤すべりの発生 液状化
不安定傾斜地盤のすべり
沈下、側方流動

破砕帯地すべりの発生
不等沈下

不等沈下
パイピング
締固め不足
浸潤によるすべり

構造物

基礎形式（の変更）
不等沈下
液状化
地盤改良範囲、工法（の変
更）

支持層深度の急変
施工機械の不適合

仮設切土のり面の不安定化
基礎の不等沈下、すべり

物性値のばらつき（締まり程
度のばらつき）
施工機械の不適合
仮設切土のり面の不安定化
液状化

支持層深度の急変
基礎の不等沈下

支持層深度の急変
基礎の不等沈下
仮設切土のり面の不安定化
すべり

支持層深度の過不足
支持力不足

仮設切土のり面の不安定化
杭等グラウチングの不良
地下水脈切断による利水影
響

トンネル 坑門工基礎形式 盛土材料として要注意
坑口のり面の不安定化
坑壁、鏡からの剥落
緩み領域の拡大

坑口のり面の不安定化
坑壁、鏡からの剥落
緩み領域の拡大

孕みだし
盛土材料として不適
酸性水等環境汚染
出水

大規模出水
孕みだし
坑口のり面の不安定化
坑壁、鏡からの剥落
緩み領域の拡大

地山分類の変更
支保の過大・過小設計

利水影響
排水の酸性化など環境影響

地質

対象
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3.1.2 幾何学特性に関連した地質リスク要因 

例えば沖積層と基盤岩の境界などの地層境界や、基礎地盤と想定したＮ値 50 以上の層と上位層と

の境界などの幾何学的な分布の不確実性に代表されるリスク要因である。また、流れ盤となる地質構

造の傾斜や位置等もこの種の地質リスク要因に含まれ、断層や熱水変質帯の有無や位置、幅、傾斜な

どもこの種の地質リスク要因に含まれる。 

構造物によって要求される地質情報の精度が異なることから、実施される地質調査の密度も異なり、

結果的にこの種のリスクの発現可能性は異なる。しかし、どのような構造物に関してもつきまとう問

題である。例えばトンネルであれば、設計時点から地山分類（支保パターン）の境界に変更が生じる

ことを想定している。このため、相当大規模な変更が生じない限りリスクの発現とは認識されない。

一方橋梁の基礎であれば、橋脚１本ごとにボーリングが実施されることが多いため、所定の支持層が

出現しないと言った問題は生じにくい。しかし、それでも支持層が大きく傾斜していて基礎面の一部

で支持層が下がっているといった問題が生じることはそれほど珍しくなく、その程度の地質条件の変

化であっても橋梁基礎の場合は問題となる場合が多い。 

このような地層境界、支持層境界の分布をコントロールしているのが、地盤の初生的な生い立ちや

その後の後生的な地殻変動、続成作用、風化や変質、地すべり等の重力による変形、人為的な乱れ、

などであり、それらを面的にもれなく把握することは実際上不可能である。 

このような幾何学特性に関連したリスクが発現した例を図 3.1.2 に示す。 

この例では、道路橋の建設にあたって 1箇所の調査ボーリングが実施され、この調査結果をもとに

橋梁下部工の詳細設計が行われた。 

図 3.1.2 は当初の調査結果に基づく地質想定断面図であるが、1箇所のみの調査にもかかわらず支

持層上面や沖積層下面は傾斜を持って描かれている。設計では、この地質想定断面図をもとに下部工

の詳細設計を行った。工事段階になって追加ボーリング調査を行ったところ、図 3.1.3に示すように

支持層上面の分布深度が大幅に異なることが判明し、下部工の修正設計が行われた。 

追加調査を行わずに工事に着手していたら大変な手戻りが生じたと予想される事例である。 

調査者は、周辺の地形や既往資料などを参考にして図 3.1.2 に示す地質想定断面図を作成したもの

と想定される。おそらく調査者は、この地質想定断面図を模式断面図的な感覚で作成したのであろう

が、設計者は精度の高い地質断面図と解釈して詳細設計を進めたと考えられる。このため、設計者は、

何の疑問もなく地質断面図を信用してしまった。 

地質断面図の作成根拠や精度に関する情報が、調査者から設計者へ十分に伝達されなかった事例で

あり、結果的に地質に関するリスクを工事段階に先送りした事例でもある。 

事業主体である発注者側に地質の専門家がアドバイザーとして情報を伝達しておれば、このような

間違いは生じなかったと考えられる。また、当初の地質調査発注時にも地質の専門家が発注者側にい

れば、このような複雑な地質が予想される場所で 1箇所だけの調査ボーリングで詳細設計を進める事

はなかったと考えられる。 
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図 3.1.2 1 箇所のボーリング調査結果で作成された想定地質断面図2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.3 追加調査で明らかにされた地質断面図 2) 

 

3.1.3 力学的特性に関連した地質リスク要因 

地層や岩盤の強度や変形性、透水性、密度等のばらつきそのものに起因する地質リスク要因である。 

よく知られるように、岩盤（岩石）はもともとの素材としての鉱物粒子やマグマが、様々な温度・

圧力・速度条件の下で水やガスなどの流体の影響も受けつつ岩化したものである（このプロセスを続

成作用と言っている）。このプロセスが異なれば同じ素材からスタートしても硬さ、耐久性、割れ方、

化学的安定性、割れ目の摩擦抵抗などが異なる様々な結果、つまり多様な岩盤となる。土質地盤の場

合は、特殊な場合を除いて粒子の溜まり方と溜まったあとの締まりの具合によって工学的挙動の大部

分が決定してしまう。このため、地盤は材料としての取り扱いは岩盤と比較すれば容易になるが、不

均質性を伴っていることに変わりはない。 

このような不均質な材料に対して地質技術者は、複雑に混在している地層のうち工学的に同じ取り

扱いでよいと考えられるものは統合・単純化して地質モデルとし、工学的に評価すべき性質（割れ目

の多寡や方向、風化の程度など）は幾何学的な分布を地質モデルに加味して地盤モデル（例えば岩級

区分図）へと転換する。さらに、安定計算～数値解析するために、この地盤モデルから数理モデルへ

と単純化される。したがって、このような多段階のモデル化過程において、元々持っている不均一性

や不確実性は単純化・表面上確定され、結果的に様々な不確実性を含んだモデルとなる。 

このような、力学的特性に起因する地質リスクがマネジメントされた例を以下に示す。 

本事例は図 3.1.4 に示す空港人工島の連絡橋の下部工に関わる事例である。具体的には、多くの調
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査・試験を実施することに加え、より精度の高い支持力算定法を新たに適用することによって、従来

の方法に比べ大幅なコスト縮減を達成した事例である。 

本事例では基盤岩が深いうえに起伏に富むため、橋梁の基礎（鋼管矢板井筒基礎）の支持層として、

基盤岩より上部の洪積層に支持させることが目標となった。一方、深くなる基礎の周面摩擦力の算定

には特に多くの不確定要素が含まれ、従来の方法であるＮ値を用いた周面摩擦力算定では摩擦力算定

精度が十分でないため、結果として杭長が大きくなり不経済となることが予想された。そこで、この

ような地盤の特徴に合わせた調査・設計を検討するため技術委員会を組織し、調査試験結果の評価や

支持力算出法などの検討が行われた（新北九州空港連絡橋設計・施工委員会編：新北九州空港連絡橋委員会報

告書、2005.3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.4 新北九州空港連絡橋の一般図（上）及び地質横断図（下）3) 

 

本事例での検討フローを図 3.1.5 に示す。当初の設計で懸念された上述の課題に対して、入念な地

質調査やそれに基づく委員会における検討を踏まえて、詳細な地質調査の効果と新たな支持力算定法

の検討を行った。 

先ず、数次にわたる地質調査によって当初比較的単純であった洪積層の状況がかなり詳細に把握さ

れるに至った。 

次に、実杭の鉛直載荷試験 2回と数多くの三軸圧縮試験（ＣＵ）を中心とした調査を行い、その結

果に基づき支持力の検討を行った結果、以下のことが判明した。 
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 c’、φ’ を用いた摩擦支持力算定法による予測値は、実測値をわずかに下回る結果を示し

ており、この手法が妥当であると判断された。 

 

 先端支持力は、閉塞効果を見込んだ予測値が実測値に比べ過大に得られていることから、閉

塞効果は期待できないと判断された。 

 

本事例では相当のコストを要して調査・試験を実施したが、図 3.1.6 に示すように基礎工のコスト

（施工費＋調査試験費）は次の各段階をおって大幅に削減されている。 

① 岩盤に支持した場合（地質情報が不十分な段階での安全側の判断＝予備調査段階に相当） 

② Ｎ値による従来法で支持力を算定し中間支持させた場合（ボーリング調査情報が増えたた

め、Ｎ値を用いた支持力計算を実施＝概略調査段階に相当） 

③ c’、φ’ 法で支持力を算定し中間支持させた場合（多くの三軸試験を実施した結果から

支持力を算定し、載荷試験により検証した段階＝照査段階に相当） 

 

ボーリング調査は、①・②は各橋脚で基盤まで 2本行うこととしているが、③ではボーリングがや

や少ない代わりにサンプリング、土質試験および実杭の載荷試験の費用を要している。載荷試験は、

支持力の算定方法の妥当性確認が主たる目的である。 

これら調査試験費と施工費を合わせたコストは、採用された③が①に比べ 37%減、②に比べ 20%の

縮減となっており、調査費は増えても施工費が減少したためにトータルコストは減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.5 検討フロー3) 
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図 3.1.6 各段階と建設コストの推移 3) 
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3.2 地質技術的課題 

3.2.1 地質調査技術に内在するリスク要因 

地質調査技術にはそれぞれ特徴があり、事業プロセスに応じた調査目的を考慮し、適切な地質調査

技術を選定する。 

図 3.2.1 に地質調査技術の体系例を示した。このうち、地表地質踏査及び物理探査は、地質構造を

大局的ないし面的に捉える調査技術であり、サウンディングやボーリングは地質構造を点の情報とし

て精度高く捉える調査技術である。 

それぞれの調査技術には各種の調査方法があり、調査対象となる地質特性を十分考慮し、適切な調

査方法を選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1 地質調査技術の体系例 

表 3.2.1 に現地調査における地質調査技術に内在するリスク要因の例を示した。管路敷設の事例で

あるが、地質調査技術の選定により、左から右に向かって精度が向上する傾向を示している。このよ

うに、大局的な特性から詳細な特性の把握に、ステップを踏まえて展開することにより、内在する地

質リスクが低減されることになる。 

 

 

 

資料調査（地形図・地質図・空中写真など）

地表地質踏査(地表露頭・法面・切羽など）

地形判読（空中写真・LPなど）

物理探査（弾性波・電気など）

ボーリング 原位置試験

サウンディング（スウェーデン式サウンディング・CPTなど）

地下水調査（水文調査、地下水流動調査など）

地盤の動態観測

室内試験（土質・岩石・化学分析など）

現場試験（密度、ＣＢＲなど）

地質調査技術
サンプリング

検層（PS・電気・磁気など）
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表 3.2.1 地質調査技術に内在する地質リスク要因の例（沖積低地：埋没地形が複雑な地域における管路敷設の例） 

項 目 地表地質踏査 物理探査 サウンディング ボーリング 

概 要 
計画構造物の周辺を地形図や地質図等の資料をも

とに、現地で地表地質踏査を実施して地質を想定す

る。大局的な地質構造を推測することができる。 

計画構造物の路線に沿って物理探査を行い、物理特

性をもとに、地質の概略を面的な情報として想定す

ることができる。 

計画構造物の路線に沿ってサウンディングを行い、

調査地点の情報として地質・土質を推定し、計測値

などから強度や透水性などを推定することができ

る。 

計画構造物の路線に沿ってボーリングを行い、調査

地点の情報として地質・土質を目視観察して詳細に

区分することができる。 

平面図 

  

断面図 

    

調査方法 
空中写真判読、現地地表地質踏査など 弾性波探査、電気探査、電磁探査、音波探査、地温

探査、重力探査、磁気探査、放射能探査など 

 

静的コーン貫入試験、動的コーン貫入試験など コアボーリング、ワイヤーライン式ボーリング、サ

ンプリング、各種孔内検層など 

内在する地質

リスクの例 

①被覆層が多く観察露頭が少ない 

②褶曲など地質構造が複雑 

③地域開発等で原地形が大きく改変 

①観測する物理量が様々な因子による影響 

②観測物理量と地山性状とは 1:1 に比較できない 

③観測値から二次元解析断面を作成する時の誤差 

①土を直接観察できない 

②貫入抵抗値や水圧などから土層を推定する誤差 

③硬質層な土層に遭遇すると調査不能となる 

①点の情報であり数が少ないと面的展開に誤差 

②地下水位は調査時の情報であり経時変化する 

③破砕帯のコアリングなどでは技能の差が出る 

空間特性 
 

大局                                                                        微少 

内在リスク 
 

大きい                                                                      小さい 

硬い層

軟らかい層

やや硬い層
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地表線
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岩　盤

未固結層
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地表線
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3.2.2 モデル化過程に内在するリスク要因 

モデル化過程に含まれるリスク要因は、入手した地盤情報からモデル化するプロセスにおいて内在

するリスクである。例えば、ボーリング柱状図から地質断面図を作成するプロセスや、トンネルの地

山等級をモデル化するプロセスなどがある。 

この他に経時変動に伴うリスク要因などもあり、例えば、地下水の流動特性が季節変動することに

伴い発生するリスクなどがある。 

(1)モデル化過程に含まれるリスク要因 

ボーリング柱状図から地層断面図を作成する場合、点の情報を面に展開することになるので、適

切な箇所のボーリング柱状図の情報が必要になる。例えば、図 3.2.2 にボーリング柱状図 2箇所の

情報で、判断の違いによる断面図の違いを示す。断面図(A)は地層が水平に堆積する成層構造と判

断した断面であり、断面図(B)はボーリング№１の方に開析谷が発達していると判断した断面図で

ある。軟弱な粘性土の分布をみると、断面図(A)ではほぼ均質な厚さで分布しており、不同沈下の

危険性は少ないが、断面図(B)では粘性土の分布の差により不同沈下の発生が懸念され、杭基礎の

場合ネガティブフリクションなどへの配慮も必要となる。 

このように、地盤をモデル化する時にはその判断によりモデルに差異が生じ、計画構造物に対し

て支障を及ぼす地質（地下水を含む）である場合には、その地質リスクレベルに差異が生じること

になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.2 ボーリング柱状図の判断の違いによる地質断面図の違い 1) 

 (2)経時変動に伴うリスク要因  

経時変動に伴うリスク要因の一つに地下水の変動がある。地下水位は降雨などの影響を受け、一

般的に経時的に変動をするため、渇水期の地下水位と豊水期の地下水位とに差が生じる。この変動

幅を適切に評価して設計・施工に反映しないとさまざまな障害がおきることがある。 

図 3.2.4 と図 3.2.5 に地下水変動に伴う障害の事例を示した。渇水期の地下水位で想定して地下

水対策を採用しなかった場合には、豊水期の地下水位上昇に伴い地中構造物や地下掘削現場に湧水

が発生することになる。 
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図 3.2.3 地下水位の経時変化と降雨量の相関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.4 渇水期の地下水位と各種構造物の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.5 豊水期の地下水位と各種構造物の関係 

 

また、図 3.2.6 に示すように、季節により地下水の流向と流速が変化する地域では、地下水の流

動特性にリスクが内在することがある。 

図 3.2.7 に地下水の流動変化による地下水汚染の模式図を示した。雪解け水が集まる地域など、

季節により地下水の涵養に違いがある地域については、地下水の流動特性によりリスクレベルが変

化するので十分な配慮が必要となる。 
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図 3.2.6 地下水位の経時変化概念図 
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図 3.2.7 地下水の流れと汚染物質の拡散流出概念図 
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3.3 工学的課題 

 道路事業関連の施工対象としては、切土、盛土、橋梁等構造物、及びトンネルなどがある。これら

の対象ごとに設計条件に内在するリスク要因(工学的課題)としては次のような項目が挙げられる。 

 切土：一般的な地質における切土のり面の設計は、標準のり面勾配の範囲でほとんど問題ないが、 

崩壊性要因を有する特殊な地質や地形においては別途検討が必要である。切土高が 20m 以上 

の長大のり面ではのり面全体の地質が均質であるのは稀であり、断層破砕帯などの弱部が存在 

することもあるため、地質や地下水状況をより詳細に把握してリスク対応を行う必要がある。 

 盛土：軟弱地盤上に盛土を行う場合には安定と沈下に関する検討が重要であり、盛土設計に内在 

   する工学的リスクとしては盛土施工時の破壊に対する安定性、周辺地盤への変形影響、軟弱粘 

性土の長期的な圧密沈下が挙げられる。また、地震時の液状化により盛土が崩壊するリスクも 

ある。 

 橋梁等構造物基礎：橋梁基礎設計に内在するリスクとしては、橋台背面のアプローチ盛土による側

方流動、杭に作用するネガティブフリクション、地震時の液状化による基礎杭への影響などが

ある。 

トンネル：トンネルの設計に内在するリスクは、限られた数量のボーリング調査や弾性波探査に 

よる地質情報に基づいて設計が行われるため、施工時の地山条件が想定と異なることがあり、 

その差異が大きいと工法変更、工事遅延、工費増大に繋がることになる。 

 以下、切土、軟弱地盤上の盛土、及び橋梁等構造物基礎における工学的リスク要因について取り上

げる。 

 

3.3.1 切土のり面における工学的リスク要因 

(1)標準のり面勾配4) 

高速道路では切土のり面勾配は構成する地層の種類、状態及び切土高に応じて、一般的な地質で

あれば表 3.3.1 を標準としている。自然地盤はきわめて複雑、不均質であり、しかも切土のり面は

経年的な風化などにより徐々に不安定化して行く。したがって切土のり面の安定性を検討する際に、

有意な安定計算ができる場合はほとんどない。一般的には地質調査結果やその他制約条件を総合的

に判断してのり面勾配を決定している。表 3.3.1 は経験的に求めたのり面勾配の標準値の範囲を示

したものであり、のり表面の浸食を防止する程度の保護工を前提とした標準勾配である。 ただし、

崩壊性要因をもつ地質部や積雪寒冷地では  表 3.3.1 地山の土質に対する標準のり面勾配の範囲 

別途検討を行い、総合的に判断しなければ 

ならないとしている。 

  また全国 2,400 箇所のデータから、採用 

されたのり面勾配が次のように要約されて 

いる。 

  ①軟岩では、地質及び年代に係わらず 

    1:1.0 付近にピークを示すものが多い。 

 ②硬岩では、蛇紋岩の 1:1.0 を除き、 

地質及び年代に関係なく 1:0.8 付近に 

ピークを示すものが多い。 
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以上のように、施工実態としては表 3.3.1 の標準のり面勾配の中央値(軟岩 で 1:0.85, 硬岩で 

1:0.55）よりも緩い勾配で施工されているようであり、安全サイドののり面勾配となっているよ

うである。 

 

(2)崩壊性要因をもつ地質ののり面5) 

 崩壊性要因を持つ地質は表 3.3.2 の代表     表 3.3.2  崩壊性要因を持つ地質 

地質に示されるとおり、特殊土や亀裂の 

多い岩のように土質や岩質に問題がある 

ものと、流れ盤や構造的弱線を持つ場合 

のように地質構造に問題があるものとに 

分けられる。前者は現地の土質・岩質分 

布状況を把握した上で土質試験等でもあ 

る程度推定できるが、後者は現地調査を 

行って判断することが重要である。これら崩壊性要因を持つ地質ののり面勾配については、別途に

参考資料「Ⅱ．崩壊性要因を持つ地質のり面の安定検討に参考となる資料(1-4)」が挙げられてい

る。6) 

 

(3)のり面排水7) 

   切土のり面では降雨・融雪により表流水が発生すると侵食されるリスクがあり、侵食作用と相乗

して表層的なのり面崩壊がしばしば起こる。また、地下水がのり面に湧出する場合はのり面を侵食

するほか、地下水がのり面の土のせん断強さを減じたり、間隙水圧を増大させてのり面崩壊を生ず

る場合もある。このようなリスクを回避するためには調査の段階から準備排水、工事中の排水及び

隣接地からの排水等にも十分留意し、のり面排水工が確実に効果を発揮するように設計・施工を行

うことが大切である。 

 

3.3.2 軟弱地盤における工学的リスク要因 

  軟弱地盤における工学的リスク要因として、軟らかい粘性土においては盛土に伴うすべり破壊や圧

密沈下が挙げられる。また、緩い砂質土においては地震時の液状化リスクがある。 

 

(1)盛土に伴うすべり破壊 

  軟弱粘性土上の盛土では、地盤のせん断強さを適切に評価せずに盛土を行い、すべり破壊を生じ

させるというリスクがある。その原因は、地盤のせん断強さを越えた盛土を一気に施工するという

工学的な配慮を欠いた施工方法にある場合が多いが、地盤のせん断強さが適切に評価されていない

というリスクも存在する。 

  軟弱粘性土のせん断強さは、サンプリング試料を用いた室内力学試験(一軸圧縮試験、三軸圧縮試

験、一面せん断試験等)で求められるが、試験結果から設計用物性値を設定するうえではサンプリン

グに伴う乱れの影響や、砂分混入の影響を排除する必要がある。サンプリングに伴う乱れの影響は、

一軸圧縮試験や三軸圧縮試験時の破壊ひずみの大きさで判断できることが多い。泥炭や有機質土を

除く我が国の沖積粘性土では、破壊ひずみが6%程度を超えるデータはサンプリングに伴う乱れの影
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響を受けていると判断できるので、そのようなデータは棄却する。また、砂分を多く混入する粘性

土では、拘束圧のない一軸圧縮試験では砂分の影響により圧縮強度を過小評価する可能性があるこ

とから、拘束圧を作用させる三軸圧縮試験(UU)によって評価する必要がある。 

以上のように、室内試験結果から設計用物性値を設定する場合には、サンプリングに伴う乱れの

影響を受けたデータを棄却することや、試験方法の妥当性を確認した上で試験値を評価することが

重要であり、適切に設定された物性値によって始めて安全な盛土設計が可能となる。 

 

(2)長期的な圧密沈下 

  層厚の大きな軟弱粘土地盤上の盛土では長期にわたって圧密沈下が継続するリスクがあり、供用

時期を見据えた沈下対策が必要となる。海成粘土層では中間に連続した砂層が存在しないため、沿

岸埋立地では十年以上の長期にわたって圧密沈下が継続するケースが多く、圧密促進工が必要とな

る。一方、内陸部に分布する陸成粘性土層には連続した砂層を挟在することが多いため、比較的短

期間で圧密沈下が収束することから、供用までの時間を十分にとって無処理で圧密を進行させるの

が一般的である。また、橋梁や横断構造物との取り付け部では段差を生じて度重なる修復工事が必

要となるというリスクもあるため、プレロードによって構造物構築前に圧密沈下を収束させるのが

リスク回避の原則となっている。 

 

(3)地震時の液状化 

地震時に液状化を生じやすいのは、低平地の緩い砂質土で地下水位が高い地盤である。地震時の

液状化について判定する手法は各種機関で整備されているが、簡易判定法に用いる地盤物性値はＮ

値、粒度特性、塑性指数、土被り圧(土の湿潤密度と地下水位)である。このうち、Ｎ値は液状化抵

抗を表す繰返し三軸応力比(ＲL)を算出する際に用いられるが、Ｎ値が比較的小さく、細粒分含有率

(Fc)が高い場合にはＲLをやや低めに評価することがある、という指摘がある。すなわち、簡易判定

法ではＮ値の小さい砂質土については本来より液状化しやすいという判定になるリスクがある、と

いうことである。 

  より詳細な液状化判定を行う場合には、乱れの少ない砂質試料を採取して室内で繰返し三軸試験

を行って液状化強度比を求めることになる。しかし、Ｎ値の小さな緩い砂質土をサンプリングする

のは非常に難しい作業であり、現地凍結サンプリングが最も品質の高い試料を得られるということ

になっているが、あまりに費用が高いため一般的な地盤調査で採用されることは稀である。これに

対して東京電機大学の安田教授は、エクステンションロッド式固定ピストンサンプラーによる砂質

土の採取方法を提唱されている8)。2011年東日本大震災で液状化を生じた地盤においてこの手法を適

用して試料採取を行い、繰返し三軸試験によって従来よりも大きな液状化抵抗を得ていることから、

ベーシックな固定ピストン式サンプラーで高品質な砂質土試料が採取できることが実証されている。

今後、砂質土のサンプリングにこの採取方法が広く適用され、室内の繰返し三軸試験で精度の高い

液状化強度を得ることによって詳細な液状化判定が行われ、より経済的な液状化対策に繋がって行

くことが期待される。 

 

3.3.3 橋梁等構造物基礎における工学的リスク要因 

 橋梁等構造物基礎設計に内在するリスクとしては、橋台背面のアプローチ盛土による側方流動、杭
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に作用するネガティブフリクション、地震時の液状化による基礎杭への影響などがある。また、設計

に用いる物性値の評価についても工学的リスク要因である。 

 

 (1)背面盛土による橋台基礎の側方流動 

橋台構築と背面盛土の施工順序を誤ると、橋台基礎杭に側方流動圧が作用して完成橋台に悪影響

を及ぼすことになる。すなわち、杭基礎を先行打設して橋台を構築してから背面盛土を行うという

間違った施工順序であり、盛土による側方流動圧で橋台が前方に変形してしまい、橋桁が乗らない

ということにもなりかねない。また、供用後にも沈下が継続する場合には、取り付け部のオーバー

レイを繰り返すというリスクが生じる。こうしたリスクを避けるため、杭基礎を必要とする橋台背

面の盛土を先行して施工し、圧密沈下を終了させてから基礎杭を打設して橋台を構築するという手

順をとるのが基本である。 

 

 (2)ネガティブフリクション 

  橋台基礎が支持杭の場合、圧密沈下が継続していると杭にネガティブフリクション(負の摩擦力)

が作用し、極端な場合には杭が座屈してしまうというリスクがある。こうしたリスクを避けるため、 

側方流動問題と同様にプレロードによって圧密を終了させた後、基礎杭を打設するのが基本である。 

 

(3)物性値の評価 

 橋梁などの構造物基礎設計においては、標準貫入試験によるＮ値によって支持層の評価や支持力

を算定するのが一般的な設計の流れになっている。また、粘着力ｃやせん断抵抗角φとＮ値との相

関式も設定されており、Ｎ値さえあれば構造物基礎の設計は可能という風潮も否めない。しかし、

標準貫入試験は必ずしも万能の試験ではないので、Ｎ値から設計用の物性値を設定する場合には、

試験の適用条件や限界を認識した上で設計値を評価することが必要である。 

設計用の物性値を設定する最善の方法は、直接的に地盤の強度特性や変形特性を得るための原位

置試験や室内試験を適用することである。乱れの少ない試料を用いた室内試験や孔内載荷試験によ

り、設計用の強度定数(ｃ、φ)や変形係数(Ｅ)を設定することが重要である。Ｎ値による推定は、

サンプリングや孔内試験が困難な場合における最後の手段として考慮すべきである。 
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4. 地質リスクマネジメントの仕組み 

4.1 地質リスクマネジメントの体系の概要 

社会インフラ整備・保全事業を例とし、地質リスクマネジメントの概要を以下に述べる。 

4.1.1 地質リスクマネジメントの実施者 

 

 

地質リスクマネジメントでは、事業の段階ごとあるいは必要に応じて、発注者が地質の技術顧問や

コンサルタントなど地質技術者等を活用して地質リスク要因を特定し、要因の不確実性と、それに起

因する事業コスト損失を評価する。あるいは、よりリスク効率的な調査・設計手法、すなわち事業コ

スト削減策を検討する（好機の実現）。発注者は、評価・検討した事業コスト損失、事業コスト削減

策から地質調査の費用便益費を見極め、リスク対応方針を決定し、実行する。合わせて次段階に実行

結果を伝達する。 

 

4.1.2 地質リスク要因の特定とシナリオの想定 

 

 

 

地質リスクマネジメントは、事業サイトに潜在している地質リスク要因の全てを抽出することから

スタートする。地質技術者は、文献、先行調査の報告書などに加えて自らの経験・知識、踏査データ

等をもとにして当該サイトの地質リスク要因を悲観的なスタンスで抽出し、各地質リスク要因の不確

実性の程度、関連して想定される事業コスト損失発生シナリオ、事業コスト削減シナリオを整理し、

発注者に報告する。 

いうまでもなく、事業の初期段階では構造物の具体的な位置や形式は未定であるし、事業の初期段

階では主に地形のみを観察してサイトの特性を評価する場面もある。事業の進捗とともに調査による

地質情報が増えて設計も具体化し、リスク要因はより詳細で具体的な項目へと深化してゆくと考えら

れる。逆に、設計が深化してゆくにしたがって新たな地質リスク要因が浮上することもあると考えら

れる。 

 

(1) 地質リスク要因の抽出手法 

地質技術者が自らの経験や文献の研究等によってリスクを抽出する他、チェックリストを活用する

方法や、関係者によるワークショップ（ブレーンストーミング）による方法などが一般的に用いられ

る。また、類似事例を知識データベース化してリスク・不確実性マップを作成しておき、これを参照

しつつ当該事業のリスク・不確実性事象を抽出するという考え方もある1)。 

地質リスク要因は事業の初期段階から抽出を始め、事業（地質調査や設計、工法の検討）の進捗に

したがって常に更新（不要なリスク要因の棄却と新規抽出、各リスク要因に関わる地質リスクを高精

度化）することが重要である。その際、後続段階への確実な伝達、すなわちリスクコミュニケーショ

ンが重要となる。 

また、事業初期段階で抽出されたリスク要因に伴う地質リスクの評価方法としては、抽出者の主観

による定性的評価が主となるが、これを情報量やリスク要因の重要度など必要に応じて定量的な評価

地質リスクマネジメントは発注者（≒公共工事の責任者）が行う。 

当該事業サイトに伏在している地質リスク要因を地質技術者が抽出し、想定される事業コスト

損失シナリオ、事業コスト削減シナリオを整理する。 
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へと変換してゆくことになる。 

 

(2) 事業コスト削減シナリオ 

事業コスト削減シナリオとは、地質リスク要因に対してリスク効率的な調査・設計法を適用して、

過大設計を防止して事業コストを削減するシナリオである。逆に言うと、対策を実施しない場合でも

工事費増など不都合な事象が起こることは考えにくいが、対策を実施しないことにより事業コストが

減らない（好機を逃してしまう）ことを想定するシナリオである（図 4.1.1 の事業 A）。 

無駄を廃して効率的な調査を行うという意味で新規建設事業においては常に考慮すべきシナリオ

であるが、例えば 1.1.3 や 3.1.3 で示した事例のように、強度特性の推定誤差を確立的に局所推定す

ることにより、あるいは適正な土質試験や原位置試験を実施することにより土質定数の過小設定に起

因する過大設計を回避するなどの方法により、事業コストを大幅に削減するシナリオである。 

また、防災対策等、予防保全事業においては、確率的なアプローチによるリスク効率的な対策の設

計・実施によって同じ地質リスク削減効果（例えば斜面防災事業であれば、斜面崩壊による通行止め

期間の短縮効果など）に対して地質調査の B/C（B:リスク削減額、C：地質調査コスト）が大幅に高

まり、同時に事業コストを削減できる。 

1.4 で述べた収集事例のタイプ区分に当てはめると、好ましいリスクを実現するというシナリオで

あることから、Aタイプの一種と言える。 

 

(3) 事業コスト損失発生シナリオ 

事業コスト損失発生シナリオとは、不都合な事象を発生する可能性のある危機（地質リスク要因の

過小評価）に起因して実際に事業コスト損失が発生することを想定するシナリオである（図 4.1.1 の

事業 B）。すなわち、対策を実施しないことにより事業コストが増えるシナリオである。 

主に新規建設事業において想定される。例えば、3.1.2で示したような複雑な地盤状況に起因して、

工事中の構造物の基礎地盤が得られない事態が発生し、工事遅延や段取り替え等に伴うコスト増加な

どが発生するシナリオである。 

1.4 で述べた、収集事例

のタイプ区分に当てはめ

ると、想定した地質リス

ク要因を放置、あるいは

伏在している地質リスク

要因を認識できなかった

場合が Bタイプに相当し、

逆にこのシナリオを描い

て事前に必要な調査を実

施し、リスクの発現を回

避した場合が A タイプに

相当する。 

 

 

図 4.1.1 地質リスクマネジメントで描くシナリオ 
（図中の事業 Aでも事業コスト損失発生シナリオを、逆に事業 Bでも事
業コスト削減シナリオを描きうることに注意） 

事業コスト

事業コストのばらつき
（≒地質の不確実性） 事業B：例えば地質が

複雑

事業A：例えば地質が
単純

維持管理段階

好機を
キャッチ

好機を
放置

危機を放置
危機に
対応

調査・設計段階

工事段階

事業コスト損失
発生シナリオ

事業コスト削
減シナリオ

計画・調査段階
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4.1.3 地質リスクの評価 

 

 

 

事業段階（当該サイトに関わる地質情報の精度）や地質リスク要因の性質に応じて、地質技術者は

地質リスクの評価方法を提案する。また地質技術者は最もリスク効率的な地質調査～解析方法を検討

し、その効果とともに投入すべき地質調査の内容について提案する。 

 

(1) 地質リスクの評価手法 

地質リスクの評価手法には、定性的手法と定量的手法がある。また定性的手法には半定量的手法が

含まれる。 

事業の初期段階では情報量が限られることから定性的評価にならざるを得ないリスク要因であっ

ても、事業の後半段階では必要に応じて定量的評価が有効になりうる。また、既述の２つのシナリオ

のうち、事業コスト削減シナリオにおいてはリスク効率性の追求が課題となるため、定量的手法のニ

ーズがより高いと言える。 

1) 定性的地質リスク評価 

抽出した地質リスク要因が好まざる事象を発生する確からしさを、地質リスク発現の仕組みを踏

まえ定性的（主観的）に表現する。各地質リスクにどの程度の不確実さがあるのか、そして当該

地質リスクが発生しうる好まざる事象の大きさを評価する必要がある。この目的で、いわゆるリ

スクレジスター、あるいはリスクマトリクスを作成する。 

リスクマトリクスの例を表 4.1.1 に示す。この例では、損失を発生しリスク要因と利益を発生

しうるリスク要因とを区別しており、重大さと発生の確からしさからなるマトリクス中には基本

的な対応行動が示されている。抽出したリスク要因はこのマトリクスに直接記入してゆく。 

抽出・評価したリスク要因は、表 4.1.2 のような対応策等も合わせて記入できるリスト形式に

整理してゆく。このリスト形式の表では、リスクの負担者を記入する場合もあるなど、様々なバ

リエーションがある。 

定性的地質リスク評価の段階では、発生確率、影響の程度共に表 4.1.1 に例示したようなラン

クによって評価する。ランクを何段階に区分するか、またどのランクに評価するかは評価する者

の主観によるが、関係者が認識を共有することが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発注者は地質技術者の協力のもと、当該シナリオにおける地質リスクを評価し、対策のための

地質リスク削減費用を算定する。 
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表 4.1.1 リスクマトリクスの例2) 

（上：危機の分類と提案される措置のタイプ=事業コスト損失発生シナリオに相当 
下：好機の分類と提案される措置のタイプ＝事業コスト削減シナリオに相当） 
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表 4.1.2 リスクレジスター（リスク評価表）3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 定量的地質リスク評価 

事業が進捗して調査精度が高まってくれば、地質リスク要因は破壊に対する地盤の抵抗力のば

らつきや経時的な劣化に伴う抵抗力の低下、支持層としうる地層の分布の幾何学的なばらつきな

ど、より具体的かつ定量的な評価が可能となる。 

このような、ある特性値のばらつきは、適正な情報量があれば特性値が何らかの確率分布モデ

ルに従うと仮定することによって計量化可能である。ばらつきを計量化できれば、リスクが発現

する確率（破壊確率）を求めることができ、事業コスト損失は確率的に算定される。 

この場合、既述の事業コスト削減シナリオも想定できる。抵抗や荷重のばらつきを計量化する

信頼性設計では、図 4.1.1(a)に示すように、適切な地質調査によって構造物の基礎地盤の抵抗の

ばらつき（不確実）を小さくすることができれば、荷重条件が同じである限り破壊確率を低減さ

せることができ、安全性は向上する。そして、安全性を同じレベルで許容するならば、抵抗のば

らつきを小さくしつつ平均値を下げることにより、コストを縮減することができる（図 4.1.1(b)）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.1 地質調査で抵抗のばらつき（不確実性）を低減する効果4) 

 

(2) 地質リスク評価手法の選定 

2.4 にて述べたように、地質リスクマネジメントも他の一般的事業におけるリスクマネジメントと

同様に、段階ごとの PDCA サイクルを運用して地質リスクを削減しながら、次段階のマネジメントサ
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イクルへと移行し、事業の総地質リスクを削減してゆくプロセスである。 

既述のように地質リスクの評価には定性的評価と定量的評価があり、発注者はこのマネジメントサ

イクルの中で各地質リスク要因に対する対応方針の検討の一部として、定性的評価に続いて定量的評

価を行うかどうかの判断を行う。この際の判断材料としては以下の項目が考えられる。 

 事業の進捗状況 

 地質リスク要因の特性、事業コスト等への影響度 

 定量化のコストと効果（事業規模） 

 判断時点での情報量 

事業の初期段階では目的構造物の位置や形式が決定しておらず、当面は定性的地質リスク評価を行

いつつ追加調査を実施して情報収集を進めることが考えられる。 

計量化可能な地質リスク要因であれば事業コスト損失や事業コスト削減効果は確率的・具体的に求

められる。そこで、計量化に要するコストがリスク削減効果に見合うと発注者が判断すれば、最も効

果的に地質リスクを削減することのできる地質調査内容（例えばボーリングの実施位置）を定量的に

検討するなどの対応が可能となる。また計量化可能な地質リスク要因であっても、当該リスク発現時

の事業コスト損失が小さい、追加地質調査によって容易に詳細な評価が可能などの場合は、定量化の

コストを掛ける必要はなく、定性的評価のままで判断可能な場合があると考えられる。 

計量化ができない地質リスク要因の場合、あるいは十分な信頼度で計量化するためには情報量が不

足しているなどの場合は、地質技術者の技術力（経験・地域への精通度・現場分析力等 ）を活用し

て定性的に不確実性の程度・予想される事業コスト損失などを評価し、次段階での定量化に向けて追

加調査を実施するなどの対応をとる。あるいは当該地質リスク要因に起因する地質リスクが受容可能

と判断できれば、定量化を省略して設計を進めることも可能であり、設計が深化してから、ピンポイ

ント調査を実施するなどの対応が可能である。 

「岩盤構造物の建設と維持管理におけるマネジメント（土木学会,2009）」では、「マネジメントと

は意志決定に供する情報を明示する方法論の一つである」としている。この情報を定量的に求めるこ

とにより、技術者の主観を廃した客観的なリスク対応方針の判断根拠を与えるとともに、最もリスク

効率的な対応策を提供することができ、発注者は一律的な地質調査のための過剰な地質調査コスト、

地質技術者等の能力差による投資効果のばらつきなどを削減することができる。 

 

(3) 地質リスク削減費用の算定 

地質リスク対応方針を決定するためには、その時点での地質リスクの大きさと、それを受容できる

レベルまで削減するための費用が情報として必要となる。この費用には、単に地質調査に要する費用

のみではなく、対策として構造形式の変更や補助工法の採用等を検討するならば、そのような対策に

より生ずる費用も含めて検討する必要がある。検討結果は、各地質リスク要因に起因する地質リスク

の大きさと、それぞれに対する対策費用を表 4.1.2に例示する形で整理する。 

なお、事業段階によって地質リスク対応方針の選択肢は異なる。例えば、詳細設計段階におけるリ

スク対応方針として後述の「リスク回避」を選択することは考えにくい。ことから、受容できる地質

リスクのレベルは、事業段階によって異なる。事業の初期段階では地質リスクの不確実性（ブレ幅）

が大きく、また事業コスト変動の分母となる初期事業費そのものの算定精度が低いことから、地質リ

スク削減費用は大まかに想定される。しかし、この段階では比較的高いレベルの地質リスクが受容さ
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れ、しかも少量の地質調査によって地質リスクの削減幅は大きいと考えられる。逆に言うと、リスク

効率的な地質調査と、非効率な地質調査のリスク削減効果の違いが大きいと考えられる。 

概略設計～詳細設計段階など地質調査最盛期の段階では、徐々に設計も深化しているため、地質リ

スクの大きさ、それを削減するために必要な地質調査費用について具体的に算定できる。この段階で

地質技術者が提案する地質調査の内容が最もリスク効率的であるかどうかについては、地質技術者の

経験や地域精通度、技術レベル等、地質技術者の能力に依存しているため、発注者は地質リスクマネ

ジメントの一部として、十分な技術レベルの地質技術者を選定する必要がある。一方、定量的な地質

リスク評価を実施する場合は、数学的な算定方法に誤りがない限り地質技術者の能力に依存する部分

は少ないと考えられるので、上記のような技術者選定リスクは少ないと考えられる。 

 

4.1.4 地質リスク対応方針の検討 

 

 

一般にリスク対応方針は、表 4.1.1 にも示したように望ましくない（あるいは望ましい）事象の生

起確率と、当該事象の影響の大きさを軸とするマトリクス図上でゾーニングして考えるとわかりやす

い。図 4.1.2には、ダムの地質調査におけるリスク評価の考え方の例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.2 リスク対応方針の考え方の例5) 

この例では、概略設計段階から詳細設計段階に事業が進展すると同じ地質課題に対する発生確率の

考え方を変える必要がある。また、詳細設計段階では曖昧な発生確率は許容されないこと、すなわち

確定論的な調査を進めてリスクを最小限まで削減することが必要であることを示している。 

発注者は地質リスク評価結果を検討し、各地質リスク要因への対応方針を決定する。 
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(1)地質リスクの削減 

地質リスクが発現した場合の事業コスト損失が比較的大きく、地質リスク削減費用が相対的に

小さいと評価できる場合は、追加調査、設計変更、施工方法変更等の地質リスク削減策を適用し

て地質リスクを削減する。 

地質リスクの削減策は、事業の段階や地質リスク要因の特性により異なるが、少ない費用で大

きな地質リスク削減が望める効率的な対策を検討することが重要である。このとき、地質リスク

を計量可能であれば調査費を投入する位置や数量等に応じた地質リスク削減効果が明瞭になり、

調査方針を合理的に決定できる。 

事業の初期段階では定量的なリスク計量は困難と考えられるので、事例収集結果の分析などを

有効に活用する。 

効果的な地質リスク削減策は、一般に最もリスク効率的な対策と考えられるが、不適切な調査

はリスクの増大要因である。また、基礎構造など設計方針によっては地質条件が同じであっても

リスクが増大することがあるので、関係者による対話が重要である。 

(2)リスク保有 

地質リスクが発現した場合の事業コスト損失が小さく、当該リスクが発現したとしても工事中

に容易に対処可能であるような場合は、対応策を講じない、すなわちそのまま地質リスクを残し

たままで次段階に進む、あるいは工事を発注するなどの対応が考えられる。 

(3)リスク回避 

地質リスクが発現した場合の事業コスト損失が非常に大きく、また当該地質リスクに関わる不

確実性を削減するための費用も同様に大きい場合は、当該事業を中止する、事業サイトの選定か

らやり直す、などの対応が考えられる。 

(4)リスク移転 

標準請負契約では、発注時の施工条件明示において示された地盤条件が実際の状況と異なって

おれば、その結果生じた設計変更は発注者が負担している。これは、地質リスクを発注者が保有

して発注しているということである。 

これに対し、地質リスクに関わる不確実性の削減費用が比較的大きいにも関わらず、事業コス

ト損失の削減額が比較的小さい、あるいは事業コスト損失の見積もり精度が低いなどの場合は、

リスク分担のルールを明確化した上で当該地質リスクに関わる不確実性を削減するかどうかの判

断を受注者にゆだねる、すなわち地質リスクを受注者に移転する対応が考えられる。例えば設計・

施工一括発注方式による発注がこのようなリスク移転の例である。この場合に重要であるのは、

発注時の施工条件明示であり、地質リスクが発現した場合のリスク負担ルールを契約条項に盛り

込んでおく必要がある。 

なお、リスクを施工業者に移転する場合、入札価格は相応に大きくなると考えられる。しかし、

受注者の受注意欲や地質リスクに対する独自の分析等に応じて入札価格は抑えられる可能性はあ

り、また発注者は工事発注後の事業コスト変動を抑制できるというメリットがある。 
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4.1.5 地質リスクの伝達 

 

 

 

 

 

抽出した地質リスク要因の全てについての評価結果と、各地質リスク要因に対する対応策を次段階

に引き継ぐことが重要である。この引継ぎにより、既述のＰＤＣＡサイクルが途切れることなく継続

し、リスク削減のスパイラルが望ましい方向となる。 

 

 

以上述べた地質リスクマネジメントについて、道路事業を例にした総括表を表 4.1.3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

地質技術者は、評価した地質リスク要因、各地質リスク要因への対応方針等について報告書

に具体的に記述し、発注者はそれら地質リスク要因に対して決定した対応方針を付加して次段

階に伝達する。 
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表 4.1.3 道路事業を例にした地質リスクマネジメントサイクル 

事業段階 実施・フィードバック・展開

具体のリスク要因例 ツール 手法 ツール 方針 対応策

・軟弱地盤
・活断層や構造線

・大規模地すべり
・廃棄物不適正処分、自然由来重金属
　汚染との遭遇

・地下水、温泉等の枯渇

・ワークショップ
　(ブレーンストーミング)

・検討委員会、技術顧問
・地形図、地質図、周辺での工事誌
・リスク発現事例

・リスクレジスター（リスクマトリクス）

・ワークショップ
・経験的判断
・技術顧問

・検討委員会

・リスク発現事例（リスク・不確実性
マップ）
・リスクレジスター（リスクマトリク

ス）

・リスク回避
・リスク削減

基準・マニュアル等にしたがっ
た対応策
・ルート変更
・追加調査、基本構造再検討

具体のリスク要因例 ツール 手法 ツール 手法 ツール

・支持層分布、強度のばらつき
・断層、変質帯等の存否
・湧水、渇水影響

・斜面不安定化懸念
・過大設計、過小設計

・検討委員会、技術顧問
・設計VE
・前段階リスクマネジメント

　報告書
・リスクレジスターアップデート
・リスクブレークダウンストラクチャー

・地質リスク調査検討業務
・検討委員会、設計VE
・先例検討

・確率分析、信頼性解析など定
量的地質リスク計量化

・NEXCO３社方式実施調査計画策定
・力学、水理シミュレーション

・イベントツリー、シナリオ分析
・応答曲面法、ﾓﾝﾃｶﾙﾛｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

・リスク削減

・リスク移転

・リスク受容

・追加調査・試験、修正設計
・構造変更、基礎形式変更、地盤改良
・発注形態検討（PFI,DB)

・GBR等によるリスク分担明確化
・工事積算

具体のリスク要因 ツール 手法 ツール 手法 ツール

・設計図書と現場の相違

・仮設に関わる調査不足
・重大な地質リスクの見落とし
・過大設計、過小設計

・技術顧問

・詳細設計報告書
・入札時VE
・リスク分担法
・GBRのレビュー

・基本設計会議

・先例検討
・技術委員会
・ＣＭの活用
・定量的地質リスク計量化

・力学、水理シミュレーション

・イベントツリー、シナリオ分析
・応答曲面法、ﾓﾝﾃｶﾙﾛｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

・リスク削減

・リスク移転

・リスク受容

・追加調査および修正設計

・発注方式の検討

・リスク分担ルールの再検討
・予備費計上

具体のリスク要因 ツール 手法 ツール 手法 ツール

・未調査箇所での工事に
　伴う不慮の不安定化
・地下水噴出、地下水枯渇
・強度不足、支持層不在

・ＣＭ、技術顧問
・工事監理連絡会（四者協議）
・契約後VE

・技術管理費による調査
・コンサルタント発注
・インハウスエンジニア
・検討委員会の設置
・土木研究所等の技術指導

・力学シミュレーション、安定解析
・原位置調査、試験
・試験施工
・類似事例調査

同左
・設計変更、補助工法発注
・工法変更など

リスク要因 ツール 手法 ツール 手法 ツール

・地震
・風化、緩み、降雨
・交通振動など人的インパクト
・材料劣化

・モニタリング
・防災点検、パトロール

・信頼性解析
・地震時、降雨時破壊確率推定

・マルコフ過程モデル
・ﾓﾝﾃｶﾙﾛｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる
　破壊確率

・確率評価結果をもとにしたリ
スク規範に基づく維持管理計画
策定

・維持管理計画、防災計画策定
業務

・工事竣工図書に、地質・地盤
に関わる確認事実、地質リスク
に関わる対処内容等をすべて盛
り込み、維持管理段階に引き継
ぐ。

・地質リスクマネジメント報告
を作成し、次段階へ申し送り。
・構造再検討・変更を含む計画

計画段階

測量・設計段階

・施工条件明示図書の確定
・PFI、DBにおいては、リスク分
担ルールを設定。あるいはベー
スラインを設定し、GBR作成。

・地質調査結果を咀嚼し、個別地質調査成果の総合的解析を行う。
・詳細設計上過大な不確実性の存否、あるいは好機となりうる地質リス
ク要因など、地質リスクを抽出し、リスト化する。

・抽出した地質リスク顕在化時の影響を多方面から検討。特に設計
　レベルに合わせて具体的な影響度合いを工事費変動や工期遅延の
　長短などの指標で検討。
・リスクの大きさ等に応じて定量的評価手法を導入する。
・好機となりうるリスク要因についても同様に評価する。

地質調査の費用対効果、設計レベル、残余リスクの大きさなどを検
討し、リスク対応策を決定する。 ・調査、設計精度の高まりと合

わせ、許容できるリスクの大き
さになるまでPDCAサイクルを回
す。
・調査設計の最終段階で地質に
関わる総合的な解析報告書をと

りまとめ

・構想段階から地質技術者が参画し、路線上の不都合な地盤条件を大ま

かに認識する。ただし、イベントがいつ、どのような要因でどのように
影響するのか、想定する。（この段階では不都合な事象の想定が主）

・リスクの大きさを、発現可能性や影響の大小を基に検討し、定性的

評価によりランク分けする。
・リスク評価結果をもとに、リスク対応方針を検討する。

維持管理段階

・長期間にわたる供用期間中の被災リスク、地盤構造物の劣化リス
　クについて、モニタリングや各種ハザードマップなどを利用して
　点検・把握する。

・リスク削減費用対効果を路線別あるいは箇所別、構造物別に作成
し、リスク効率性の観点から対応優先度を検討する。

道路事業の地質リスクマネジメント体系

注）本表は「道路事業におけるリスクマネジメントマニュアル（ver.1.0）」（土木学会インフラPFI研究委員会）を参考にして作成

工事発注段階

・詳細設計申し送り事項
・施工計画、仮設設計
・最終的な地質解析報告書
　　　などの結果から、工事発注に際しての残余地質リスクを特定

工事発注できるレベルのリスクかどうか、評価 残余地質リスクの大きさに応じて、リスク対応策を検討する。

工事段階

・施行中の地質リスク発現、予期せぬ事象
・不適正廃棄物や、自然由来汚染土壌との遭遇
・災害あるいは安全管理上のやむを得ない対応
・設計との相違
　などを事前に想定、または工事中に発生した場合の対応

顕在化したリスクについて追加調査・試験を実施・分析して発現リス
クの背景把握を把握する。これをもとに、対応設計、対応工事費用積
算、工程計画立案を行う。

地質リスク評価結果を基に、対応策（変更設計、対策工事、工法変
更）を決定する。
発注形態によっては、受発注者が協議し、費用分担について決定す
る。

解析による評価結果をもとに、維持管理計画を策定する。
・地盤条件を考慮した最適維持管理計画
・地盤条件を考慮した最適防災計画（斜面）
　　　　　　　　　　　　　　　など

地質リスク要因の抽出 地質リスク評価 地質リスク対策検討

リスクマネジメントサイクル

事

業

段

階
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4.2 定量的地質リスクマネジメント 

 計算により設計される構造物は、一般に荷重と抵抗、あるいは構造物の応答と限界状態の関係から

所定の安全余裕を確保するように、構造物の材料や形状寸法等が決定される。ここで所定の安全余裕

とは、例えば図 4.2.1 に示すように荷重と抵抗の関係に着目した場合、荷重と抵抗のばらつきから推

定される破壊確率※が構造物として妥当な範囲となるように、荷重と抵抗の特性値の離隔であるといえ

る。この際の破壊確率が、これを満足しないことによって生じる事業コストや損失に及ぼす影響を考

え合わせ、「どの程度が対象構造物としての妥当な破壊確率なのか」を検討するのが「リスクマネジメ

ント」である。 

※ 破壊確率とは、例えば抵抗は荷重よりも大きいという設計の目標に対し、荷重と抵抗のばらつきから、抵抗よりも

荷重が大きくなるといった設計の目標を満足しない確率をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.1 構造物の安全余裕 

 

 ここでは、調査の質や量などに応じて評価される地盤そのものと地盤挙動の不確実性を考慮し、ど

の程度の構造物とするか、あるいはどんな対策工を実施すべきかについて、事業コストや損失に及ぼ

す影響を考え合わせて検討する「定量的地質リスクマネジメント」の概要を述べる。 

 

4.2.1 定量的地質リスクマネジメントの流れ  

 定量的地質リスクマネジメントの流れを図 4.2.2に示す。 

 ここでは、既存データや対象とする限界状態の不確実性評価と構造物の応答解析から信頼性解析に

より破壊確率を推定し、別途事業費や被害損失の推定とを考え合わせリスクを推定する。これが受容

リスクを満足すればそこで検討が終了するが、満足しない場合には、追加調査や対策工の検討から受

容リスクを満足する最も合理的なアプローチを検討するものである。 

 

 

 

 

 

荷重 

荷重のばらつき 

設計荷重 

安全余裕 
抵抗のばらつき 

設計抵抗 
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図 4.2.2 定量的地質リスクマネジメント 

 

4.2.2 不確実性評価 

 ここでは、構造物の応答解析や限界状態に影響を及ぼす不確実性を評価して整理する。 

 地質に関する代表的な不確実性としては、例えば次のものなどがある。これらについて、限界状態

のばらつきと合わせて以下に説明する。 

 調査結果の空間分布 

 調査結果の設計定数への変換誤差 

 調査数量による不確実性 

(1) 調査結果の空間分布 

 地盤は均一ではなく、調査結果もこれに応じてばらつく。例えば、標準貫入試験のＮ値が深さ方向

や水平方向にばらつくことをイメージすると分かりやすい。しかしながら、これが設計に及ぼす影響

は比較的小さい。これは、例えば杭の周面摩擦力を推定する場合、深さ方向に周面摩擦力度がばらつ

いたとしても、結局は深さ方向に合計するため、このばらつきは杭の長さによって平均化されるため

である。このことは円弧すべり計算でも同じことがいえる。 

 したがって調査結果の空間分布は、調査結果をそのまま不確実性評価するのではなく、設計対象に

応じて、例えば平均に対するばらつきなどとして評価 6)するのがよい。 

(2) 調査結果の設計定数への変換誤差 

 調査結果の設計定数への変換誤差とは、例えばＮ値から強度定数 cやφを推定する際の誤差である。

この不確実性は構造物の任意の断面の設計に及ぼす影響が大きいため、調査方法や室内試験方法に応

じて、設計定数の設定に関する不確実性を適切に評価する必要がある。 

(3) 調査数量による不確実性 

 堤防や道路盛土などのように延長の長い構造物の設計においては、調査数量の不確実性が設計成果
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に及ぼす影響は大きい。例えば河川堤防の耐震性照査を行う場合、一般に照査は調査箇所で行われ、

この結果を調査していない箇所へも適用される。これは技術者の判断により適用されるが、数百メー

トル、場合によっては数キロメートルも調査が行われていない区間でも、調査箇所の結果が適用され

る場合もあり、ここには当然大きな不確実性が存在する。 

 例えば図 4.2.3 に、延長 5km の盛土水路と 10 本のボーリングデータの例、および地表から 20m 以内

の液状化の影響も加味した平均的なせん断剛性（105kPa）について、自己相関距離を 200m とした場合

の Kriging7),8)の手法で推定したばらつきを示す。ここで実線はせん断剛性の平均値、破線は±1σを

表している。なお、標準偏差がゼロとなっている部分は調査地点であり、この例では調査地点でのせ

ん断剛性を確定値として取り扱っている。 

 すなわちこの図では、調査地点のデータを調査していない箇所へ適用する場合の不確実性を表して

おり、より遠くへ適用する場合により大きな不確実性を伴うことを表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.3 調査数量による不確実性の例 

 

(4) 限界状態の不確実性 

 設計では、構造物の応答値が限界状態を超えないことを照査する。ここで、円弧すべり計算のよう

に荷重と限界状態が同時に計算される場合を除き、例えば限界状態が杭の極限支持力やせん断耐力な

どのように、別途の研究から定められる場合には、杭の支持力式やせん断耐力評価式の実験結果（載

荷試験結果）に対する再現性が限界状態の不確実性である。 

(5) その他 

 ここで示した以外にも設計に用いる不確実性は色々とあり、必要に応じて設計に及ぼす影響が大き

なものは設計者の判断で考慮するものとする。特に、FEM 解析といった応答解析に用いる手法の不確

実性を評価する。 

 なお、構造物の応答解析における応答曲面の簡略化において、独自のパラメータが必要な場合には

そのばらつきについて評価する必要があるが、この点については次項で例示する。 
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4.2.3 構造物応答解析 

 構造物応答解析とは、円弧すべり計算や FEM解析、あるいは基礎に及ぼす荷重の計算のことである。

ただし、後で述べる信頼性解析にあたり、例えば FEM 解析を百万回実施するといったことは現実的で

はない。そこで、ここではこのための実用的な手法として応答曲面法 9)を紹介する。 

 応答曲面とは、応答解析で得られる結果と応答解析に影響を及ぼすパラメータとの関係式と理解さ

れるとよい。参考として、図 4.2.4 に示す地震時に液状化が懸念される地盤上の盛土水路の地震時沈

下量の応答曲面の例を式（4.2.1）、この応答曲面の FEM 結果の再現性を図 4.2.5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.4 FEM モデルの例 

 

 

（4.2.1） 

 

 ここに、S：沈下量（m）、Ha：地表から 20m 以内の液状化の影響も加味した平均的なせん断剛性（105kPa）、

FS03：地震動のフーリエスペクトルの 0-3Hzの積分値（gal） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.5 応答曲面の FEM 解析結果の再現性の例 

 

4.0

3.0

3.0
(m)

30.0 

30.0 

S 5.15 6.44 1 EXP Ha 0.6

0.3









0.14






















  1 EXP  FS03 1.8

1.8









0.7











0"

1"

2"

3"

0"" 1"" 2"" 3""

R
S

FEM

0"

1"

2"

3"

4"

5"

6"

0.7+0.8" 0.8+0.9" 0.9+1" 1.0+1.1" 1.1+1.2" 1.2+1.3" 1.3+1.4" 1.4+1.5" 1.5+1.6"

RS/FEM

m = 1.07, SD = 0.16 

FEMで推定した沈下量（m） 

応
答
曲

面
で
推

定
し
た
沈

下
量

（m
）

 



 
 

4-15 

 

 すなわち、どんな複雑な解析であっても解析結果を再現しうる応答曲面を作成してしまえば、信頼

性解析を簡易に行うことができる。ただし、応答曲面の再現性は信頼性解析における不確実性の 1 つ

として考慮しなければならない。また、式（4.2.1）での Ha や FE03 など、応答曲面を作成する上で対

象としたパラメータの不確実性は、事前に評価しておく必要がある。 

 

4.2.4 信頼性解析・破壊確率 

 例えば構造物の応答を式（4.2.1）で推定する場合の性能関数を式（4.2.2）で表せば、破壊確率は

モンテカルロ・シミュレーション（以下，MCSと呼称）により簡易に推定することができる。 

 

 

 

 

（4.2.2） 

 

 ここに、SL：沈下の限界状態（m）、SR：応答沈下量（m）、δHa：平均的なせん断剛性の不確実性、 

δRS：応答曲面の FEM 解析再現性の不確実性、δFEM：FEM 解析の実態挙動再現性の不確実性 

 ここで、不確実性はすべて確率変数で表す。なお、この例では，地震動は水路の各位置で予測され

ているものについて確定的に取扱うこととし、地震の発生にともなう不確実性は考慮していない。ま

た、沈下の限界状態についてもここでは確定値として取り扱っている。 

 式（4.2.2）は、沈下の限界状態は応答沈下量より大きいことを意味しており、MCSではこれを満足

しない確率を破壊確率として取扱う。 MCS の解説は 5.2 で述べる。 

 参考として、式（4.2.2）により、沈下の限界状態を 1.2m とした場合の各水路位置での破壊確率の

例を図 4.2.6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.6 破壊確率分布の例 

 

4.2.5 事業費・被害損失推定 

 ここでは、問題が発生した場合の事業費増加、事業損失、復旧費、および社会的な損失について計

上する。 

 例えば、既設水路の場合の各水路位置における事業損失の例を図 4.2.7 に示す。この水路モデルで

は、上水、工水、および農業用水が供給されており、上水と工水は 3.5km 地点で浄水場へ供給され、

農業用水は均等に周辺の田畑へ供給することを仮定している。 
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図 4.2.7 事業損失の例 

 

4.2.6 リスク推定 

 破壊確率、すなわち問題の生起確率と事業費・被害損失から対象構造物のリスクを推定する。一般

には式（4.2.3）から推定される。 

 リスク ＝ 生起確率 × 被害損失                     （4.2.3） 

 参考として、図 4.2.6 と 4.2.7 で示した破壊確率と事業損失から推定された、水路各位置でのリス

クを図 4.2.8 に示す。水路全体のリスクは、リスク分布を積分すればよく、この例の場合には約 680

億円と推定されている。 

 なお、水路の事業損失のみに着目した場合には、上流側で損傷した場合にそれより下流側の損失は

ゼロとなるため、リスクは式（4.2.4）に示すように、水路各位置での健全である確率に破壊確率と被

害損失を乗じて推定している。 

（4.2.4） 

 ここに、Ri：i点のリスク、Pi：i 点の破壊確率、Di：i 点の被害損失 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.8 リスク推定の例 
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 推定されたリスクに対し、受容リスクとの比較から対策等の必要性について検討する。ただし、一

般に受容リスクを定めるのは困難なため、よく行われる手法として、対策等を実施した場合の効果を

評価する費用対効果（B/C）による評価法がある。ここで Bはリスク低減料であり、Cは対策等にとも

なう費用である。すなわち、B/C が 1.0 以上であれば対策等を実施する価値があるというもので、こ
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の大きさにより対策等の実施を検討する手法である。 

 この評価方法の具体は、追加地盤調査や対策工検討で詳しく述べる。 

 

4.2.8 追加地盤調査の検討 

 ここでは地盤調査による効果を推定し、追加地盤調査の実施とその量や位置を検討する。 

 ただし、一般に追加地盤調査はリスク低減上有効で、特に連続した構造物のリスクを低減する上で

は、「極めて有効な対応策」である。 

 例えば図 4.2.3 で示した既存ボーリングによる地盤の不確実性に対し、図 4.2.9 に示すように、9

本のボーリングを追加し、その結果が図 4.2.3 で示した地盤の不確実性の平均値だったと仮定する。

すなわち、追加ボーリングの結果そのものは何ら嬉しくないものである。 

 しかしながら、追加ボーリングにより地盤の不確実性は減少しており、この結果を用いて推定した

リスク分布を図 4.2.10 に示すが、全体のリスクは約 580 億円と既存ボーリングのみでの結果と比較し

て、100 億円のリスクが低減されたことになる。この場合の費用対効果を表 4.2.1 に示すが、1000 万

円に満たない投資で 100 億円のリスクが低減されるため、費用対効果（B/C）は 1000 以上となり、追

加地盤調査の有効性がよく分かる。 

 なお、図 4.2.10 において，1.5km 地点のリスクが追加地盤調査前と比較して大きくなっているのは、

それより上流側での破壊確率が小さくなった、すなわち健全である確率が大きくなったためである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 既存ボーリングによる地盤の不確実性と追加ボーリング位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 追加ボーリングによる地盤の不確実性 

図 4.2.9 追加ボーリングの仮定と地盤の不確実性 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000 4500 5000

H
an

ky

平均

平均±標準偏差

ボーリング地点

距離（m） 

平
均
せ
ん
断
剛

性
 

（1
0
5 k
P
a）

 



 
 

4-18 

 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000 4500 5000

リ
ス
ク

(百
万
円
) 対策前

対策後

 

 

 

 

 

 

図 4.2.10 追加地盤調査後のリスク推定の例 

 

表 4.2.1 追加地盤調査の費用対効果の例 

（B/C 以外の単位は百万円） 

地盤調査 無対策リスク 
追加地盤調査によ

るリスクの増減 
（B = R0 – R1） 

追加地盤調査費用 
（C） 

B/C 

既存調査 R0 = 68,000    
追加調査 R1 = 58,000 10,000   9 1111 

 

4.2.9 対策工検討 

 ここでは、対策工等にともなう効果を推定し、対策工の実施と工法と位置について検討する。 

 定量的地質リスクマネジメントでは、リスクの分布を確認することができるため、最も効果的な対

策工を選定することができる。 

 例えば図 4.2.10 で示したリスク分布に対し、図 4.2.11(a)の対策工を計画した場合のリス分を図

4.2.11(b)に示す。また、この際の費用対効果を表 4.2.2 に示す。この結果によると、調査費を含み約

45 億円の対策により、610 億円のリスク低減が可能となり費用対効果（B/C）は 11 以上と高い効果が

期待できる。 

 ただし、これは 1 つの例であり、事業主体は予算に応じて最も効果的な対策工とその効果から、対

策等の対応を検討することとなる。 

 

 

 

 

 

(a) 対策工の選定 

 

 

 

 

(b) 対策前後のリスク 

図 4.2.11 対策工と対策前後のリスク 
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表 4.2.2 追加地盤調査と対策工の費用対効果の例 

                             （B/C 以外の単位：百万円） 

 追加地盤調査＋対策工 

対策前リスク R0 68,000       

追加地盤調査＋対策工費用 C 4,500       

対策後リスク R1 6,850       

リスク低減量 B = R0 - R1 61,150       

費用対効果 B/C 13.6 
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4.3 事業段階に応じた手法 

4.3.1 事業段階 

一般的に公共事業は、図4.3.1に示すように計画・構想、設計、施工、供用の4段階に区分することが

でき、さらに、設計段階には予備設計と詳細設計の詳細な段階が存在する。そして、地質調査は、各段階

において、その都度、事業者と契約を結び別々の地質技術者により実施されており、事業段階間で地質リ

スクが確実に引き継がれていない場合もある。また、現時点ではこれらの各段階の地質調査において、地

質リスクマネジメントの概念を導入した調査は一部の事業者を除き行われていない。 

 

川井田(2013) 10)によれば、地質リスクの回避あるいは低減する対応として以下の順序が示されている。 

①リスクのある地盤や地質を避ける 

②避けることができない場合は、技術的に対処しやすい設計とする 

③上記の選択ができない場合は、その対策を早くから準備する 

構想・計画段階において地質リスクが特定できれば、路線や計画を変更し①の対応が可能である。しか

し、調査・設計段階や施工段階になると、小規模な範囲での計画や施工の変更は可能であるが、多くの場

合は用地取得が終了しており路線の変更はできずリスクを回避することができない。この場合は②の対応

を採用することになる。 

このように、各事業段階においては、採用することのできる対応方法に制約が生じるため、次項からそ

れぞれの事業段階における地質リスクマネジメントの手法について考察する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3.1 建設事業における一般的な事業段階と地質調査の関係 
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4.3.2 事業の関係者 

建設事業には多くの関係者が存在し、各事業段階において関係者が異なっている。その現状の関係を図

4.3.2 に示す。いずれの段階においても、事業者はその事業の中心的役割を果たすため、常に関わること

になる。また、地質技術者も各段階で事業に関わっている。一方、設計技術者は主に設計段階に、施工技

術者は主に施工段階、維持管理技術者は主に維持管理段階で事業に関わることになる。 

このように、地質技術者は地質のエキスパートとして、すべての段階に登場し、地質リスクマネジメン

トを行う上で重要な役割を果たすことができる。 

また、新たな取り組みとして、発注者(事業者)支援を行うためのジオ・アドバイザー11)の運用も始まっ

ており、地質技術者が事業者側に加わることで地質リスクマネジメントを円滑に実施できるようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4.3.2 各事業段階における現時点の関係者 
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4.3.3 事業における地質リスクマネジメントのプロセス 

従来の事業段階の中に地質リスクマネジメントを組み込んだフローを図4.3.3に示す。この図は道路事

業のプロセスを参考にして、関係者間の地質リスクの伝達と地質リスクが各段階を踏んで削減されていく

状況を示している。また、対応すべき地質リスクマネジメントの内容について記載してある。 

基本的に、地質リスクの削減は、適切な地質調査の計画と実施およびその解釈・解析により行われるも

のと考える。このため地質調査は事業の中で重要な役割を果たしていると考える。 

また、地質リスクは、基本的には段階を踏んで小さくなる方向にマネジメントされるが、設計段階での

構造形式の変更や施工段階での新たな事象の発生等により地質リスクが増大する場合もある。このような

場合には、すべての当事者が柔軟に対応する必要がある。 

事業段階における地質リスクマネジメントは各段階で実施される地質調査業務の中で実施されるが、単

独の地質調査で実施し効果が挙がるものではなく、事業全体を通じ実施されることにより事業コストの適

切なマネジメントに貢献することができる。なお、各段階の詳細なプロセスについては、4.3.4 以降に記

載した。 
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図4.3.3 公共事業（道路事業）における地質リスクマネジメントのプロセス 
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4.3.4 構想・計画段階における地質リスクマネジメントの手法 

(1)検討に用いるインプット情報 

構想・計画段階では、地質リスクとしてどのような要因がその事業に内在しているのか明らかになって

いない場合が多い。この理由は、事業者が中心となり計画を進めることが多く、地質リスクに関する知識

が不足している場合があるためである。 

そこで、地質技術者が構想・計画段階から加わることにより、地形・地質に対する知識や経験に基づき、

以下に例示する事項をインプット情報とし、地質リスクマネジメントを実施することが望まれる。 

・地質リスクマネジメントを行うためのインプット情報 

① 地形図判読 

② 空中写真判読 

③ 斜面災害履歴調査 

④ 地盤の液状化履歴調査 

⑤ 地表地質踏査 

 

(2)適切な有資格者等の活用 

地質リスクマネジメントを実施する地質技術者としては、地質調査に関する多くの経験と知識を有する

者が適切である。その裏付けとして、下記の資格を有する者が望ましい。さらに、その地域に精通した地

質技術者や地質に精通した設計技術者が参画することにより地質リスクマネジメントを向上させることが

可能になる。 

・地質リスクマネジメントを実施する上で望ましい資格 

① 技術士（建設部門：土質及び基礎、応用理学部門：地質） 

② 技術士（総合技術監理部門：上記部門） 

③ 応用地形判読士 

・地域に精通した地質技術者 

・地質に精通した設計技術者 

 

表4.3.1 応用地形判読士を紹介した資料12) 
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(3)地質リスクマネジメントの内容 

この段階における地質リスクマネジメントの目的は、想定され得る地質リスクを抽出・特定し、適切な

調査計画を策定することである。 

この段階の地質リスクマネジメントの手法としては、リスクを回避する方法、リスクを削減する方法、

リスクを移転する方法がある。 

リスクを回避する方法は、一般論としては、道路計画であればルートの変更、ダム事業であればダム軸

の変更などであるが、計画段階の作業が進んでいる場合には、これらの変更は困難な場合が多い。 

リスクを削減する方法は、抽出された地質リスク要因に対し、適切な内容、適切な位置、適切な数量の

地質調査計画を立案することになる。実際の調査は、後工程で実施される本調査（地質調査業務）で実施

される。この地質リスク要因を特定した上での地質調査計画の立案は重要な事項である。 

リスクの移転は、発注形態を検討することになる。その一例として、設計・施工一括発注方式による発

注や委託業務のプロポーザル方式において、地質リスクを把握する業務（地質リスク調査検討業務）が発

注できるようになった。 

 

(4)地質リスクの伝達 

この段階の関係者は、事業者、設計技術者、地質技術者である。地質技術者は、上記のインプット情報

や自らの経験と知識にもとづき、地質リスクを抽出し特定する。更にこの結果から、後続の地質調査計画

を立案する。 

地質技術者は、ここで抽出された地質リスクを事業者に報告し説明する。報告に際しては、地質の知識

が乏しい事業者に対しても十分に理解できるよう心掛ける。また、事業者に伝達された地質リスクに関す

る情報は、設計技術者に伝達される。そのためには、判り易い表現が必要になる。 

設計技術者に伝達された地質リスクの情報は、設計技術者により設計作業に取り込まれ設計資料となる。

この設計技術者の作業過程で、新たな地質リスクとなる事項が指摘される場合がある。この時には、設計

担当者から事業者に報告が行われ、地質技術者にフィードバックされる。 

表4.3.2に伝達されるべき地質リスクに関する情報の例を示す。これらの地質リスクは事業に対する影

響度と発生確率から評価するとともに、費用対効果についても併せて検討する。 

 

表 4.3.2 道路事業の構想・計画段階における主な地質リスクの伝達内容 

地質リスクとして伝達されることが
望ましい事項 地質リスク対応の検討内容 

切土 

・地層の走向傾斜の構造 ・ルート変更、のり面対策、のり面切土勾配 

・地層の亀裂、節理の構造 ・ルート変更、のり面対策、のり面切土勾配 

・地すべり地形の有無と大小 ・ルート変更、地すべり土隗の除去、 
地すべり対策 

盛土 ・軟弱地盤の深浅 ・ルート変更、軟弱地盤対策 

橋梁 
・平坦地における支持層線の深浅 ・ルート変更、基礎形式選定 

・傾斜地における支持層線の凹凸 ・ルート変更、基礎形式選定、斜面対策 

トンネル ・坑口における偏土圧(地すべり)の大小 ・ルート変更、斜面対策、トンネル構造検討 

掘割 ・地下水環境への影響の大小 ・ルート変更、縦断勾配変更、通水対策 
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4.3.5 調査・設計段階における地質リスクマネジメントの手法 

(1)検討に用いるインプット情報 

調査・設計段階では、構想・計画段階の地質リスクの抽出・特定を受けて、地質リスクマネジメントを

実施する。実際には、この段階では物理探査やボーリング調査などの現地調査が実施されることになる。

そして、想定された地質リスクの確認が行われる。 

この際に用いる調査手法としては、概査から精査へ階層性を活用し、経済的で合理的な調査が行われる。 

・調査・設計段階における地質リスクマネジメントを行うためのインプット情報 

① 弾性波探査 

② 電気探査（二次元探査） 

③ スウェーデン式サウンディング 

④ 静的コーン貫入試験（CPT） 

⑤ ボーリング調査 

 

(2)適切な有資格者等の活用 

 調査設計段階においても、活用すべき技術者は構想・計画段階と同じ資格等を有する技術者であること

が望ましい。 

 

(3)地質リスクマネジメントの内容 

この段階の地質リスクマネジメントの目的は、以下のとおりである。 

目的①：構想・計画段階で提示された地質リスクを解決するための現地調査の実施 

目的②：現地調査を進める中で新たな地質リスクの有無を検討し、有の場合は地質リスクの解明をその

業務の中で行うか、または、地質リスクを留保し後段階で解決のための調査を行うかの判断 

この段階では、事業が進行し用地買収が終了しているため、ほとんどの場合、計画路線のルート変更等

ができない。このため、地質リスクを削減する方法のみが採用されることになる。 

地質リスクを削減する方法としては、構想・計画段階で示された地質リスクに対応した適切な現地調査

を実施することになる。また、当初に想定していない地層や岩石の出現、被圧地下水の出現などが予見さ

れた場合には、実施している業務の中で追加調査の提案を行うなどして、柔軟に対応することが望まれる。

工期や費用の面で、当該業務では実施できない場合は、後段階での業務として実施されるために後続調査

計画を立案し伝達する。 

 

追加調査の提案（当該業務内で実施、または後続業務で実施） 

 

また、予備設計等が同時に実施されている場合には、設計技術者と情報交換を行い、修正設計等により

地質リスクを回避できることを提案することが望まれる。このような場面として、事業者・地質技術者・

設計技術者による新たな三者協議会が開催され、対等な立場でより直接的に地質リスクに関する情報の伝

達ならびに共有が行われることが望ましい。 

 

新たな三者協議会の開催（事業者・地質技術者・設計技術者） 
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(4)地質リスクの伝達 

この段階では、現地調査が実施されることにより、事実に即した情報が取得されている。しかし、上記

したように工期の制約や予算の制約により、十分な調査が実施されない場合もある。このような場合には

事業者と綿密な協議を行い、後段階で実施すべき調査計画を策定する必要がある。この調査計画には、地

質リスクに関する事項が中心となり記載されるべきであり、地質リスクの重要な伝達になる。 

また、地質技術者が地質調査結果をモデル化し考察・評価するが、その過程において地質リスクが内在

することもあり、これについても伝達する必要がある。なお、モデル化の過程に内在するリスク要因につ

いては、すでに3.2.2で述べているので参照されたい。 

調査・設計段階で伝達されるべき地質リスクに関する情報の例を表4.3.3に示す。 

 

表 4.3.3 道路事業の調査・設計段階における主な地質リスクの伝達内容 

地質リスクとして伝達されることが
望ましい事項 地質リスク対応の検討内容 

切土 

・地層の風化度および膨潤性の評価と 
道路施工への影響 ・切土のり面勾配、のり面対策工の比較検討 

・地すべりのすべり面深度および活動度 
の評価と道路施工への影響 ・複数案による地すべり対策の比較検討 

盛土 ・軟弱地盤の地層構成および土質定数 
の評価 

・複数案による軟弱地盤対策の比較検討 
・採用する地盤定数の比較検討 

橋梁 
・地層構成および具体的な支持層線の 
凹凸状況の評価 

・土質定数に基づく設計用定数の評価 

・杭の根入れ長などの基礎形式の比較検討 
・採用する地盤定数の比較検討 

トンネル 
・地山評価の決定過程の評価 
・断層破砕帯の性状、規模、地下水状況 
の評価とトンネル施工への影響 

・トンネル構造の検討、地下水対策の検討 

掘割 ・地下水位変動、帯水層区分、水理定数 
の評価と周辺環境への影響 ・地下水止水の検討、通水対策の検討 

 

 

 

4.3.6 施工段階における地質リスクマネジメントの手法 

(1)検討に用いるインプット情報 

施工段階では、地山の掘削や基礎杭施工などの建設工事が施工される。これにより、地質調査では把握

することのできなかった新たな地質リスクの発現や留保していた地質リスクが発現することがある。 

施工後に地質リスクが発現した事例として、橋台の基礎杭の根入れ長不足により橋台に沈下が発生した

事例がある13)。その原因を把握するために調査ボーリングが実施され、海側の支持層線が調査・設計時に

想定した支持層ラインより深くなっていることが判明した。当初実施された調査ボーリングは、橋台位置

の道路法線上の縦断方向の2本であった。しかし、地形は道路法線と直行する海側に傾斜しており、道路

法線と直交する方向における測線での調査ボーリングは実施されていなかった。このため、道路法線上で

の調査結果により杭長が設計され施工された。地質リスク発現後に道路法線に直交する海側で実施された

調査ボーリングにより、支持層線が深くなっていることが判明した。 

この事例の場合は、支持層の出現深度を3次元で把握していなかったことに原因があり、調査・設計段
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階および施工段階で橋台4隅における調査ボーリングの実施を含んだが地質リスクマネジメントが実施さ

れていれば事業損失を防げた可能性がある。 

 

顕在化した地質リスクに対応するために、以下に示すような施工に伴う情報を収集し、地質リスクマネ

ジメントのインプット情報とすることができる。 

・施工段階における地質リスクマネジメントを行うためのインプット情報 

① 工事施工記録 

② 追加ボーリング調査 

③ 施工に伴う斜面等の動態観測記録 

④ 地下水位観測記録 

 

(2)適切な有資格者等の活用 

施工段階においても、活用すべき技術者は構想・計画段階と同じ資格等を有する技術者であることが望

ましい。より多くの施工中の現場における地質調査に携わったものであればさらに良い。 

 

(3)地質リスクマネジメントの内容 

施工段階においては、地質リスクが発現してからの対応ではなく、地質リスクが発現する前にその地質

リスクを把握し、施工前に地質リスクを解決しておくことが重要である。 

このためには、現在、実施されている三者協議会(発注者・設計技術者・施工技術者)において、地質リ

スクの有無を適切に説明し、地質リスクが存在すればその地質リスクを解決しておく地質調査の実施を提

案することが重要である。しかし、現在の三者協議会に設計技術者が参加しているという理由から地質技

術者の参加は要求されていない。地質を熟知している地質技術者が三者協議会に参加することにより地質

リスクを適切にマネジメントすることが可能になることから、今後、地質技術者が協議会に参加する環境

を整備することを提案する。 

 

三者協議会への参加（発注者、設計技術者、施工技術者＋地質技術） 

 

地質リスクに対する認識は、構想・計画段階や調査・設計段階を通じて発注者・設計技術者に理解され

ているものと思われる。しかし、施工技術者には地質リスクについての認識がないため、今後は施工技術

者にも理解してもらえるような地質技術者の活動が必要になる。 

 

(4)地質リスクの伝達 

施工段階で伝達されることが望まれる地質リスクは、工事費を増大させる可能性がある事項とその対応

方法、施工中の安全管理のための事項とその対応方法になる。事業費の観点から前者についての伝達され

るべき地質リスクに関する情報の例を表4.3.4に示す。 
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表 4.3.4 道路事業の施工段階における主な地質リスクの伝達内容 

地質リスクとして伝達されることが 
望ましい事項 地質リスク対応の検討内容 

切土 

・切土のり面背後からの斜面崩壊発生 
の評価 

・追加対策工の検討 
・切土のり面背後斜面の調査 
・のり面および背後斜面の動態観測 

・膨潤性地山における盤膨れ発生の評価 ・追加対策工の検討 
・のり面の動態観測の検討 

盛土 ・盛土の安定と沈下発生の評価 
・盛土周辺地盤への影響の評価 

・追加対策工の検討 
・盛土および周辺地盤の動態観測 

橋梁 ・地耐力不足、根入れ不足の評価 ・地耐力の調査、支持層出現深度の調査 

トンネル 
・坑口斜面の不安定化の評価 
・断層破砕帯等に伴う地下水異常出水 
の評価 

・トンネル構造の検討、地下水対策の検討 

掘割 ・周辺井戸の水位低下の評価 
・水質汚濁の評価 

・止水対策の検討 
・地下水揚水の検討 

 

 

4.3.7 維持管理段階における地質リスクマネジメントの手法 

(1)検討に用いるインプット情報 

維持管理段階は、道路事業であれば供用開始直後から長期間にわたることになる。このため、経時的な

構造物の劣化、地層や地盤の劣化(風化)、地下水の変化等を考慮する必要がある。維持管理段階において

地質リスクマネジメントを行う場合には、長期的な視野に立ち、どのような地質リスクが顕在化するかを

検討する。このような検討のためには、以下に例示する事項をインプット情報として、地質リスクマネジ

メントを実施することが望まれる。 

・維持管理段階における地質リスクマネジメントを行うためのインプット情報 

① 各段階で実施された地質調査結果 

② 日常点検記録 

③ 同種の地質分布域での災害等の記録 

④ 施工時の動態観測記録 

⑤ 地下水位観測記録 

 

(2)適切な有資格者等の活用 

高度経済成長期に整備された社会資本ストックの老朽化が急速に進むなか、維持管理段階においても活

用すべき技術者は、構想・計画段階と同じ資格等を有する技術者であることが望ましい。また、国交省は

平成26年7月に「社会資本メンテナンスの確立に向けた緊急提言：民間資格の登録制度の創設について」6を

作成した。資格制度の検討を急ぐ対象となる施設は、道路橋や道路トンネル、河川堤防・河道、砂防設備、

海岸堤防、下水道管路、公園施設などであり、これらに関する資格を有することも地質リスクマネジメン

トを行う上で重要である。 
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(3)地質リスクマネジメントの内容 

国交省の「社会資本メンテナンスの確立に向けた緊急提言：民間資格の登録制度の創設について」にお

いて示された道路トンネルにおける維持管理・更新の標準的な業務プロセスを図4.3.4に示す。このプロ

セスではトンネル構造物に対する点検・診断の内容については記載されているが、トンネル坑口周辺の斜

面やトンネル覆工背面の地山の劣化などの地質に関する点検・診断については記載されていない。将来的

には図4.3.4の業務プロセスに地質リスクマネジメントの概念を導入した維持管理を行うことが望まれる。 

維持管理段階において、地質リスクマネジメントを行うことがふさわしい道路事業に関係する例を以下

に示す。 

の り 面：長期にわたる風化作用に伴う地層の劣化によるのり面構造物への影響 

地すべり：地下水排除工の目詰まりによる地下水状況の変化に伴う地すべり土隗の不安定化 

アンカー工定着部の地層の劣化に伴う必要抑止力の低下 

図4.3.4 道路トンネルにおける維持管理・更新の標準的なプロセス14) 

 

なお、図4.3.4の維持管理・更新に係る標準的な業務プロセスについては、トンネルのほかに橋梁、堤

防・河道、砂防、海岸堤防等、下水道管路施設、港湾施設、空港施設、公園施設についても示されている

ので、参考としていただきたい。 
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(4)地質リスクの伝達 

維持管理段階で伝達されることが望ましい地質リスクは、長期的な視野に基づき地質リスクを特定し、

その対応についてマネジメントされることが望まれる。 

 

 

表 4.3.5 道路事業の維持管理段階における主な地質リスクの伝達内容 

地質リスクとして伝達されることが 
望ましい事項 地質リスク対応の検討内容 

切土 ・切土のり面の風化による不安定化の 
の評価 

・風化を抑制するための追加対策工の検討 
・のり面および背後斜面の動態観測 

盛土 ・盛土の変形の評価 
・盛土周辺地盤の評価 

・変形を抑制するための追加対策工の検討 
・盛土および周辺地盤の動態観測 

橋梁 ・支持地盤の変形の評価 ・周辺地盤の動態観測 

トンネル ・坑口斜面の不安定化の評価 ・周辺地山の動態観測 

掘割 ・周辺井戸の水位低下の評価 
・水質汚濁の評価 ・通水対策の効果確認の地下水位観測 
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5. 地質リスクマネジメントの仕組みの例  

5.1 リスク特定のための仕組みの例 

 地質リスクは、計画・構想、調査・設計、施工、供用の各事業段階における適切な時期に、地質の

エキスパートである地質技術者が関わる地質調査業務によって特定され、特定されたリスクは後続段

階へ確実に引き継がれて低減対策が講じられて行くことが望ましい。特に事業の上流段階で地質リス

クを特定できれば対応するチャンスは大きく、地質に関わる事業損失を大きく低減することが可能と

なる。 

 この考え方を明確に打ち出したのが、1992 年(平成 4 年)に日本道路公団が制定した『土質地質調

査要領』及び『調査等共通仕様書』である。その要領・共通仕様書は民営化以降も NEXCO３社に引き

継がれており、地質リスクという言葉こそ用いられていないものの、まさしく地質リスクマネジメン

トの重要性を制度化した仕組みであるといえる。以下、その仕組みと事例について紹介する。 

 

(1) NEXCO３社の仕組み 

   NEXCO３社では、「契約締結後に受注者が現地を確認し、既存の調査結果及び計画されている

道路構造などを考慮して実施調査計画案を詳細に企画し、その案に基づいて監督員と協議のう

え、実施調査計画を策定する」業務を「実施調査計画」と定義し、その費用を支払う体系が確

立されている。すなわち、受注者が既往文献調査や地表地質踏査を行って地質的に問題となる

事象・要因（まさに地質リスク）を洗い出し、それを解決するための地質調査計画（実施調査

計画）を立案することを求めているのである。また、予備調査～概略調査～詳細調査（第一次

調査、第二次調査）と段階的に地質調査を進めることにより、設計に提供する地質データの精

度を上げて行く、すなわち地質リスクを低減させて行くシステムとなっている。 

   一例をあげると、初期段階における概略調査の成果として「土木地形地質図」、「地質図」、「地

層地質縦断面図」等を作成し、次段階の詳細調査ではこれらを総括した形で「調査解析結果総

括図」において切土・盛土の設計・施工上の課題、橋梁等の構造物基礎設計・施工上の課題、

またトンネル設計・施工上の課題などを記述して後続業務に引き継ぐ仕組みとなっている。地

質技術者はそれらの課題に対して解決されていない地形地質上の問題点(地質リスク)を洗い出

して必要な後続調査計画案を策定し、発注者と協議のうえ次段階の調査設計に引き継ぐ仕組み

である。 

 図5.1.1に第一次詳細構造物基礎調査の「調査解析結果総括図」例を示す。ここでは、構造物（橋

台・橋脚）ごとに「設計施工上の留意点」を記載しており、地質リスクに関わる事項を後続業務（第

二次調査・詳細設計・施工）に引き継ぐ事例である。 

また、図5.1.2、表5.1.1には、後続調査計画の例を示す。現時点で未解明の地質リスク、ここ

ではP2及びP4橋脚ジャスト位置での支持層深度とその強度、また地下水状況がリスクとして残され

ているため、後続調査においてこれらを確認する調査計画を引き継いでいる。 

工事発注後はいわゆる三者協議(工事監理連絡会など)を行うことにより、工事施工に係わる

地質リスクを工事請負会社に引き継ぐことが行われる。 

 

(2) 三者協議会 

   表5.1.2に三者協議会における質問の例を示す。三者協議会は、工事発注段階で発注者、施工者、

設計者が一堂に会して、施工者がいだく疑問点を解決して行く会議である。この事例の場合は、土
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質・地質に関わる課題を明確にするため地質技術者も招聘されており、実質的には四者間で協議が

行われた。ただし、この事例のように三者協議会に地質技術者が招聘される事例は稀であり、通常

は発注者、施工者、設計者の三者協議会となっている。自治体において地質技術者を含めた四者協

議会を行っている例もあるが、一般的には三者協議にとどまっているため、地質技術者の参画を制

度化する仕組みを確立することが望まれるところである。 
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図5.1.1 ｢地質調査結果総括図｣例 
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図5.1.2 ｢後続調査計画(案)｣例 
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表 5.1.1 後続調査計画数量表(例) 
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Ｎｏ． 添　付　資　料 備　　　　考

1

1-2

2 資料－１

3

4 資料－２

5 資料－３

6

7 資料－４

8 資料－５

9

10

確　　認　　内　　容

高盛土安定計算

高盛土施工時に行うべき調査（盛土材や基礎地盤を対象）について、考えられるとしたらどの様なもの
が挙げられますか？（例：追加ボーリング、乱していない状態や乱した状態での三軸圧縮試験、大型一
軸圧縮試験等）。また、置換範囲の考え方（高盛土およびC-Bx基礎）は、その試験データをフィードバッ
クすると考えますが、いかかでしょうか？

坑口切土に関して、○○川を挟んで対面側は地すべり地帯となっています。
切土施工において斜面（法面）崩落の危険性や動態観測等および、現地踏査実施の必要性について
は、どのようにお考えでしょうか？

地震時の安定計算については、盛土材料(Pv)の土質定数の設定において、a線、b線により近似し、拘
束圧の小さい盛土表層部と拘束圧の大きい盛土深層部に分けてそれぞれを使用するとされています
（設計要領pp.6-16）。今回の盛土安定解析では盛土材料を全て同一として扱っていますが、そのあたり
の見解はいかがでしょうか（ニューマーク法では考慮している）。

設計の強度が確保できる材料が無い場合の対策についてはどの様にお考えですか。

ニューマーク法で使用している残留強度の設定についてどのような考えで設定されましたか。

高盛土の予想沈下量が計算されていませんが、どの程度沈下すると予想されていますか。

｢ジオテキスタイルを用いた補強土の設計・施工マニュアル改訂版」よるとジオテキスタイルの最大敷設
間隔の目安が示されています。今回は盛土の安定検討の結果から１枚の敷設になっていますが、これ
に関してはいかがお考えでしょうか。

○○○○工事　三者協議会質問書

Pv層の試料採取地点が○○川左岸（STA1020付近)です。Pv層の物性値はバラツキがあると本文内に
も記載がありますが、１ヶ所のデータ（○○会社：H21 ○○地区第二次詳細構造物基礎調査の○○S-
2）のみで設計定数の設定は妥当でしょうか。追加の土質試験が必要ではないでしょうか。

○○TN　○○坑口
６段切土の施工

盛土材料

高盛土沈下量

排水工
STA.1070付近の沢で雨水排水管が1系統に変更されていますが、設計要領では「２系統以上でφ600
を標準とする。」とありますがどのようにお考えでしょうか。

置換部分のジオテキスタイルT=800kNにおいて、引き抜きに対する安定性が検討されていないようです
が、如何お考えでしょうか。

設計において使用されている「パラリンク」は通常軟弱地盤対策として、軟弱地盤上の盛土下部に使用
されています。盛土本体の円弧すべり対策としての使用実績があるのでしょうか。盛土の補強土壁工や
盛土補強工に使用されている「テンサー：三井化学、三菱樹脂」「アデム：前田工繊」などを使用し、多段
敷設に変更したほうが良いと考えられますが、如何がお考えでしょうか。

項　　　目

表 5.1.2 三者協議会における質問例 
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5.2 計量化ツール 

5.2.1 信頼性設計計算法 

 ここでは、信頼性設計の簡易的な概算手法と近年のパソコンの発達から信頼性設計で主流となりつ

つあるモンテカルロシミュレーション（Monte Carlo Simulation，以下 MCS と呼称）を用いた具体的

な計算例を示す。 

 簡易的な概算手法とは、荷重や抵抗（応答と限界値）の両方を正規分布と仮定して信頼性を推定す

る手法（以下，簡易法と呼称）であり、最近でも用いられることが少なくない。これは正規分布と仮

定することでクローズドフォームがあり、荷重と抵抗の両方が標準正規分布の場合は式（5.2.1），対

数正規分布の場合は式（5.2.2）で簡易に信頼性指標を推定でき、概算の信頼性を知る上で便利なた

めである。また、信頼性指標が分かれば，破壊確率も式（5.2.3）で求めることができる。ただし、

正規分布で近似させるところが概算である所以であり、厳密解を得る必要がある場合には別途検討す

る必要がある。AASHTO（LRFD）でも多くの信頼性解析がこれによるが、詳細検討が必要な場合には

MCS によることとしている 1)。 

 

 

（5.2.1） 

 

 

 

（5.2.2） 

 

 

（5.2.3） 

 

 

 ここに、β：信頼性指標、 ， ：抵抗強度と荷重強度の平均値、σR，σS：抵抗強度と荷重強度

の標準偏差、COVR ,COVS：抵抗強度と荷重強度の変動係数、Pf：破壊確率、Φ(  )：正規分布関数（エ

クセルの関数は “NORMDIST”） 

 次に MCSとは、任意の確率変数からランダムに値を抽出し計算を行うもので、確率変数の数や分布、

および性能関数の線形/非線形にかかわらず、必要な回数の計算を行えば厳密な解を得ることができ

る方法である。以前は多くの回数を計算することが困難であったため、複雑な確率計算によらざるを

得なかったが、近年のパソコンの発達から非常に簡易に行えるようになり、今後の信頼性設計計算法

の主流になると考えられている。MCSにおける必要計算回数については、次項で具体的に述べる。 

5.2.2 計算例 

 具体的な信頼性設計の例として、図 5.2.1 に示す 1本の杭の杭軸方向押込み支持力の信頼性を計算

する。 

R S

  R S

 R
2  S

2

 

LN
R
S

1COVS
2

1COVR
2













LN 1COVS
2  1COVR

2 





Pf 1  



5-8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.1 計算モデル 

 

 ここで杭は、径が 1.0ｍ、長さ 11.0ｍの場所打ち杭であり、先端 1.0ｍが支持層に根入れされてい

る。中間層は砂質土層で平均 N値は 15 である。杭先端の極限支持力度を 3000kN/m2，極限周面摩擦力

度を N値から推定（5N）するとすれば、この杭の極限押込み支持力は、式（5.2.4）から 4710kN と推

定される。 

 

（5.2.4） 

 

 ここに、Ru：極限押込み支持力（kN）、qd：杭先端の極限支持力度（kN/m2）、A：杭先端の面積（m2）、

U：杭の周長（m）、L：周面摩擦力を考慮する層の厚さ（m）、f：杭周面の極限摩擦力度（kN/m2）、 

 杭の極限押込み支持力評価のばらつきとしては、多くの杭の鉛直載荷試験と式（5.2.1）で示した

支持力式との比較から、以下の値（載荷試験/支持力式）が得られているものとする。 

 平均値：0.94、標準偏差：0.276 

 一方押し込み力は 1500kN で、ばらつきは以下のとおりとする。 

 平均値：1.0、標準偏差：0.2 

 なお、これらのばらつきは、支持力は標準正規分布と対数正規分布の両方を対象とし、押し込み力

は標準正規分布として計算する。 

 支持力と押し込み力の両方を標準正規分布とした場合の簡易法による信頼性は、性能関数を式

（5.2.5）として式（5.2.6），（5.2.7）から、信頼性指標は 2.2、破壊確率は 1.4％と推定される。 こ

の結果を視覚的に図 5.2.2 に示す。ここで、押し込み力と支持力のばらつきの交わる斜線部分が破壊

確率である。また、図中のσは支持力と押込み力の平均的な標準偏差で、式（5.2.8）から算出する。 

 

（5.2.5） 

 

（5.2.6） 

 

（5.2.7） 

 

（5.2.8） 

Ru  qd AU  L  f

g  R S  Ru Ru V V  0

  R S

 R
2  S

2
 44271500

12992 3002
 2.20

Pf 1    0.014

10m 

φ1.0m 

砂質土層 
平均N値：15 

支持層 

   R
2  S

2
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 ここに、R，S：ばらつきを考慮した抵抗強度と荷重強度、δRu，δV：支持力と押込み力のばらつき

（確率変数）、V：押込み力（kN） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.2 支持力のばらつきを標準正規分布とした結果 

 

 支持力を対数正規分布とした場合の信頼性は、以下に結果のみを示し、支持力のばらつきは図5.2.3

に示す。 

 信頼性指標（β）：3.14 

 破壊確率（Pf） ：0.083% 

 

 次に、押込み支持力のばらつきが全体としてはそのままに、将来的に表 5.2.1 に示すように分解で

きた場合を考える。この場合の性能関数は式（5.2.9）のとおりとなり、複数の確率変数を取扱うた

め、ここでは MCS により信頼性を推定する。 

 

表 5.2.1 押込み支持力の構成要因のばらつき 

 平均値 標準偏差 分布形状 

先端支持力のモデル誤差 0.8 0.25 正規分布 

N 値のばらつき 1.0 0.15 正規分布 

N 値から周面摩擦力度への変換誤差 1.2 0.3 正規分布 

周面摩擦力のモデル誤差 0.9 0.3 正規分布 

 

 

（5.2.9） 

 

 

 ここに、δTM：先端支持力のモデル誤差、δN：Ｎ値のばらつき、δfN：Ｎ値から周面摩擦力度への

g  R S  Ru Ru V V

    qd TM  AU L  f N  fN  fM

      V V  0

荷　重 

確
率

密
度

 

支持力のばらつき 
（標準正規分布） 

押込み力のばらつき 
（標準正規分布） 

支持力の平均値 
押込み力の 
平均値 

β・σ 

破壊確率 
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変換誤差、δfM：周面摩擦力のモデル誤差で、いずれも確率変数 

 MCS（106回）の結果によると、信頼性の結果は以下のとおりである。  

 信頼性指標（β）：2.57 

 破壊確率（Pf） ：0.51% 

 この結果から、抵抗強度（R）の平均値（4427kN）と標準偏差（1299kN）は同じだが、ばらつきの

分解が可能な場合の非線形性を考慮することにより、得られる信頼性が異なることがわかる。これら

の違いは、支持力全体を標準正規分布や対数正規分布とした場合と視覚的に比較したものを図 5.2.3

に示すが、複数の確率変数を有する支持力のばらつきが両者の中間的なものとなっていることから生

じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.3 確率変数に応じた支持力のばらつきの比較 

 

 このような MCS の計算は、近年色々な信頼性解析のためのツールがあるので、非常に簡単に行うこ

とができる。例えば、現在世界的に普及しつつあるフリーの信頼性解析ツール「R2」」を用いた例題の

計算内容を図 5.2.4に示す。ここで、「#」はコメントで計算とは無関係のため、例題程度であれば、

わずか 18 行で計算することができる。 

 計算内容を説明する前に、MCS という計算のイメージについて述べる。確率変数ごとに箱があり、

この中には MCS の計算回数分の確率変数に対応した値が書かれているボールが入っており、毎回その

中から１つのボールを無造作に取り出して計算を行う。これを計算回数分繰返し、最後に性能関数を

満足しない回数を計算回数で除すことで破壊確率が計算される。非常に単純で明快な計算方法である。 

 なお、MCS の計算回数については、上記で述べたような MCSの特性上、計算の度に解が若干変化す

ることを考慮し、得たい破壊確率の桁の数値が変化しない程度に設定する。具体的には、ここでの計

算では 10-4（0.51%）までの破壊確率を計算しているので、計算回数は 106（百万）回としている。  

 さて、具体的な計算内容について、各行のコメント番号ごとに次のとおりである。 

 #1：MCS の計算回数（ここでは百万回） 

 #2：杭先端の極限支持力度 

 #3：杭先端支持力のモデル誤差について、平均値 0.8、標準偏差 0.25 の標準正規分布に対応した、

支持力のばらつき 
（標準正規分布） 

押込み力のばらつき 
（標準正規分布） 

支持力のばらつき 
（対数正規分布） 

複数の確率変数を 
考慮した支持力の 
ばらつき 

荷　重 

確
率

密
度
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MCS の計算回数分の値 

 #4〜#7：杭先端の断面積、杭の周長、周面摩擦を考慮する中間層の厚さ、杭の極限周面摩擦力度 

 #8〜#10：N 値のばらつき、N値から周面摩擦力度への変換誤差、周面摩擦力のモデル誤差の各確率

変数に対応した、MCS の計算回数分の値 

 #11：押込み力 

 #12：押込み力の確率変数に対応した、MCS の計算回数分の値 

 #13：計算１回分の荷重の算出 

 #14：計算１回分の抵抗の算出 

 #15：性能関数を満足しない（抵抗から荷重を差引いた値が負となる）回数 

 #16：性能関数を満足しない回数を MCS の計算回数で除し、破壊確率（Pf）を計算 

 #17：正規分布関数により信頼性指標（β）を計算 

 #18：計算結果（Pfとβ）のアウトプット 

 具体的な計算は、ウェブより「R」をダウンロードしてインストールし、立ち上げた画面に図 5.2.4

のテキストをコピー・ペーストすることで瞬時に計算がはじまり終了する。 

#★設計条件 

n.MCS <- 1000000                         # 1  

QD <- 3000                               # 2 

DMT <- rnorm(n.MCS,0.8,0.25)               # 3 

A <- 0.785                                     # 4 

U <- 3.14                                      # 5 

L <- 10                                        # 6 

F <- 75                                        # 7 

DN <- rnorm(n.MCS,1.0,0.15)                   # 8 

DF <- rnorm(n.MCS,1.2,0.3)                    # 9 

DMF <- rnorm(n.MCS,0.9,0.3)                  #10 

V <- 1500                                     #11 

DV <- rnorm(n.MCS,1.0,0.2)                    #12 

#★荷重の計算 

VV <- V*DV                                   #13          

#★抵抗の計算 

RU <- QD*DMT*A+U*L*F*DN*DF*DMF       #14 

#★性能関数を満足しない回数 

Count <- length(which(RU-VV <= 0))            #15 

#★Pf と βの計算                       

Pf <- Count/n.MCS                            #16 

Beta <- -1*qnorm(Pf,0,1)                       #17 

#★計算結果（Pf と β）のアウトプット 

Pf;Beta                                       #18 

図 5.2.4 「R」による例題の計算内容 
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 最後に、ここでの計算結果によると、支持力のばらつき評価でβが１程度異なり、ばらつき評価

の重要性と影響の大きさに頭を悩ませる方がいるかもしれない。確かにばらつき評価は重要だが、こ

こでの例では大きな信頼性の中での差（破壊確率の差は小さい）であるとともに、組杭を基本とする

杭基礎は冗長性（リダンダンシー）の大きな構造物であり、１本の杭のβが 2.3で杭基礎としての

βは 3.5 に相当するという報告 1)もあり、ここでの結果はいずれも構造物に求められる性能を満足す

る杭基礎の信頼性を有しているものと考える。 
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5.3 リスク分担のためのツールの例―ＧＢＲ- Geotechnical Baseline Report 

5.3.1 概要 

GBR－ Geotechnical Baseline Report（以下では GBR と略す）とは、建設工事の契約における発注

者と受注者の地質リスク分担の基準値（ベースライン）を示す文書である。このため GBR は、地質リ

スクに対するリスク管理のツールとして利用される 3)。米国土木学会がこの GBRの役割を分析し、ベ

ースラインの概念をはじめとして GBR執筆・適用上の様々な留意点等についてまとめたガイドライン

「Geotechnical Baseline Reports for Construction －Suggested Guidelines－」（以下ガイドライ

ンと略す）を 2007 年に発行している。GBR は米国連邦道路管理局をはじめとして欧米の政府機関で

作成され、地質リスクのマネジメントに活用されており、インターネット上に非常に多数の実例が公

開されている。 

地質リスク学会と（社）全国地質調査業協会連合会は共編により日本語完全翻訳版を出版した 4)。

本節ではこの翻訳版の要点を述べる形で引用しつつ、GBR の有効性や記述すべき内容などについて概

要を述べる。 

 

5.3.2 GBR の概念 

最初に、GBRの概念について述べる。 

一般的な（従来型の）建設工事契約においては、契約と著しく異なる地盤状況に遭遇した場合には

その解決に要する費用を発注者が負担することによって受注者をリスクから解放している。しかし、

どのような状況をもって契約と著しく異なると言えるのか曖昧である。GBR は、このような曖昧さを

排除するために、契約上の記述として発注者と受注者の責任範囲の閾値とする地盤状況

（Geotechnical Baseline）を記述するものである。 

ガイドラインは次のような具体例を上げて説明している。（図 5.3.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この例では、堅硬な岩石の存在割合 45％が一つのベースラインとして定義されている。 

このように、ベースラインは発注者の免責範囲を発注者が自ら定めるものと言え、この値を越える

ような状況が出現すれば、それは予見不可能な特異な地質条件として発注者の責任に帰し、逆にこの

値の範囲内の地質条件に対しては工事受注業者が責任を負うとする。 

また、工事業者が、サイトそのものやサイト周辺において予想される地質条件に対してあらかじめ

2 種類の岩石層を貫通する、あるトンネルプロジェクトがトンネル・ボーリング・マシンで施工さ

れると仮定する．そこで１つの岩石は，もう片方より強固で，より掘削するのが難しいとする．ト

ンネル計画ルート上の 2 種類の岩石の相対的な割合は不明確である． 入手可能な情報を基にすれ

ば，強固な岩石に遭遇する割合についての合理的な解釈は，総トンネル長の 30%から 60%の範囲

にある． 
～ 中略 ～ 

遭遇する堅硬な岩石のベースライン量を 45%とするときに，請負者が 50%の量に遭遇した場合，

増加した 5%が，追加費用が生じた範囲に対しての数量化可能な量となる. その遭遇した 50%がデ

ータによって示された範囲の中であっても，請負者は堅硬な岩石に遭遇したことによる追加 5%の

追加補償の権利を与えられる． しかしながら，ベースラインが 45%と確立され，請負者は入札額

を 35%を基にしており，実際に 40%の堅硬な岩石に遭遇しても，クレームの根拠は全くない． 
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適正に認識し、着工後に適切に対応することができるよう入札価格の検討のための情報を与えること

も重要な目的の一つである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5.3.1 ベースラインと責任分担範囲を示す模式図 

 

5.3.3 GBR を用いたリスク分担のコントロール 

ガイドラインはその９章において、発注者の視点から見たベースラインの設定水準の意義につ

いて述べている。すなわち、設計に組み込んだ予備費を入札後にも確保できるかどうか、あるい

は工事開始後の予算超過を避けることができるかどうか、など発注者としての能力に関わる問題

とベースライン水準との関係について述べている。 

前項で述べたように、べースラインは発注者が自ら設定するものであり、リスク負担の水準を

どのようなレベルに置くか、発注者の裁量に委ねられている。これにより発注者は地質リスク分

担の度合をコントロールすることができる。すなわち、以下の二つの場合が想定できる。 

 

【ケース A：相対的に地質条件が悪いと判断してベースラインを設定する場合】 

これは、発注者がベースラインをより高い水準に設定する場合である（図 5.3.2のベースライ

ン A）。この場合は、請負業者により多くの地質リスクを負担させることになるので請負業者はよ

り多くの予備費を入札価格に見込むであろうから、入札価格は大きくなる傾向があると考えられ

る。同時に、実際に遭遇する地質条件がベースラインを越える機会は減ると考えられるので、請

負業者からの設計変更要求は減り、発注時の契約額と最終工事金額との乖離は小さくなると考え

られる。 

ただし、この場合、実際に悪い地質条件に遭遇するかどうかに関わらず、遭遇した場合に相当

する工事費を発注者が負担している。 

 

【ケース B：相対的に地質条件が良いと判断してベースラインを設定する場合】 

ケース Aに対して、発注者がベースラインを低い水準に想定する場合である（図 5.3.2 のベー

スライン B）。この場合は、請負業者のリスク負担は軽減されるので、入札価格に予備費を見込む

堅硬な岩石の分布割合
0 20 40 60 80 ％

ベースライン
契約上の分布割合

想定される
最大値

想定される
最小値

（＝発注者が任意に設定）

請負業者の責任範囲 発注者の責任範囲
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必要性が少なくなり、入札価格は小さくなる傾向があると考えられる。同時に、ベースラインよ

りも悪い状況に遭遇する機会は増えるため、設計変更要求は頻繁になり、工事開始後に事業費変

動幅は大きくなると予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような、ベースラインの設定水準と、入札価格及び工事後の工事費変動の関係を示した表

を表 5.3.1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガイドラインでは、通常最も良いアプローチは、「現実的なベースラインを設定して、それより

悪い現場状況のための予備費を組み込むこと」とし、「過度に悪い現場状況に対応したベースライ

ンを通してクレームを排除する試みは、もしベースラインが非現実的であれば逆の効果となる」

としている。つまり、ベースラインが非現実的であると入札者が認識した場合には、落札のため

にベースラインに対応できるよりも低い入札価格とし、実際に悪い状況に遭遇した場合において

もやはり「ベースラインが非現実的であった」とクレームし、発注者はベースラインの妥当性を

ケースA

0 20 40 60 80 ％

ベースラインA

想定される
最小値

請負業者の責任範囲 発注者の責任範囲

0 20 40 60 80 ％

ベースラインＢ

想定される
最大値

想定される
最小値

請負業者の責任範囲 発注者の責任範囲

想定される
最大値

請負業者の責任範囲が大きく、入札額は大きくなる
ケースＢ

請負業者の責任範囲は小さく、入札額は小さくなる

堅硬な岩石の分布割合 堅硬な岩石の分布割合

図 5.3.2 ベースラインの設定水準によって想定しうる入札価格の違い 

（入札額 A＞入札額 Bとなることが期待される） 

表 5.3.1 ベースラインの設定水準とコスト変動 

注）「地質リスクマネジメント入門（2010）P105」に加筆修正 

ベースライン

（一軸圧縮強度最大値）
入札額 実工事での状況 クレームの多寡 コスト変動量

さくさく掘れたので、ベース

ラインは超過せず
ほとんどなし 最小

時折硬くて掘りにくく、ベー

スラインをまれに超過
少ない 小

そこそこ掘れたが、ベースラ

インはしばしば超過
多い 大

そこそこ掘れたが、ベースラ

インは頻繁に超過
非常に多い 最大

高い水準に設定

（大きな値に設定）

低い水準に設定

（小さい値に設定）

（工事費＋予備費）

は高い

（工事費＋予備費）

は安い
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証明するために多大な裁判費用を負担する可能性があることを示唆している。 

このように、ベースラインは、地質リスクの大きさに応じた適切な量と質の地質調査を実施し

たうえで、［当初契約額＋変更増額］の期待値が最小になるよう設定される必要がある 5)。 

 

5.3.4 GBR に記述すべき情報 

これまでに述べたような、地盤に関する唯一の契約上の解釈を入札者に提供し、リスク分担ル

ールを明確化するという目的の他に、GBR 作成の効果としてプロジェクトの概観を提示する機会

が提供され、そのため他の書類に含まれている事項がより理解しやすくなるという点がある。す

なわち、図面や仕様など他の場所で詳細に記述された項目のための理論的根拠と基礎を提供する。

以下のような役割もガイドラインに述べられているが、これらはいずれもベースラインの理論的

根拠と基礎の記述の結果として得られる効果と考えられる。 

 

 設計根拠となっている地盤工学的検討結果及び施工に関わる検討結果の提示 

 入札者が準備期間中に、請負業者が工事中に良く認識し、取り組むべき制約条件や契

約図面、仕様などにおける重要な要件についての理解の向上 

 地盤を掘削して支持するための要件を評価する際の、請負者や DB チームに対する支援 

 契約を管理し、工事中の執行状況を監視することにおける発注者への手引き 

 

このような目的を達成することのできる GBR 作成のために、ガイドラインは GBRを作成する時

に検討すべき項目のチェックリストを提示している。これを表 5.3.2 に示す。プロジェクトによ

っては記述が不要な事項も含まれるが、単独で読まれた場合でも他の文書を参照する必要がない

よう多岐にわたる。例えば、プロジェクトの歴史など概要的事項から地盤・岩盤の物理・力学的

性質、地下水分布、化学組成、湧水量、既知・未知の断層破砕帯などの地質工学的特性、周辺構

造物への影響、工程遅延につながる事象などである。 

 

なお、GBR の下位文書として契約図書に含まれるべき報告書として、GDR－Geotechnical Data 

Report－がある。これは、地質調査の結果を事実に基づいて記載した報告書であり1)、ボーリン

グやトレンチ調査、室内試験など、主に具体的地質調査の内容と結果を含むものである。したが

って、GBR とは実質的に異なるものである。また、GBR はベースラインが GDR に含まれるデータと

どのように関連するかを説明している必要がある。 
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表 5.3.2(1) GBR チェックリスト（ガイドライン訳pp.154～P156） 
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表 5.3.2(2) GBR チェックリスト（ガイドライン訳pp.154～P156） 
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5.3.5 GBR 作成上の留意点 

(1) ボリューム 

ガイドラインでは、2～3時間で読めてかつ理解できる簡潔な文章を推奨しており、その目安

として、深部基礎またはパイプラインのプロジェクトについては 5～10頁程度かもしれないとし

ている。複雑なトンネルプロジェクトでも 40～50頁を越えない長さを推奨している。 

また、地盤の物性や挙動を長く詳細に記述することは GDR の役割であるとし、GBR は工事費や

使用されるべき機材に影響を与えるような地盤の物性や挙動に重点を置くべきとしている。 

(2) 執筆者と作成時期 

GBR は、対象地域の地盤状況、同種プロジェクトでの設計・施工・及び既往の建設契約の管理

で GBR を作成した経験のあるコンサルタントによって作成される必要がある。 

ガイドラインは、通常の設計施工分離発注方式の場合、GBR は最低でも設計の 50～60％以上

が完成した後で作成されることを推奨しており、それに向けて以下のステップを踏んで GBR が作

成されることが望ましいとしている。 

 

① 設計コンサルタントの地盤工学担当者と設計担当者がGBRの注釈付き概要を作成し、プロジ

ェクトの重要な構成部分と工事課題に適合するGBRの形式と内容に焦点を当てる。 

② 地盤工学コンサルタントが、調査結果の解釈と地盤工学的状況を適切にGBRに反映するよう、

最初の草稿の項目を作成。他の項目について設計と施工計画、仕様を担当した設計コンサル

タントが作成 

③ 以後の原稿は、全て設計コンサルタントの設計担当者と地盤工学担当者が協働で作業する。 

④ できあがったGBRを、設計コンサルタント、発注者、独立した評価者が共同で照査する。 

 

なお、リスク登録の作業は、GBR 作成の段階よりかなり前の段階で完了しているはずであり、

しかも GBRは本質的に発注者の解釈を示すものであることから、GBR にリスク登録～リスク評価

について収録されている必要はない。 

表 5.3.2(3) GBR チェックリスト（ガイドライン訳pp.154～P156） 
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また、発注者は常に、上記のプロセスに積極的に関与すべきであり、同時にベースラインが

設定される水準に応じてもたらされる可能性のある結果について理解する必要がある。 

(3) 記述方法 

ベースラインは、曖昧さを完全に排除して書くことは困難であるが、可能な限り工事中に計

測して検証できる特性かパラメータを使用して記述される必要がある。また定性的な記述が必要

な場合においても、一般的に受け入れられている定義にしたがった語法で記述する。 

表 5.3.3 に、ベースラインの記述例を示す。 
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表 5.3.3 ベースラインの記述例（ガイドライン訳 p.160） 
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5.3.6 GBR の適用例 

(1) 計量可能な特性値のベースライン 

具体例として米国カリフォルニア州運輸局の発注により建設された Devil’s Slide Tunnel

（現在は New Tom Lantos Tunnels という名前になっている）プロジェクトの GBR から、一軸圧

縮強度のベースラインを図 5.3.4 に示す。このプロジェクトは全長 1,250m、幅 9m の双子トンネ

ルからなっており、NATM工法で２本同時に掘削された。工事契約は DB 契約である。GBR は全 33

頁からなっている。 

この例では、掘削工法に関するベースラインの一つとして一軸圧縮強度の最大値が設定され

ている。その値は試験データを十分広くカバーするように設定されている（試験データが少ない

ために特に大きな値に設定されているものもある）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3.4  Devil’s Slide Tunnel 事業における一軸圧縮強度に関する GBR5) 

この例では、得られている試験値に対して高めのベースラインが設定されている。同運輸局

は自己の免責範囲を大きくし、地質リスクを受注業者にあらかじめ負担させていると考えられる。 

 

(2)  定性的な記述のベースライン 

具体例として、カリフォルニア州 Fortuna 市の Home Avenue-Garden Lane Pipeline Project

における Horizontal Directional Drill(HDD)の例を示す。このプロジェクトでは、パイプライ

ンの敷設工事の一部を図 5.3.6 のようなコントロールボーリングで施工している。すなわち、水

平距離約 250feet、高低差約 90feet の斜面をボーリングで貫く計画である。GBRは、全 11頁か

らなる簡潔なものである。 

この中から、地層の分布に関するベースラインと、施工に関わる検討の部分を図 5.3.5 に示

す。各土質の現れる区間、各土質の安定勾配や地下水への耐性などが文章で記述されている。 
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図 5.3.5  Home Avenue-Garden Lane Pipeline Project における Horizontal Directional Drill(HDD)

に対する GBR 
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図 5.3.6 Home Avenue-Garden Lane Pipeline Project における Horizontal Directional Drill(HDD)セクション 
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3)長瀬雅美：米国カリフォルニア州の建設事業における地質リスクマネジメント，産業技術総合研究
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5)尾園修治郎：やさしい知識 GBR(Geotechnical Baseline Report)，地質と調査，通巻第 116 号， 

第２号,pp.37～39，2008 
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6. 地質リスクマネジメントのための基礎情報 

地質リスクマネジメントのための基礎情報のうち、活用できる地盤情報としては、一般社団法人 全

国地質調査業協会連合会が出版している「地質調査技士登録更新講習会テキスト（平成 26･27 年版）」

1)に良く取りまとめられているので、本文献から抜粋して紹介する。 

(1)ボーリングデータの公開状況 

国、地方自治体等におけるボーリングデータの主な公開状況は、表 6.1に示すとおりである。ボ

ーリングデータの公開については、次のように整理できる。 

公開主体としては、国、自治体などの発注機関が自らデータを公開するケース、学協会等が発注

機関に代わり公開するケース、複数の発注機関が協議会を組織し公開するケースなどがある。 

公開形態としては、無償公開、CD等による有償頒布、会費徴収（協議会等の場合）などがある。 

表 6.1 ボーリングデータの公開状況 1) 

情 報 名 称 な ど 提  供  者 提供方法 概算数量 形態 

統合化地下構造データベース 
 -GeoStation- 

(独)防災科学技術研究所 

 

Web-GIS 

 

0.2万本 

 

無償 

国土地盤情報検索サイト 
 -KuniJiban- 

(独)土木研究所[国土交通省] 

 

Web-GIS 

 

11万本 

 

無償 

三次元統合システム 
<ボーリングデータ解析サイト> 

(独)産業技術総合研究所 
地質調査総合センター 

Web-GIS 

 

未公表 

 

無償 

みちのくGIDAS とうほく地盤情報システム運営協議会 Web-GIS 未公表 無償 

茨城県ボーリング柱状図 -GeoStation- (独)防災科学技術研究所 Web-GIS 0.76万本 無償 

とちぎ地図情報公開システム 栃木県 Web-GIS 未公表 無償 

栃木地質調査資料(営繕報告書抜粋) 栃木県土木部 Web 未公表 無償 

群馬県ボーリング Map (財)群馬県建設技術センター Web-GIS 0.74万本 無償 

埼玉県地理環境情報Web-GIS 埼玉県 Web-GIS 未公表 無償 

地質環境インフォメーションバンク 千葉県 Web-GIS (2.6万) 無償 

東京の地盤(Web版)[集合柱状図] 東京都・土木技術支援・人材育成センター Web (0.7万) 無償 

東京都新宿区「地盤資料の閲覧」 東京都新宿区 Web 未公表 無償 

かながわ地質情報MAP (財)神奈川県都市整備技術センター Web-GIS 1.14万本 無償 

環境地図情報「地盤View」 横浜市 Web-GIS (0.8万) 無償 

地質図集[集合柱状図] 川崎市 Web 未公表 無償 

鈴鹿市・地理情報サイト(土地情報) 三重県鈴鹿市 Web-GIS 未公表 無償 

滋賀県ボーリング柱状図-GeoStation- (独)防災科学技術研究所 Web-GIS 0.07万本 無償 

岡山県地盤情報 岡山地質情報活用協議会 Web-GIS 0.21万本 無償 

高知市域地盤災害関連情報 高知地盤情報評価委員会 Web-GIS 0.17万本 無償 

しまね地盤情報配信サービス (組)島根土質技術研究センター Web-GIS (0.2万) 一部無償

長崎県ボーリング柱状図-GeoStation- (独)防災科学技術研究所 Web-GIS (0.8万) 無償 

北海道地盤情報DB (社)地盤工学会 北海道支部 CD-R (1.3万) 有償 

関東の地盤（地盤情報DB） (社)地盤工学会 関東支部 DVD-R 820本3 有償 

九州地盤情報DB (社)地盤工学会 九州支部 CD-R (3.0万) 有償 

ほくりく地盤情報システム 北陸地盤情報活用協議会 Web-GIS 2.75万本 会員 

関西圏地盤情報DB 関西圏地盤情報活用協議会 CD-R (4.0万) 会員 

神戸JIBANKUN 神戸市地盤調査検討委員会 CD-R 0.6万本 会員 

四国地盤情報DB 四国地盤情報活用協議会 CD-R (1.0万) 会員 

注 1 ボーリング本数は、一般に公開あるいは市販されている数量(内は未確認数)。印刷媒体のみは省略。 

注 2 GeoStation の登録本数のうち、国土交通省と自治体分は除外した。 

注 3 地盤工学会関東支部の登録本数のうち、KuniJiban など Web での併行公開分は除外した。 

注 4 Webはインターネットによる公開、Web-GIS はインターネットの GIS技術を利用した公開。 
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表 6.2 はインターネットで公開されているボーリングデータの特徴等をまとめたものである。公

開主体ごとに情報内容やフォーマット等に違いがあり、利用に当たって留意する必要がある。 

 位置座標については、メタデータに記載しているケース、柱状図に記載しているケースがあ

る。 

 住所、記事等については、記載しているケース、省略しているケースがある。 

 電子データのフォーマットとして、XML 形式、PDF形式などがある。 

 Ｎ値については、10cm ごとの標準貫入試験の全データを記載しているケース、30cm 貫入量

の合計値のみ記載しているケースがある。 

 

表 6.2 インターネットで公開されている主なボーリングデータの概要 1) 

情報略称 背景地図 位置座標 略住所 柱状図 記 事 Ｎ値 

KuniJiban(建設) 
電子国土 

A+B ○(×) XML ○(×) 10cm，30cm 

KuniJiban(港湾) A × 土性図(PDF) × 30cm 

みちのくGIDAS 数値地図 B × XML × 10cm 

茨城県，滋賀県， 

長崎県 
数値地図 B × XML ○(×) 10cm，30cm 

栃木県 数値地図 B × PDF ○ 30cm 

群馬県 Google Map B ○ PDF × 30cm 

埼玉県 数値地図 × × PDF ○ 30cm 

千葉県 数値地図 × ○ PDF ○ 30cm 

神奈川県 Google Map × ○ PDF ○ 30cm 

横浜市 独自仕様 × × PDF ○ 30cm 

三重県鈴鹿市 独自仕様 B ○ PDF ○(×) 原則10cm 

島根県 数値地図 × ○ PDF ○ 30cm 

岡山県 数値地図 A ○ PDF ○ 10cm 

高知市 Google Map B ○ XML ○ 原則10cm 

注 1  KuniJiban：旧建設省系のボーリングデータは交換用ボーリングデータ(XML)で

あるが、旧運輸省系のボーリングデータは土性図(PDF)である。 
注 2  A：メタデータ中に位置座標の記載あり。 B：柱状図中に位置座標の記載あり。 
注 3  ○：住所や記事の記載がある。×：住所や記事の記載が無い。○(×)：柱状図

によって記載が異なる。 
注 4  Ｎ値 10cm：標準貫入試験の全データが記載。 Ｎ値 30cm：30cm貫入量の合計

値のみ記載。 
注 5  東京都と川崎市は、ボ－リング柱状図を集合図として公開しているため、本表

へは非掲載とした。 
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(2)地質図、ハザードマップ等の公開状況 

 ボーリングや土質試験結果などの生データだけでなく、地質図、ハザードマップ等の加工・解析デ

ータについてもインターネットを通じて一般公開されている。主な公開事例を表 6.3 に示す。 

表 6.3 地質図、ハザードマップ等の主な公開事例 1)（加筆） 

情 報 名 称 な ど 提  供  者 提供方法 範 囲 形態

統合地質図データベース (独法)産業技術総合研究所・ 

       地質調査総合センター 

Web-GIS，Web 全 国 無償

5万の1地質図 等 印刷媒体 CD-R 全 国 無償

全国電子地盤図 (公法)地盤工学会 Web-GIS 全国(整備中) 無償

地域限定地質図類 地質・地盤系学会、地質調査業界等 印刷媒体 該当地域等 無償

土地分類基本調査(1/5万～1/50万) 国土交通省 土地・水資源局 印刷，Web-GIS 都道府県等 無償

土地分類調査(垂直調査) 国土交通省 国土政策局 国土情報課 Web 該当地域 無償

地すべり地形分布図 (独法)防災科学研究所 Web-GIS 全 国 無償

表層地質図・地形分類図 等 地方自治体(浜松市、大府市等) Web 該当地域 無償

全国地盤環境情報ディレクトリ 

(地盤沈下、地下水の利用状況) 

環境省 Web 都道府県別 無償

 

 国土交通省ではハザードマップポータルサイトを設けており、全国の自治体の情報ともリンクして

いる。地盤の液状化災害、土砂災害、火山、洪水、内水などの情報が開示されている（図 6.1）。そ

れぞれの情報は重ね合わせることもできるので、多種多様な使い道がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1 国土交通省ハザードマップポータルサイト 2) 

 地盤工学会が整備を進めている「全国電子地盤図」は、同学会の「表層地盤情報データベース連携

に関する研究委員会」の研究活動の成果であり、表層地盤の 250m メッシュ地盤モデルである（図 6.2

参照）。2014年７月現在の公開情報は表 6.4 に示すとおりである。 
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図 6.2 全国電子地盤図の例（東京都千代田区・中央区付近）3) 

表 6.4 全国電子地盤図の情報公開地域（2014 年 7月現在）3) 
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 国土交通省国土政策局国土情報課からは、「土地分類・水調査」として地形分類図、表層地質図、

土壌図及び土地分類基本調査[垂直調査]の各成果が公表されている（図 6.3 参照）。このうち、垂直

調査は『近年の大都市圏を中心とする地下利用や地震をはじめとする地盤災害に適切に対処するため、

従来の面的な土地分類調査に加えて、垂直方向（地下）の地質状況や土地利用等の現況を明らかにし、

地下の適正な利用及び地盤災害（地震に伴う液状化、軟弱地盤）対策等を図るうえでの基礎資料とし

て、首都圏、近畿圏、中部圏の三大都市圏及び広島、福岡、札幌、仙台地域について、ボーリング、

井戸等の既存資料に基づき、東西南北 2km ごとの地質断面図を作成しています。』3)という説明が国交

省の Web サイトに掲載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.3 国土交通省国土政策局国土情報課から公開されている垂直調査の成果（例）４) 

 

これまでハザードマップなどは、土地の評価価格が低下するなどのリスクを敬遠して情報開示が遅

れていた。ボーリング情報については、個人の情報であるのか、公共の情報であるのか議論を重ねて

きているが、いまだに難しい面を有し情報開示にバラツキがある。しかし、情報開示の社会全体の動

きや、東日本大震災をはじめとする様々な災害を背景に、情報開示が進んできている。今後は、近年

の災害を受けて、土石流や噴火に関するハザードマップが充実してくることが期待されるものである。 

 

1) 全地連：地質調査技士登録更新講習会テキスト（平成 26･27年版） 

2) 国土交通省：ハザードマップポータルサイト，http://disapotal.gsi.go.jp/ 

3) 地盤工学会：全国電子地盤図 HP，http://www.denshi-jiban.jp/map_menu.htm 

4) 国土交通省：国土政策局国土情報課 HP，       

http://nrb-www.mlit.go.jp/kokjo/inspect/landclassification/index.html#tbv 
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